
第1 章

国 土 緑 化 運 動 年 表

年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1874

(明治7)

1877

(明治10)

1878

(明治11)

1879

(明治12)

1881

(明治14)

1882

(明治15)

1884

(明治17)

1.9　　内務省地理寮に森林課(1.24

木石課と改称）をおく.

8.21　 第１回内国勧業博覧会.（東

京･上野公園～11.30.＊明治36.3第５

回まで）

3.14　 内務省，「部分木仕付条例」

公布.

○　内務省地理局 ，東京･西ヶ原に

樹木試験場設置.（林業試験場の嚆矢）

5.16　内務省に山林局を設置.

4.7　 農商務省設置 ，山林局をお

く．（内務省から移管）

12.1　 農商務省, 東京山林学校開

校式（山林局所管,東京大学の一源流）

12.-　万国森林博覧会．（～明治

18.5.31, 英国エジンバラ）

8.22　来日中の米前（第18 代）大統領グラント将軍，

上野公園にタイサンボクを植樹．（爾来 ，グラント玉蘭

と呼ぶ）

1.21　大日本山林会設立総会．



年 一般・国土緑化政策等 国土緑化の運動

1885

(明治18)

1889

(明治22)

1893

(明治26)

1895

(明治28)

1897

(明治30)

1898

(明治31)

12.23　宮内省に御料局を設置.(帝

室一般の財産を掌る．明治22 御料林

を設定)

○　日本鉄道会社 ，わが国初の鉄

道防雪林(吹雪防止林)を造成．(東北

本線の水沢－野辺地－小湊間41箇所計

50町歩の造林を実施)

5.20　 文部次官牧野伸顕 ，文部省

の尋常師範学校長諮問会の席上, ア

メリカの植栽日(アーパーデー)や

ノースロップ氏の学校植林の事例を

報告し， 日本でも学校林造成を 提

唱･訓示. に の年, ノースロップ博士

(Bardsey Grant Northrop 1817-1898,

米コネチカット州の教育家)来日,約

２ヵ月間の滞在中に38 回講演 ，米の

｢植栽日」運動を日本に紹介)

4.12　 森林法公布.( 保安林制度を

規定)

5.28　文部省普通･専門両学務局長

から地方庁あて，｢小学校等に於ける

樹栽の為官有地の貸下払下方｣ を通

達.( 学校造林の奨励，それに伴う官

有地の貸下払下について通達)

12.19　 青森県西津軽郡木造地方66 力村から提出の

｢屏風山30 ヵ年無料拝借願｣を，農商務省許可．(～昭和

32にかけ, 4,832町歩余に防風林を造成･整備)

6.15 『大日本山林会報』第150 号発行, 1892年２月北

米合衆国山林協会会員ノルトロッブ(ノースロップ)氏の

マサチュウセッツ園芸協会席上なしたる演説｢小学校樹栽

日Arborday in school｣を全訳･掲載.（訳者名なし，20頁

に及ぶ)

7.30　 静岡県知事小松原英太郎 ，郡長に対し，小学

校生徒をして樹栽せしめその実施状況を翌年1.31までに

報告すべしと訓令 ，併せて｢樹栽に関する規程」「附属小

学校樹栽に関する規程｣を定める.

9.6　 鹿児島県知事加納久宜，学校林となすべき官民

有地の調査実施を訓令．(結果 ，県下10 郡合計3,443 町

歩．明29.1｢学林規程｣を制定)

4.27　 ノースロップ博士歿.(81 歳, 1817.7.18生れ･

米の｢学校植林運動｣を日本に伝える)



年 一般・国土緑化政策等 国土緑化の運動

1899

(明治32)

1903

(明治36)

1904

(明治37)

1905

(明治38)

1906

(明治39)

9.1　 内務省，部落有財産の統一

整理について通達.(地方公共団体の

基本財産造成策として造林事業を奨励)

2.10　対露宣戦布告( 日露戦争～

明38.9.5).

5. 5　農商務省訓令｢ 基本財産林･

模範林･学校演習林･学校樹栽林･樹

苗圃及林業講習 ノ状況報告様式｣ を，

府県･道庁あて訓令.(毎年, 報告を求

める)

8.-　金原明善，遠江国磐田郡山香村瀬尻御料林759

町歩にスギ･ヒノキ292 万本を植栽完了し，御料局に献

納．（献植事業 ，明治18 年10 月着手）

10.11　 北海道造林合資会社設立．（本社札幌軽川 ，

手稲村の山林4,000 町歩を借受け ，明治41 年までに造

林完了．北海道の民間大造林の初め）

3.-　沖縄県令「原山勝負賞与規程」公布．（毎年春秋

２回 ，間切ごとの杣山整備状況を，項目･配点を決めて

審査，勝敗を決め賞罰（公衆の面前で異様の仮装をさ

せる等）を与えるもの．（原勝負・山勝負）

3.11　内務省，官報に「植林二依ル市町村基本財産造

成奨励二関スル件」を掲載.（基本財産造成条例の標準を

示し ，三重県度会郡瀧原村･高知県長岡郡天坪村の例を

あげ ，公有林の造林を奨励）

3.18　内務省,官報に「戦時ニ於ケル地方経営事例」と

して，鹿児島県の計画（1戸1 段歩の植林で県下20 万戸

で２万町歩を造林 ，伐期収入１町歩3,000 円 ，全体で

6,000万円の巨額を得る）を紹介．

〇　この年，日露戦捷記念造林が各地で進む．（実績，

県段階16 府県１万6,376 町歩 ，郡市段階29 府県85 郡市

4,081町歩 ，町村段階1,000 余町村１万7,500 町歩･ 部落

5,390町歩 ，学校･農会･青年団その他が植林）



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1907

(明治40)

1908

(明治41)

1909

(明治42)

1910

(明治43)

1911

(明治44)

1912

(大正元)

1913

(大正2)

3.18　 明治40 年度予算公布．(農

商務省山林局予算に｢植樹奨励費｣を

新設 ，７万4,197円を計上．＊国庫に

よる民有林に対する奨励助成事業の

始まり)

11. 1　帝室林野管理局官制公布.

(宮内省，御料局を改組改称)

3.26　 農商務省令｢公有林野造林奨

励規則｣公布．(市町村又は町村組合

が行う公有林野の植栽･防火線設置･

造林のための地盤保護工事に対する

府県の補助に対し ，国は奨励金を交

付)

10.18　 東京市 ，東京市水源林亊

務所(青梅町)を開設･

1.27　 朝鮮総督府農商工部長 ，各

道県知事あて｢紀念植樹奨励ノ件｣ を

通達.( 神武天皇祭日たる４月３日を期

し ，諸官庁職員･学校職員生徒による

記念植樹を毎年の恒例とするよう通

達．＊日韓併合(明治43.8.29)を記念)

4．4　荒廃地復旧補助規則公布･

(農商務省所管治水事業開始)

○　宮城県･ 岐阜県で ，わが国最初の県行造林実施.

(分収率は岐阜県の場合，県８：村2)

8.18　東京市, 市長尾崎行雄の名でワシントン市に櫻

2,000本寄贈を決定.

4. 3　朝鮮でこの日( 神武天皇祭) ，初の｢紀念植樹の

日」．（朝鮮総督府の指導により朝鮮全土で，官民あげて

植樹を行う，中央では, 総督官邸の後庭を会場にモミ･サ

クラ･カエデなど329本を植栽，各地で合計465万2,447

本植栽．以後 ，毎年実施．＊当時のわが国における愛

林運動の最も組織的で広範囲なるものの1 つ)

4.3　　福島県山林会主催の｢植樹日｣始まる.(4.3 の神

武天皇祭と11.3 の明治節．＊県段階の統一的愛林運動

の記録の最初)

10.30　 新潟県山林会主催の｢天長節記念植樹日｣始ま

る．



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1915

(大正4)

1916

(大正5)

1918

(大正7)

1919

(大正8)

1920

(大正9)

1922

(大正11)

1924

(大正13)

1925

(大正14)

5.1　　勅令｢明治神宮造営局官制｣

公布.( 林苑課を設置, 基本理念を｢永

遠の杜｣を造ることにおき，自然林に

近い森林造成を企図)

9.20　 新島善直･村山醸造著『森林

美学』刊．(東京･成美堂書店)

5.5　 農商務省令｢樹苗養成奨励規

則｣公布．(樹苗養成奨励のため，国

が府県に対し，奨励金を交付)

7.27　公有林野官行造林法公布.

4. 9　帝室林野局官制公布．(帝室

林野管理局を改称)

3.31　農林省官制公布．(農商務省

を廃止 ，農林省と商工省に分離)

4.3　　中華民国(満州)農商部訓令

｢植樹節植樹簡章｣公布バ 毎年１回清

明節に植樹式を挙行すること ，但し

7.-　京都の小学校，夏休みに虚弱児のため林間学校

を阿弥陀峰で開く.

7.2 （財）帝国森林会創立総会．（全国林業家･実業家

の寄附14 万円で設立 ，大日本山林会の活動を財政面で

支えることを目的）→昭和59.1.13解散.

11.1　 明治神宮竣工鎮座祭．（全国からの献木，針葉

樹３万1,698本･常緑広葉樹５万9,381本・落葉広葉樹

4,474本など計9万5,559 本，これを含めた林苑立木数12

万2,572 本）→植栽後の毎木調査は, 大正13, 昭和4 ～10 ，

昭和45の３回実施.

○　岐阜県山林会主催の記念植樹日始まる．（気候風

土の関係上施行月日は一定ならず）

4.3　 山梨県山林会主催の樹栽日始まる．（毎年4.3

の神武天皇祭に実施）

5.-　台湾山林会，「台湾森林歌」の募集を開始．大正

14.3審査終了．



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1926

(大正15=

昭和元)

1927

(昭和2)

1928

(昭和3)

1929

(昭和4)

各地気候の如何により多少の日時変

更してもよいと規定)　4.5 奉天省，

4.21黒龍江省にも同簡章公布.

12.25　大正天皇崩御、昭和と改元.

8.12　 農林省令｢水源涵養造林補助

規則｣ 公布．(水源涵養に関係ある私

有･社寺有林における造林を奨励する

ため，①無立木地の新植又は散生地

の第1 回補植に対し府県が補助する場

合に国が府県に補助,補助率1/4, 但し

補助金の1/3 以上を府県負担の場合に

限る，②そのために要する府県職員の

俸給･旅費につき1/2 以内補助)

10.18　 山林局 ，第１回造林技術

講習を実施.( ～10.24, 目黒の林業

試験場で ，営林局･ 府県吏員計81 人

を対象に)

10.11　 農林省令｢ 造林奨励規則｣

公布.( 水源涵養造林補助規則(昭2.8)

は廃止)

2.-　都市美協会設立．(都市での植樹祭を毎年主催，中

央行事は東京･日比谷公園で実施を例とする．機関誌『都

市美』)

3.20　広島県山林会主催の植樹デー始まる.

4.3　 信濃山林会(長野県)主催植樹日始まる．(昭和３

から御大典記念植樹日を含め春秋2 期)

4.3　 都市美協会主催の植樹祭．(東京市少年団員30

余人･八王子少年団員とともに，大正天皇御陵地たる浅

川村の参道に沿って櫻の苗木約300 本を植付け)

4.29　 青森県山林会主催愛林植栽日始まる(天長節).

8.-　｢朝鮮山林美化組合｣設立．(本部忠清南道燕岐郡

鳥致院面，組合委員長福永喜八，組合員253 人，出資口

数4,600 余口 ，(財)修養団の主張する｢流汗鍛錬･同胞相

愛｣の思想により山野に植樹を目的，１人１口１円以上出

資 ，忠清南道の３団地270 町歩に模範的造林地を造成)

4. 3　都市美協会主催植樹祭，日比谷公園で開催.（会

長･東京市助役･米バーネット大佐が祝辞 ，式後陸軍奏

楽･舞踊等，参加数千人，御大典記念植樹を実施．＊以

後毎年日比谷公園を会場に実施)

4. 3　肥後山林会(熊本県)主催，九州沖縄各県聯合愛

林デー始まる( 神武天皇祭).

4.29　岩手県山林会主催の植樹デー始まる(天長節).

7.22　 滋賀県山林会主催の山林愛護週間(～7.28)始ま

る．



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1930

(昭和5)

1931

(昭和6)

1932

(昭和7)

1933

(昭和8)

1934

(昭和9)

○　ソ連のB.P.トーキン博士,植物

の殺虫･殺菌作用などの働きをする物

質を発見,「フィトン(植物が)チッド(殺

す)｣ と命名.

4. 1　国立公園法公布.

7.30　 農林省令｢漆, 油桐及櫨増殖

奨励規則｣公布.

8.6　 農林省令｢海岸砂防造林奨励

規則｣公布．

4.3　 名古屋緑化会( 愛知県) 主催の植樹行事始まる．

大阪都市協会主催の植木祭(愛林運動)始 まる．宮崎県山

林会主催愛林デー始まる．(ともに神武天皇祭)

4.19　北海道庁告諭｢愛林樹栽日設定及山火防止ニ関

スル件｣．(毎年4 月29 日( 天長節) と11 月３日( 明治節)

を｢愛林樹栽日｣と定める．＊北海道林業会が主催して各

種行事実施)　11. 3　 秋田山林会主 催，植樹デー始ま

る(明治節).

3. 6　福岡県山林会主催の樹栽日始まる(地久節).

3.10　 香川県山林会主催の植樹デー始まる.(3.10 は

陸軍記念日)

4. 3　長崎県山林会主催の全九州愛林デー始まる( 神

武天皇祭).

5. 1　山形県治水山林会主催の植樹デー始まる.

9.23　 樺太庁と豊原林務署共催の植樹デー(～9.24=

秋季皇霊祭)始まる.

10. 9　島根県で，１府７県共進会主催の木魂祭(愛林

運動)実施．

〇　大日本山林会(会長和田国次郎)に｢愛林日設定委

員会｣設置.(毎年4.2 ～4.4の３日間を愛林日と定め,全国

規模で運動展開することを決議，農林省山林局( 局長村

上龍太郎) も積極的に協力を表明．＊わが国古来の愛林

的旧慣たる記念植樹･家別植付等の伝統を受け継ぎ,森林

の造成愛護思想の普及徹底を目的，諸外国の愛林運動の

経験＝ブラウンシュワイヒの人別植付(1598 ～),米のア

ーバーデー(1872 ～) ，スペイン(1896 ～)･ イタリア

(1902 ～)の樹の祭 ，ドイツの緑の週間(1926 ～)などを

も踏まえ設定)

4. 2　大日本山林会提唱による｢愛林日｣(4.2 ～4.4)運

動始まる．(わが国における国民愛林運動として全国一



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1935

(昭和10)

1936

(昭和11)

1937

(昭和12)

6.20　 農林省令｢ 森林治水亊業奨

励規則｣公布．(荒廃林地の復旧, 公有

林野の造林，水害防備林の造成に国

庫補助)

3.31　森林火災国営保険法公布．

７． ７　日中戦争(]支那事変)始まる．

斉に催した初め．帝国森林会作製の｢愛林日ポスター｣

11万5,000 枚を府県山林会･各種団体に配布．各道府県･

市町村･学校などもひろく各種記念行事を開催)

4. 2　愛林日の中央行亊として ，大日本山林会と府県

山林会主催, 農林省･帝国森林会等協賛の記念植樹( 第１

回)，茨城県真壁郡紫尾村(筑波山麓)の鬼ケ作国有林(東

京営林局笠間営林署部内)で実施, 織田農林政務次官･石

黒農林次官･ 村上龍太郎山林局長ら，スギ･ヒノキ苗を

植栽. (4.3 は雨天で4.4にも同所で記念植樹)

4.2　 大日本山林会と府県山林会主催, 愛林日記念植

樹(第２回),東京浅川の廿里御料地( 帝室林野局林業試

験場)で実施,大日本山林会総裁梨本宮殿下台臨, 三矢帝

室林野局長官･ 村上山林局長ら参加. 4.3 筑波山麓の茨

城県真壁郡紫尾村羽鳥の土俵場国有林でも農林省中心の

記念植樹実施.

4.-　大日本山林会，愛林日行事を実施した市町村･学

校･団体等から43 を選び表彰．(褒状を授与．以後毎年

実施)

○　大日本山林会,『造林功労者事蹟( 旧藩時代)』刊．

昭12.-『造林功労者事蹟(明治以降)』刊.

10. 1　 公園緑地協会創立．(会長は内務次官, 機関誌

『公園緑地』昭12.1.25創刊)

○　大日本山林会主催の愛林日記念植樹( 第３回) ，

茨城県筑波山麓で実施.

4. 2　大日本山林会主催の第4 回愛林日記念植樹 ，茨

城県西茨城郡大原村和尚塚国有林で実施．(同会総裁梨

本宮殿下台臨, 農林大臣 一山林局長ら出席) この日東京

府下では飛行機 により愛林思想宣伝のビラ散布 ，午後

7.30から森林愛護に関する講演･演芸等を全国中継放送.

4.3には筑波山国有林で農林省主催の記念植樹．

〇　大日本山林会,愛林レコード(愛林歌謡)発売.(A面

=民謡｢愛林囃子｣佐藤惣之助詞･弘田龍太郎曲,Ｂ面= 童謡

｢木のおかげ｣葛原幽詞･弘田龍太郎曲,定価5 銭･送料4 銭)



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1938

(昭和13)

1939

(昭和14)

1940

(昭和15)

1941

(昭和16)

1942

(昭和17)

1943

(昭和18)

4．1　国家総動員法公布.（戦時経

済統制の根拠法の１つ)

5.27　 造林奨励規則(昭4.10)改正

公布．(伐採跡地の造林(再造林)も補

助対象とする)

10.-　満州国国務院訓令｢全満大造

林計画｣．(農村備林･農村牧野林を整

備など)

3.18　林業種苗法公布.

11.10　 紀元二千六百年祝賀式典.

(皇居前広場に5 万人余参列挙行 ，～

11.14まで各地で提灯行列･ 旗行列な

ど続く)

2.15　満州造林(株)設立.

3.13　木材統制法公布･

12.8　 太平洋戦争(大東亜戦争)勃

発.

10.15　 農林省令｢林業振興補助規

則｣公布.（従来の諸奨励規則を統合)

9.15　農林中央金庫設立･

11.1　農商省官制公布．(農林省･

4. 4　大日本山林会主催の第5 回愛林日記念植樹, 茨城

県西茨城郡大原村大字小原の和尚塚国有林で実施．（和

田大日本山林会長･荒木貞夫陸軍大将･村上山林局長ら約

70 人参加，ヒノキ･クヌギの2 樹種を植栽. 事変下の愛林

日なので ，全国的に「国民精神総動員愛林日」と称する）

3.-　公園緑地協会，「緑化運動週間」を企画し,「緑化

週間計画要綱並実施事業項目」を各府県へ送付．（昭和14

年春より実施し，各府県行事を後援）

4. 4　大日本山林会主催の第６回愛林日記念植栽, 栃

木県河内郡城山村大字古賀志の内倉国有林で開催．（佐

藤大日本山林会会長･村上山林局長･栃木県知事ら約70

人参集，国旗敬礼・国歌斉唱･宮城遥拝･戦没戦傷出征兵

士のため黙祷ののち，会長挨拶，昼食後 ，植樹）

○　紀元二千六百年にあたり,大日本山林会をはじめ，

学校･神社など各地で記念植林実施.（計画面積11万4,000

町歩）

○　大日本山林会主催の第7 回愛林日記念植樹，栃木

県河内郡で実施.

9.20　中央林業協力会設立．（会員の行う亊業を指導

統制し ，部門の意見を代表し，政府に協力するを目的，

会長後藤文夫 ，正会員大日本山林会･帝国森林会など）

○　大日本山林会主催の第8 回愛林日記念植樹，埼玉

県入間郡で実施.

10.-　中央林業協力会，挙国造林運動を提唱.

○　大日本山林会主催の第９回愛林日記念植樹, 埼玉

県入間郡で実施．

〇　大日本山林会主催の第10回愛林日記念植樹，静

岡県田方郡で実施．



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1944

(昭和19)

1945

(昭和20)

1946

(昭和21)

1947

(昭和22)

商工省を廃止，軍需省を新設し再編）

4. 4　戦時森林資源造成法公布.

5.31 ( 社）日本林業会設立.

8.15　終戦.

8.26　農林省復活（農商省廃止）.

12.22　 森林資源造成法公布．（戦

時森林資源造成法を改題,「証券造林」

の実施）

10.10　 林業会法公布･

3.31　 林政統一．（旧内地国有林･

御料林を農林省所管とする，北海道

国有林は5.1 農林省に移管) 3.31 国

有林野事業特別会計法公布.

4.1　 林野局設置．（山林局を改組

し，農林省の外局とする）

9.13　 カスリ ーン台風来襲. （～

9.15, 利根川本流決壊し，関東地方

大水害．＊山林の乱伐が被害 を大 き

くした原因といわれる）

11.25　 国民たすけあい共同募金

（赤い羽根）始まる.（～12.25)

○　大日本山林会主催の第11 回愛林日記念植樹, 東京

都南多摩郡由木村で実施.( ＊戦前の最後となる,昭和20，

昭和21 は中央行事中止) →昭和22.4.4復活

10.23　 北海道庁 ，愛林樹栽週間を設定．(毎年4.20

からと10.20 からの各１週間，各種行事を実施)

1.-　｢森林愛護連盟｣結成.3.24発足.(戦後の荒廃した

国土の緑化を官民一体で推進を目的に，大日本山林会･

日本林業会(のちの日本林業協会)・日本治山治水協会･帝

国森林会･興林会･林友会の６団体が提唱して結成，全

森連･全苗連など22 団体参加，会長徳川宗敬貴族院副議

長, 森林愛護思想の普及昂揚･森林愛護運動の実施･功労

者の表彰などを行う) →昭25.1.30発展的解消

4. 4　森林愛護連盟主催の復活第１回愛林日行事(植

樹祭)，東京･高尾の旧帝室林野局林業試験場( 現森林総

合研究所多摩森林科学園)に 皇太子殿下･ ＧＨＱヒッキ

ー林業部長ら・日木側120 人参加して挙行.

8.21　 第１回全国山林復興大会(国土緑化全国山林種

苗大会) ，北海道登別で開催．(緑化週間の設定を提唱)

→昭23 から全苗連･治山治水協会･全森連3 団体共催と

なり，各県持回りで，第10回(昭33)まで開催.

11. 1　天皇陛下, 富山県婦負郡細入村楡原寮(戦災者

施設) ご慰問の途次，高山線の線路脇に杉苗3 本をお手

植え．(戦後正式に木をお手植えになった最初．　＊お手

植え木が枯れたりすると往々管理責任を問われる人が出

ることがお耳に入り，昭和の初めごろからお手植えはあ



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1948

(昭和23)

1949

(昭和24)

1950

(昭和25)

9.15　アイオン台風.( ～9.17, 関

東･甲信越･東北に甚大な被害)

12.3　 第1 次治山事業5 箇年計画

作成.

○　参議院，｢国土保全に関する決

議｣を採択.

4. 1　日本林業協会設立.

5.21　衆院本会議，｢挙国造林に関

する決議｣を採択.

6. 1　林野庁設置.(林野局を改称)

8.31　 キテイ台風(～9.1).

1.1　 木材統制全面撤廃･

5. 4　造林臨時措置法公布･

9. 3　ジェーン台風(～9.4). 9.13

キジァ台風(～9.15).

とを絶っていた)

1 .-　長野県緑化連盟設立．(昭24から緑化運動を県民

運動として展開)

3.28　 緑十字運動日本青年植樹団結成 ．(東大林学講

堂で ，津村卓郎提唱の｢緑十字運動｣の1 つ ，学生による

集団植樹など，団員500 人，築地に事務所)　4.16 日比

谷公会堂で大集会.

4.1　｢ 緑の週間｣ が復活する. (4.1 ～4.7, 森林愛護

連盟主唱･全日本観光連盟協賛, 第１日学校緑の日，第２

日家庭緑の日，第３日街の緑の日，第４日愛林日，第５

日職場緑の日 ，第６日交通緑の日，第７日緑愛育の日)

4. 1　逓信省，初の｢全国緑化運動｣の記念切手( 緑の

樹木の図柄･１円20 銭) 279 万枚発行.

4.4　 森林愛護連盟･全日本観光連盟･東京都林業会主

催の復活第２回目の植樹祭, 東京都青梅町永山公園( 明

神平) で開催．(農林･運輸･文部･厚生省など後援 ，初め

て天皇皇后両陛下御出席，以後恒例)

4.-　岐阜県が，県独自で，緑の羽根を作成･配布.

1.22　文部･農林両事務次官から知事･営林局長あてに

｢学校植林運動要項｣を通達．(第１次学校植林５ヵ年計

画，分収方式による学校造林を推進，昭24 ～昭28 年度

の５ヵ年間に新制高･中5,000校で年平均1 万町歩, 計５

万町歩を目標)

4.1　 逓信省，国土緑化運動の記念切手( 白と緑の樹

木の図柄･５円)300万枚発行.

4.6　森林愛護連盟･全日本観光連盟主催の植樹祭，

神奈川県箱根仙石原に開催．(参加5,000 人，米軍人と

家族も多数参加, 天皇皇后両陛下, ヒノキ苗をお手植え)

7.30　 林業団体連絡懇談会(林団懇)発足．(林団懇の

席上, 国民運動として強力な緑化運動の展開の必要性が

強調される)

1.30　｢ 国土緑化推進委員会｣ 結成式．( 参院議員会

館で開 催，従来の森林愛護運動を継承 ，より幅広い国

民 運動 とするため結成 ，英名:The National Land

Afforestation Promotion Committee, 初代委員長幣原喜



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1951

㈲ 和26 ）

11.22　 琉球列島米国軍政本部,「愛

林週間設置に関する特別布告」.

(1951.2.18～2.25を愛林週間に設定）

5.28　 衆院本会議 ，「国土緑化推

進に関する決議」採択.5.30参院本会議

でも同文採択．（政府は，挙国造林推

進の具体策を次期国会に報告するよ

う決議）　10.26 政府，「国土緑化推

進に関する決議に対する報告」を閣議

決定．（改正森林法の適正運用で対処

重郎衆院議長,事務所を衆院内(日本林業協会内)におく，

職員は数名で日本林業協会の職員が兼務, 以後, 国土緑

化運動の中核的機関となる．＊｢緑化｣という用語，この

ころから使われ始め，急速に普及定着)

4.1　 初の｢緑の羽根募金運動｣始まる.( ～4.20, 募金

運動を通じて国民の国土緑化に対する理解と認識を高

めるため, 都道府県緑化推進委員会等を中心に実施( 以

後毎年春に実施), 天皇陛下より御下賜金を受ける( 以後

毎年)．募金実績＝20 都府県で実施，計2,211万4 千円.

＊｢緑の羽根｣は緑十字運動提唱者津村卓郎(京大工学部

出身)の着想による)

4.4　 愛林日，植樹行事並びに国土緑化大会を，甲府

市片山恩賜林で,天皇皇后両陛下をお迎えし開催．(テー

マ｢荒廃地造林｣ ，樹種ヒノキ，当日は新宿―甲府間に

「緑の列車｣を運行．＊この年を第１回植樹行事並びに

国土緑化大会と数える(全国植樹祭の前身))

5.10　初の愛鳥週間(バードウィーク）.(～5.16,愛鳥

運動を展開)

9.14　初の全日本学校植林コンクール表彰式.(全国学

校数の約15％ 5,252校がコンクールに参加，参加生徒総

数125 万2,582 人, 入選は小中各10 校, 高校５校, 都道府

県４，協力者12 人３団体, 読売新聞本社で行う，国土緑

推委･読売･西日本･中部日本各新聞社主催, 文部省･農林

省後援．これを第１回として以後毎年実施) →昭32 全日

本学校環境緑化コンクール発足→昭44 全日本学校造

林 一環境緑化コンクールと改称→昭55 全日本学校林活

動･環境緑化コンクールと改称.

11.25　 国土緑推常任委員会,来年度から学校生徒児童

の緑化運動ポスター･標語のコンクール実施を申合わせ.

(学校長は３点 ，都道府県はこのうち５点の優秀作を選

び,国土緑推は昭和26.2 結果発表する,文部大臣賞･ 農林

大臣賞授与，優秀作は緑化運動用ポスターとして印刷)

2.7　 国土緑化推進委員会，初の全国高･中･小学校か

ら募集した｢国土緑化運動ポスター及び標語｣の審査結果

発表．(ポスターは223 点中１等静岡県榛原郡白羽中３

年高塚傳，標語は160点中１等｢緑の山から平和の光｣北

海道八雲町野田生中１年稲垣幸子) 3.17 全国募集国土

緑化ポスター展覧会を開催．(東京･三越木店で, ～3.23,

国土緑推委主催，作品223 点を展示)



年 一般・国土緑化政策等 国 土 緑 化 の 運動

す る な ど)

6.26　 改 正 森 林 法 公 布 ．( 明 治40

年 法 を 廃 止 ，森 林 計 画 制 度 を 新 設)

8.24　 第26 回 林 業 団 体 連 絡 懇 談

会,「講和記念植樹運動｣(１人１本植

樹実践運動)決議.

9.14　 講 和 全 権 団 帰 国 ，徳 川 宗 敬

全 権 ， 米 国 サ ン フ ラ ン シ ス コ よ り ビ

ッ グ ト リ ー( 世 界 樹 ＝ セ コ イ ヤ の １

種) の 種 子 １ 包 約1 万 粒 を持 ち 帰 る･

10.13　ルース台風(～10.15,東

北 地 方 以 西 に 風 水 害) ．

2.18　 琉 球 で 第 １ 回 愛 林 週 間 実 施.（空 か ら「愛 林 ビ ラ」

を 大 量 に まく な ど) 　2.19 琉 球 郵 便 切 手 （植 林 記 念 と 蔡

温 の 記 念 切 手= 松 の 木 と う ろ こ 模 様 ，「 蔡 温 」と「植 林 記

念」の 文 字 の 図 柄 ，３ 円 ）50 万 枚 発 行.

3. 8　 国 土 緑 推 委 ，「学 園 緑 化 の 集 い 」を 東 京･ 読 売 ホ

ール で 開 催 ．（ 都 内 の 高 校生 千 数 百 人 参 加 ，音 楽 と 映 画

鑑賞 ）

4.4　 愛 林 日 ，第 ２ 回 植 樹 行 事 並 び に 国 土 緑 化 大 会 を，

群 馬 県 勢 多郡 富 士 見 村 赤 城 山 麓 で 開 催. (2,500 人 参 加 ，

東 京 か ら「緑 の 列 車 」運 行 ，天 皇 ，伊 能 知 事 に 対 し「こ の

よ う な 高 地 で 海 岸 か ら離 れ た土 地 に ど う し て 黒 松 が 育 つ

の か」とご 質 問 ，群 馬 県 ，赤 城 山 と黒 松 生 育 の 関 係 につ

い て 科 学 的 調 査 に着 手 ）

9.7　 国 土 緑 推 委, 講和 記 念 植 樹 運 動 実 施 要 綱 を 定 め

る ．（ ９ 月 か ら 開 始 ，全 国 民 １人 １ 本以 上 記 念 植 樹 を 目

標 ）

10.11　 国 土 緑 推 委 ，春 の 緑 の羽 根 募 金 で ，東 京 都 江

東 区 の 街 路 に プ ラ タ ナ ス を植 樹 実 施.

11. 1　 国 土 緑 推 委 の提 唱 に よ り ，国 会 正 門 前 で 講 和

記念植樹式.（吉田首相ら６全権,衆参両院議長ら出席，

正 門 両 側 の 芝 生 に ク ス ノ キ左 右 ５ 本 ずつ を植 栽 ）

11.  8　 国土 緑 推 委 と 林 野 庁 ，「講 和 記 念 植樹 と映 画 の

集い」を東京･読売ホールで開催.

11.24　 熊 本 県 ，講 和 記 念 に ，阿 蘇 一 帯 の １ 戸 １ 木 植

樹運動展開.

12. 8　 国 土 緑 推 委 が 全 国 募 集 し て い た国 土 緑 化 歌 謡

曲 （緑 化 の 歌 ） 及 び 童 謡 の 入 選 作 決 定 ．（ 歌 謡 曲 は 応 募

1,170 点 中 か ら 鳥 取 県 東 伯郡 北 条 砂 丘「 緑 か ら緑 か ら」，

童 謡 は 応 募109 点 中か ら熊 本県 宇土 郡 鶴 城 中学 ２年 川 崎

敏 子「み ど り の国 」入 選 ，歌 謡 曲 は西 条 八 十 補 作･ 古 関 裕

而 作 曲 ，岡 本 敦 郎･ 安 西愛 子 歌 ，童 謡 は海 沼 実 作 曲 ，川

田 孝 子 ゆり か ご 会 歌 で ，コ ロ ン ビ ア で レ コ ード 化 ）

○　 都道 府 県 緑 化 推 進 委 員 会 の 結 成 を 促 進 ．

〇　緑の羽根募金運動要綱を制定.

○　 緑化 功 労 者 を顕 彰 （ ５氏 ）

○　 クリ スマ スツリ ー 及び 門 松 の 自 粛 を提 唱 ．

1952

(昭 和27)

4.28　対日平和条約(講和条約)・日

米 安 全 保 障 条 約 発 効. GHQ 廃 止･

12.23　 琉 球 政 府 資 源 局 長 か ら各 市

2.15　 首 都 緑 化 推 進 委 員 会 創 立 総 会 ．（小 石 川 後 楽 園

内涵徳亭で開催，会長安井誠一郎都知亊) 2.15首都緑

化 の「緑 の 羽 根 募 金 」開 始.



年 一般 一国土緑化政策等 国土緑化の運動

1953

( 昭和28)

1954

(昭和29)

町村長あて ，｢装飾用門松の廃止に

ついて｣通達.（正月門松全廃の徹底方

を依頼)

9. 1　町村合併促進法公布･

6.-　～9 月にかけ各地で豪雨災害

相次くへ 第16 回特別国会衆院本会議

｢治山治水恒久対策確立に関する決

議｣，参院木会議｢治山治水に関する決

議｣を採択･

10.16　 内閣の治山治水対策協議

会］ 治山治水基本対策要綱｣を決定･

5.1　 保安林整備臨時措置法公布.

(国が民有保安林を買入れ)

5.14　 林野庁 ，民有林適地適木調

査事業実施要領を制定．(民有林での

2.16　国土緑化推進委員会, 一般公募による緑化の歌

｢緑から緑から｣及び童謡｢みどりの国｣発表会を農林省ホ

ール(有楽町中農ビル６階)で開催．← 昭26.12.8

3.20　 日本専売公社 ，講和記念植樹たばこ｢光｣3,000

万本を全国13 大都市で発売.

4. 2　東京都･首都緑推共催の｢山の植樹祭｣ ，南多摩

郡多摩村の聖蹟桜ヶ丘で開催,サクラ樹2,000本を植栽.

4. 3 ｢ 森林の講演と映画の会｣を東京神田･共立講堂

で開催,新東宝映画『森林泥棒』を上映.(『森林泥棒』は，

改正森林法の趣旨と要点, 愛林緑化思想の普及の目的で

林野庁が指導した長編劇映画, 全国一般映画館にも配給･

上映)

4.4　 第3 回植樹行事並びに国土緑化大会，静岡県函

南村十国峠で開催.（テーマ入会原野造林,樹種ヒノキ，

4,000人参加)

11. 8　 国土緑化推進委員会 ，全国募集した｢緑の羽

根の歌｣の入選作決定.( 応募668 点中,歌謡曲｢緑の羽根｣

大分市高橋進一郎入選)　 昭和28.3.11 日比谷公会堂で

｢緑の羽根]の歌の発表会.

○　学校植林，青年団植林運動を促進．

〇　都道府県緑化推進委員会，全都道府県に結成さ

れる.

3.11　緑化ポスター展と,一般公募による｢緑の羽根｣

｢みどりのお友だち｣の発表会と講演会を,日比谷公会堂

で開催.

4. 4　第４回植樹行事並びに国土緑化大会，千葉県君

津郡富津町の西下洲原で開催．(テーマ海岸砂地造林 ，

樹種クロマツ,当日,東京－青堀駅間に｢緑の列車｣運行，

この回から，天皇陛下から御製(和歌)を賜り ，県が現地

に｢御製碑｣を建立 ，以後恒例)

○　国土緑化運動指導要領を制定.

○　国土緑化運動ポスター原画募集要領を制定.

○　緑の羽根募金，1億円を突破する.

3.31　文部･農林両事務次官から知事あて，学校にお

ける緑化活動実施要綱･要領を制定，通達.（①学校造林

のほか,学校における環境緑化を加える,②私立の小中高

校をも国有林･公有林部分林契約の対象とする,③１校当



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1955

(昭和30)

1956

(昭和31)

土壌調査･土壌図作成に国庫補助開

始)

9.26　台風15 号(洞爺丸台風),北海

道国有林に３万町歩, 5,000万石に及

ぶ風倒木発生.

○　この年度の人工造林面積43 万

ha( 民 有林39 万ha･ 国有林４万ha)

で，年間造林面積のピーク.

4.1　 林野庁, 4.1付『官報附録』に

｢特集･国土緑化と治山治水－森林資

源の危機と林業対策－｣を掲載.

4.1　 林野庁指導部造林課を，造

林保護課と改称.

4.20　都市公園法公布.

4.27　森林開発公団法公布.

12.18　 国連総会，日本の国連加盟

たりの保有面積目標は, 高校30ha･ 中学20ha･ 小学15ha,

④第２次学校植林5 ヵ年計画樹立(全国で毎年１万ha 植

林を目標))

4. 6　第５回植樹行事並びに国土緑化大会, 神戸市垂

水区多聞町小束山で開催．(テーマせき悪林地改良 ，樹

種クロマツ)

4.30　NHK･ 観光連盟主催，国土緑化推進委員会後

援の｢郷土の花(県の花)｣ 決まる．(北海道すずらん，岩

手県きり，東京都そめいよしの，鹿児島県みやまきりし

まなど，各都道府県ごとに定める)

7.15　 国土緑化推進委員会，｢新市町村建設記念造林

運動｣ を提唱．(合併市町村によびかけ)

8.31　国土緑化推進委員会，全国募集中の｢緑化運動

マーク｣の入選作決定．(応募410 点中，福岡県山口正夫

入選) →昭和30.1芸術大学小池岩太郎教授の意匠を加え

｢バッジ｣製作，また，｢緑化推進委員会旗｣を決める.

11.12　国土緑化推進委員会,主婦連合会(主婦連)・全

国知事会など関係団体と参院議員会館で会合 ，クリスマ

スツリー及び門松の使用自粛運動実施要綱を定め，自粛

運動の展開を決定.（森林資源の濫費･山林の荒廃防止を

目的 ，昭和29.12以降，全国市町村を運動主体とし，門松

カード，竹など代替物使用を指導)

○　(このころ)｢育て森よ｣｢われら森のパトロール｣で

きる．(作詞江間章子，作曲団伊久磨 ，歌･坂本九と杉並

児童合唱団) →昭49.4.10

4.6　 第6 回植樹行事並びに国土緑化大会，宮城県黒

川郡大衡村平林山で開催.(テーマ林種転換拡大造林，

樹種アカマツ, 6,000 人参加，大会に｢緑化推進委員会旗

(緑推旗)｣が初めて国旗, 県旗と合 わせて掲揚される(三

旗掲揚) ，以後恒例)

5.24　国土緑化推進委員会,｢植栽樹手入運動｣を提唱.

(植栽後の手入れの重要性を強調)

2.18　琉球郵便で ，愛林週間記念の切手(図案化され

た森林の図柄，４円)20万枚発行.

4.7　 第7 回植樹行事並びに国土緑化大会 ，山口県防

府市矢筈山で開催．(テーマ荒廃公有林造成 ，樹種アカ

マツ)



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1957

(昭和32)

1958

(昭和33)

1959

(昭和34)

を決定.

○　昭和31 年度，戦中戦後の過伐

に伴う造林未済地が解消.（以後，拡

大造林に向かう）

8.-　帯広営林局，根釧原野の一画

にパイロット･フォレ ストを設定，造

林を開始.

4. 1　国有林生産力増強計画実施.

4.15　分収造林特別措置法公布.

2.-　林野庁長官から知事あて，「皇

太子殿下御結婚記念造林運動の実施

について」通達.　3.11　林野庁長官か

ら営林局長あて同件通達．（記念造林

の部分林は１件30ha 以下，分収割合

は国３民 ７を標準とする）

4.10　 皇太子殿下結婚式挙行.

6.22 ( 社）対馬林業公社設立．（わ

が国初の林業公社）

5. 1　林野庁,『官報(第8801号附録)』で｢学校植林-育

林と青少年(上)｣を発表.(学校植林の歴史･効果･現状)

5.15『官報(第8811 号附録)』で｢同(下)｣ を発表.( 青少年

の林業グループは, 林業青年隊･林業４Ｈクラブなど昭和

30年459団体4万0,557人，そのうち神奈川県愛林青少年

訓練所･岐阜県緑化促進青年隊･島根県林業開発青年隊の

活動を紹介)

12.13　 次官会議申合せ｢門松，クリスマス･ツリーの

自粛について｣.(自粛の習慣をつけるように指導し,竹･門

松カード等の代替物使用を勧奨する．＊林野庁調査で ，

昭和30 年度実績，門松1,226万戸･3,182万本，クリスマ

ス･ツリー30 万本)

1.25　国土緑化推進委員会,「国連加盟記念植林運動｣

提唱を決定.

3.14　 皇居外苑で,国連加盟記念植樹行事を挙行.(国

土緑推･首都緑推・日本国連協会共催，三権の長ら参加，

ケヤキの苗木3 木を植樹)

4. 7　第8 回植樹行事並びに国土緑化大会 ，岐阜県揖

斐郡谷汲村村有林で開催．(テーマ公有林復興, 学校林･

青年団林育成 ，樹種スギ)

3.-　国土緑推委，｢豊作感謝林の造成実施要綱｣を制

定.(3 年連続の豊作の増収分を農協等が仲介して資金と

し，農と林の提携による分収造林を実施)

4. 8　第９回植樹行事並びに国土緑化大会，大分県別

府市鶴見岳山麓の志高湖畔で開催．( テーマ原野造林，

樹種スギ)

1.29　 国土緑化推進委員会 ，｢皇太子殿下御結婚記念

植樹運動｣を提唱.

4. 1　国土緑推委, 国土緑化運動10 周年記念行事とし

て，｢緑化運動10周年緑化の集い」を，日比谷公会堂で

開催.

4.3　国土緑化運動10周年記念はがき発売.（５万枚，

全国発売 ３日で売切れ)　4.5 同記念たばこ｢いこい｣発

売(500 万本，埼玉県下で発売)

4.4　 第10 回植樹行亊並びに国土緑化大会，埼玉県



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1960

(昭和35)

1961

9.26　伊勢湾台風，（名古屋南部の

流木被害激甚)

3.31　治山治水緊急措置法公布.

(治山事業10 箇年計画策定へ)

8.27 琉球林業協会設立総会．(緑

の羽根募金運動など)　10.21 社団

法人設立認可.

10.26　 農林漁業基本問題調査会，

｢林業 の基本問題 と基本対策｣ を答

申.

4.28　森林開発公団法改正公布．

大里郡寄居町金尾山で開催．(テーマ林種転換，樹種ヒ

ノキ)

4.30　琉球郵便で, 全琉緑化推進運動の記念切手( 図

案化された森林の図柄，３セント) 110万枚発行.

5.7　 皇太子殿下御結婚記念造林及び国土緑化10 周

年記念造林を,高尾の林業試験場浅川実験林で実施.( 三

浦農相ら，記念植樹)

11.2　緑化運動10周年にあたり，緑化功労者89人

に感謝状贈呈式(農林省講堂).

○　緑化運動10 周年記念事業の一環として, 植栽樹手

入れ運動を推進.

1.28　 国土緑推委第10 回総会並びに都道府県緑化推

進委員長合同会議(於衆院第一議員会館)，全国の緑を愛

し育てようとする青少年の自主的組織｢グリーン･スカウ

ト｣結成提唱を決議.(グリーン･スカウト要綱,実施要領等

を定める．＊①この提唱に基づき福岡県(→昭和37.3.1)･

奈良県においてグリーン･スカウト結成,②その後ボーイ

スカウト連盟から｢スカウト｣の言葉は使用しないように

との注意があり，運動化頓挫 ，③｢緑の少年団｣ の名称は

昭和44 年から使用)

2.29　文部･農林両事務次官から知事･都道府県教育委

員会あて,「学校における緑化活動について｣通達.（｢学

校植林実施要項」「学校環境緑化実施要項｣を制定,併せ

て学校植林の学校緑化･環境緑化コンクール実施要領を

定める，小中高校を対象)

3.18　国土緑推委 ，国土緑化の歌を一般公募し，入選

作｢ みどりのうた｣( 長野市･高橋清)，童謡｢子どもの木｣

(銚子市･浅川忠倫)を発表.

5.10　 第11 回植樹行事並びに国土緑化大会 ，山形県

上山市蔵王山麓大森山で開催．(テーマ積雪寒冷地林種

転換拡大造林，樹種シラハタマツ)

8.25　 第17 回オリンピック・ローマ大会開会．(国土

緑推委,イタリア政府に,スギ･ヒノキ･マツの種子各1kg

を寄贈)

○　皇太子･妃両殿下, 林業試験場浅川実験林で植樹．

〇　緑の羽根募金は，１億円を突破する.

3.15　沖縄で第１回緑の羽根募金運動実施.( ～4.15,



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

(昭和36)

1962

(昭和37)

1963

(昭和38)

( 水源林造成を事業種目に追加，公

団造林開始 ，官行造林を継承)

5.19　 公有林野等官行造林法を廃

止する法律公布．

4.4　森林法改正．(普通林の伐

採許可制を廃止し届出制に改める ，

保安林の指定施業要件制度を定める)

○　この年度の民有林の拡大造林

面積，24万haでピーク.

6.23　 オリンピック国民 運動推進

協議会 ，総理府で第１回会合．(東京

オリンピック成功を目指す官民の機

関,「オリンピック国民運動推進要綱｣

を決定，記念植樹･環境緑化など，運

動の重点に加えられる)

9.-　林野庁,各都道府県ごとに｢県

獣」「県鳥｣を制定することを決定．

琉球林業協会が中心に取組み ，目標額6,000 ドル，募金

実績1万1,019ドル，達成率183％)

5.1　 琉球で第11 回軍官民合同植樹祭( 首里･弁ケ岳.

＊以後も恒例) 5.1 全琉緑化運動の記念切手(図案化さ

れた大木の図柄，３セント)30万枚発行.

5.24　 第12 回植樹行事並びに国土緑化大会 ，北海道

苫小牧市支笏湖畔で開催．(テーマ積雪地帯の拡大造林

と屋敷林の造林，樹種アカエゾマツ)

9. 5　国土緑化推進委員会，事務所を衆院構内から，

国会前に新築の国立国会図書館５階に移転( 日本林業協

会と同室)．

○｢学校植林･環境緑化コンクール実施要領｣を改正･

(学校植林コンクールは日本放送協会が共催)

○｢植栽樹手入運動方針及び実施要領｣を制定.

3,1　 福岡県で｢久留米市高良内小学校グリーン･スカ

ウト｣結成．(＊全国に先駆けての結成といわれる)

4.21　 第13 回植樹行事並びに国土緑化大会，福井県

丸岡町女形谷で開催.(テーマ湿雪地帯の拡大造林と森林

生産力の増大 ，樹種アカマツ)

5.10　琉球で，初の｢野鳥愛護週間｣.( ～5.16, 琉球

政府経済局が主唱)

6.12　琉球政府,全琉緑化推進運動本部設置規則公布.

(1959 訓令22( 同件)は廃止)

○　文化の森建設を提唱．

○　国土緑化献木基金にあてるため,マンガ似顔絵会を

開く.

○　衆院議長公邸の落成を記念して植樹.

3.25　琉球郵便で，全琉緑化推進運動の記念切手(図

案化された並木と森，３セント)35万枚発行.

4.16　森林開発公団主催の第１回植樹祭，山梨県都留

市で開催.

5.20　 第14 回植樹行事並びに国土緑化大会，青森県

東津軽郡平内町小湊夜越山で開催．(テーマ粗放林野の

拡大造林と生産力増強に基づく住民の所得の向上 ，樹種

アカマツ)

6.24　 国土緑推委，｢オリンピック協力緑化運動推進

要綱｣決定．(競技場や選手村に植樹，選手団と木の種子



年 一 般 一国 土 緑 化 政 策 等 国 土 緑 化 の 運 動

1964

(昭 和39)

1965

(昭 和40)

7.9　 林 業 基 本 法 公布･

10.10　 第18 回 オリ ン ピ ッ ク･ 東 京

大会 開 会. （ ～10.24)

10. 1　 林 野 庁 ，「国 土 緑 化 運 動 推

進費 補 助 金 交 付 要 綱」制定 ．（初 めて ，

国 土 緑 化 推 進 委 員 会 に 対 し 国 庫 補 助

金200 万 円 が 交 付 さ れ る ）

の 交 換 な ど) 7.3 オ リ ン ピ ッ ク 協 力 緑 化 実 行 委 員 会( 国

土 緑 推委) ひ らく ，

○　オリンピックマークと緑の羽根を組合せた図案のバッ

ジ｣ を 製 作, オリ ン ピ ッ ク 協 力 緑 化 バ ッジ 募 金 を 実 施.( ～

昭 和39 年 も 実 施)

5.13　 第15 回 植 樹 行 事 並 び に 国 土 緑 化 大 会 ，長 野 県

茅 野 市 白 樺 湖畔 八 子 ケ峰 で 開 催 ．( テ ー マ 入 会 林 野 の 造

林 推 進 ，樹 種 カ ラ マ ツ)

7.31　村上龍太郎没,（72歳，国土緑推委常任委員長，

元 山 林 局 長)

10.14　 オ リ ン ピ ッ ク協 力 緑 化 事 業 の1 つ と して 国 土

緑 推 委 が提 唱 し て 集 め た｢ 緑 化 バ ッ ジ募 金｣600 万 円 に よ

り ，東 京 都 が オ リ ンピ ッ ク駐 車 場 の 明 治 公 園 に ヒ マ ラ ヤ

ス ギ･ ス ギ な ど を 植 樹 し ，そ の 献 木贈 呈式 ．( 衆 院 議 長 公

邸 で ， 船田 委 員 長 か ら東 都 知 事 に贈 呈)

10.16　 国 土 緑 推 委 ，オ リ ンピ ッ ク参 加 の93 力国 全 選

手 団 に ，樹 木 種 子 を贈 呈 ．( 日 本 か ら ，櫻 を染 め た絹 の

風 呂 敷 に包 ん だ ス ギ･ ア カ マ ツ･ カ ラマ ツ・ト ド マ ツ･ ク

ス・ミヤ ギ ノハ ギ･ イチ ョ ウ の 種 子 を贈 呈 ，アフ ガニ ス タ

ン など44 力 国 が 約270 種 の種 子 を 日 本 に 持 参･ 交 換 ．＊ 同

委 員会 が 各地 の 林 木 育 種 場 等 に 委 託 し て 育 苗 ，12万 本 に

達 し，う ち3,900 本 を代 々 木 の 選 手 村 跡 に｢ オ リ ンピ ッ ク

記 念 の 森｣ と し て 植 栽)

○　 緑 化 運 動15 年 記 念 造 林 を 推 進 ．

○　国土緑化推進委員会常任委員長に徳川宗敬氏を

選 出 ．

○　緑の羽根募金は，１億7,000万円となる.

3.1 『国 土 緑 化 運 動 十 五 年 』刊 ．( 国 土 緑 化 推 進 委 員

会 発 行 ，Ｂ ５ 判, 286 頁,  1,200 円)

5. 9　 第16 回 植 樹 行 亊 並 び に 国 土 緑 化 大 会 ，鳥 取 県

西 伯郡 大 山 町 上 槇原 で 開 催.( テ ーマ 林 種 転 換 に よ る拡 大

造 林 ， 樹種 ダ イ セ ン マ ツ)

5. 9　 郵 政 省 ，国 土 緑 化 運 動 に ち な み ，10 円 郵 便切 手

発 行 ．( 樹 木 と 陽 光 の 意 匠,  2,400 万 枚 ． ＊ 切 手 発 行 は

昭 和24 年 以 来15 年 ぶ り)

○　 国 土 緑 化 運 動15 年 記 念 造 林 を推 進 ．

○　オリンピック記念｢若人の森｣建設運動を推進,記念



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1966

(昭和41)

1967

(昭和42)

6.30　首都圏近郊緑地保全法公布･

7.7　 林野庁 ，｢国土緑化運動推進

事業実施要領｣ 制定(41 林野造第846

号)．→昭和42.9.30全改

5.23　林野庁 ，団地造林事業実施

要綱を通達．(団地造林事業を創設,３

ヵ年で20ha 以上まとめて行う拡大造

林を補助上優遇)

8.3　公害対策基本法公布.

9.30　 林野庁，｢国土緑化運動推進

事業実施要領｣制定(42 林野造第1182

号)．( 昭和41.7.7林野造846 を全改 ，

国土緑推委に対する国庫補助対象事

業として，①植樹行事推進事業( 全国

植樹祭) ，②緑化強調期間運動推進事

業(ブロック会議開催･季刊誌発行･緑化

ポスターによる啓蒙宣伝･緑化ポスター

の募集と表彰)，③学校植林推進事業

(全国コンクール)を規定)

10.11　 林野庁から知事あて ，｢明

治百年記念造林運動の実施について｣

通達バ助成上, ①記念造林として行う

拡大造林は補助率アップ( 査定係数の

特認加算20 又は40)  , ②市町村有林

造林も補助対象 ，また，記念部分林の

設定，造林技術指導に配慮方指示)

植樹を行う．

○　都市緑化運動を推進.

3.26　 国土緑推委の広報･機関誌『国土緑化運動』創

刊. (B5 判，表紙とも12 頁 ，季刊）

4.17　 第17 回植樹行事並びに国土緑化大会 ，愛媛県

温泉郡久谷村大久保で開催．（テーマ精英樹による拡大造

林, 樹種ヒノキ･スギ, 緑化運動の先覚者故村上龍太郎（愛

媛県出身）の功績顕彰が併せて行われる）

12.13　 国土緑推委・毎日新聞社提唱 ，関係各省後援･

協力により,「県の木」制定.（国土緑推委,『県の木と緑

化運動』(B6,  245 頁）発行）

○　鳥獣保護連盟の申し入れにより,国土緑化運動に，

有益野生鳥獣保護運動を含める.

○　国土緑化運動記念碑の建設及び故村上龍太郎氏の

顕彰を決める.

2.7　 国土緑推委第18 回総会，「明治百年記念緑化運

動の大綱」決定．（記念造林及び記念森林公園の建設を推

進 ，公害防止と都市に緑をの意識高揚を図る）

4.9　 第18 回植樹行事並びに国土緑化大会，岡山市

金山で開催．（テーマ拡大造林と環境緑化，樹種アカマ

ツ）

8. 2 ( 社）国土緑化推進委員会設立総会．（永田町の

全国町村会館大会議室で開催，昭和25.1.30 結成の旧組

織は解散 ，会長石井光次郎衆院議長，理事長徳川宗敬）

9.21設立許可（農林省）.

8. 2　社団法人国土緑化推進委員会事業運営要綱（全

文５章10条）．→昭44.7.24一部改正.

9.7　国土緑推委，「緑の羽根」募金運動要綱を制定.

12.9　 国土緑推委 ，事務所を ，国立国会図書館から，

砂防会館（千代田区平河町2-7) 2階に移転.

12.-　国土緑推委，「明治百年記念国土緑化推進事業

委託要領」を制定．（国庫補助事業 ，国土緑推委が都道府

県緑推に委託して行う記念植樹･緑化展示会･緑化広報の

３事業 ，昭和43 年度までの２ヵ年間の事業 ，昭和42 年

度は四国･九州11 県に限定実施）



年 一 般 一国 土 緑 化 政 策 等 国 土 緑 化 の 運 動

1968

(昭 和43)

1969

12.11　 明 治 百 年 記 念 事 業 と し て ，

｢明 治 の 森 国 定 公 園( 高 尾･ 箕 面)｣ 指

定.

5.1　森林法改正公布，（森林施業

計 画 制 度 を 創 設)

5.19　 郵 政 省 、 国 土 緑 化 大 会 記 念

特殊 は が き200 万 枚 を発 行5.18 ～

5.24 まで 全 国 主 要 郵 便 局 に 国 土 緑 化

のマ ー クと 明 治 百 年 記 念 の シンボ ル マ

ークを表 した記 念 スタンプ を備 え押印 の

求 め に応 じ る.　5.19 日 本 専 売 公社 ，

｢緑化 運 動記 念 た ばこ｣ ハ イライトを, 秋

田 県 下 を 中 心 に発 売.

10.23　 明 治 百 年 記 念 式 典 ．( 日本

武 道 館 ，天 皇 皇 后 両 陛 下 ご 出 席 ，参

加1万人.＊国の３大記念事業は，「国

土緑化｣｢青年の舟｣｢明治百年史｣)

5.21　 林 野 庁 か ら 国 土 緑 推 委 理 事

1.-　国土緑推委，『明治百年記念国土緑化運動のしお

り 』10 万 部 作 成 ，全 国 都 道 府 県 に 配 布･

2.15　 機 関 誌『国 土 緑 化 運 動 』(昭41.3.26 創 刊) を，『国

土 緑 化 』と改 題( 第 ３巻 第 １号 ＝ 冬 季 号).

3.-　国土緑推委,代々木選手村跡(森林公園予定地内)

に ，｢オリ ン ピ ッ ク 記念 の 森｣ を 造 成.( 東 京 オリンピック で

参 加 各 国 から寄 贈 を受 け た種 子 を 養 苗し たうち, 欧 州 クロ

ハ ンノキ ほ か18 樹 種1,118 本 を 植 栽 ，面 積0.3ha, 建 設 費

39万6,000円は全額国費，都が維持管理，＊残り10万本

余 は 各 地 方 の 市 町 村･ 学 校 等 に 配 布 し 記 念 植 樹)

4.3　 国 土 緑 推 委 と 全 国 知 事 会 ，明 治 百 年 記念 事業 の

一 環 と し て ， 皇 居 東 御 苑 二 の 丸 庭 園 に｢ 都 道 府 県 の 木｣

を３本ずつ記念植樹･献木式.10月から公開．毎日新聞

社・朝日生命協賛．(｢県の木の森｣，昭和47.11,沖縄県

の 木 リ ュ ウ キ ュ ウ マ ツ を追 加 植 栽)

5.19　 第19 回 植 樹 行 事 並 び に 国 土 緑 化 大 会 ，秋 田 県

仙 北 郡 田 沢 湖 町田 沢 湖 畔 大 森 山 で 開 催.( テ ーマ 入 会 林 野

の 整 備 と 拡 大 造 林 の 推 進 ，樹 種 ス ギ ，参 加1 万5,000 人 ，

うち 小 中 学 生1,600 人 が 揃 って 参 加(｢ 緑の 少年 団｣ 提 唱( 昭

和44)･ 普 及 の 契 機 と な る), 天 皇 皇 后 両 陛 下 は, 十 勝 沖 地

震 で 北海 道･ 東 北 地 方 が 大被 害 の た め,救 援 物 資輸 送 に 支

障 を 来 さ な い よ う に と ，行 幸 啓 を 取 り 止 め ，皇 居 で 鉢

に 秋 田 杉 をお 手 植 え)

5.19　N H K テ レ ビ ，明 治 百 年 記 念 の １つ とし て ，国

土 緑 化 推 進 委 員 会 製 作･ 黛 敏 郎 作 曲 の 森 林 交 響 曲 一万 葉

集 に よ る交 声 曲｢ 杜｣ を 放 映 ．( 森 正 指 揮,  NHK 交 響

楽 団･ 東 京 混 声 合 唱 団 に よ る)　6.- レ コ ー ド 作 成( 東

芝･30cmステレオＬＰ盤，実費(200円)で頒布).

11.8　 国 土 緑 推 委 と 首 都 緑 推 委 ，東 京･ 渋 谷 の 代 々 木

公園(オリンピック選手村跡)に，「国土緑化運動記念碑」

を建立，除幕式．(幅3ｍ高さ1ｍ , 御影稲田石造り，

台石は直径9ｍ，工費260万円)

○　 学 校 植 林 状況 調 査 を 実 施.

3.20　 国 土 緑 推 委 ，前 橋 営 林 局 長 と｢ 明 治 百 年 記 念 部



年 一 般･ 国 土 緑 化 政 策等 国 土 緑 化 の 運 動

(昭 和44)

1970

(昭 和45)

長 あ て｢ 国 土 緑 化 運 動 推 進 事 業 実 施 要

領( 昭42.9.30 林 野 造1182)] 改 正 通 達.

(国 庫 補 助 事 業 と し て ， 森 林 愛 護 運

動 推 進 事 業 を 追 加)6.6 林 野 庁 か ら

知 事･ 営 林 局 長 あ て｢ 森 林 愛 護 事 業 に

対 す る 協 力 依 頼 につ い て｣ 通 達 ．( レ

ク リ エ ーシ ョ ン 人 口 の 著 増 で 高 山 植

物 の 盗 採･ 山 火 事 防 止 等 ，こ れ ま で

の｢ 植 え て 育 て る 緑 化｣ に 併 せ｢ 保 護

す る 緑 化｣ を 旨 と し て,( 社) 国 土 緑 推

委 を 推 進 母 体 と し 本 年 度 か ら 新 た に

森 林 愛 護 運 動 を実 施)

10.-　 建 設 省 ，｢ 都 市 緑 化 及 び 都 市

公 園 保 全 美 化 運 動 月 間｣ 設 定 ．( 昭

43.10 設 定 の｢ 都 市 公 園 保 全 美 化 運 動

月 間｣ を拡 充･ 改 称 ，都 市 緑 化 意 識 の

啓 発･ 昂 揚 を 図 る た め)

○　 秋 田 県 教 育 委 員 会･ 秋 田 県 青

少年交通対策室･秋田県林務部，｢緑の

少年 団｣ の 結 成 につ い て( 案) を, 国 土

緑 推 委 に 提 案 ． → 昭 和45 年 度 か ら 国

土 緑 推 委 として｢ 緑 の 少 年 団｣ の 結 成･

育 成 を 積 極 化 ．

○　外材依存率50％を超える.

3.14　 日 本 万 国 博 覧 会EXPO'

70，大阪千里丘陵で開会式.(～9.13

閉 幕 ，参 加77 力 国 ， 入 場 者6,422 万

人)

5.22　 改 正 林 業 種 苗 法 公 布 ．(昭 和

14 年 法 は 廃 止)

10.12　 林 野 庁 ，営 林 局 長 あ て｢ 自

然保 護 を 考 慮 し た 森 林 施 業 に つ い て｣

分 林 設 定｣ の 契 約 締 結 バ 栃 木 県 塩 谷郡 塩 原 町 の 北 山国 有

林122 林 班5.27ha, 国3: 造 林 者7 ，期 間 昭 和44 ～ 昭 和

95 年 の51 年 間)

5.26　 第20 回 植 樹 行 事 並 び に 国 土 保 全 大 会 ， 富 山 県

砺波 市 頼 成 の 森 で 開 催 ．( テ ー マ 低 質 広 葉 樹 の 高 度 利 用

と拡大造林の推進，樹種立山スキ･ボカスギ･マスヤスギ，

参 加1 万2,000 人 ， 初 め て｢ 天 皇 陛 下 お こ と ば｣ を直 接 賜

る( 以 後 恒 例), ま た, 初 めて 両 陛 下 お手 植 え に介 添 え( 中

学 生 男 女) の 補 助 制 を 設 け る)

5.26　 郵 政 省 ，国 土 緑 化 大会 記 念 特殊 は が き200 万 枚

発 行, また 国 土 緑 化 マ ー ク を 表 し た ス タ ン プ を全 国 主 要

郵 便 局 で 押印.　5.26 日 本 専 売 公 社 ，｢緑 化 運 動 記 念 た

ば こ｣ ハ イ ラ イ ト を 富 山 県 内 で 発売･

7.24　 国 土 緑 推 委 理 事 会 ，毎 年 開 催の｢ 植 樹 行 事 並 び

に 国 土 保 全 大 会｣ の 名 称 を ， 次 回( 第21 回) か ら｢ 全 国 植

樹 祭｣ と 改 称 す る こ と と し ，｢全 国 植 樹 祭 運 営 要 領｣ を 制

定 ．( 従 来 の 呼 称 が 余 り に も堅 く 国 民 に な じ み が 薄 い た

め)

10.-　国土緑推委，一般公募していた｢万国博記念国

土 緑 化 バ ッ ジ｣ の 入 選 作 決 定.( 最 優秀 作 品 は 東 京 都 台 東

区 松 が谷 森 谷 好 朗 氏, 東 京 芸 大 小 池 岩 太 郎 教 授 補 作 の バ

ッ ジ を作 成 ，都 道 府 県 緑 推 を通 じ 記 念 品 と して 活 用)

○　 国 土 緑 推 委 ，｢万 国 博 覧 会 記 念 国 土 緑化 運 動 推 進

要綱」を制定．(全国的に環境緑化を促進,万博会場内に

「日本の森｣を建設,全国各地に万博記念の森造成を推進，

万 博 参 加 国 と の 間 に 種 子 を 交 換, 緑 化 を 通 じ て 国 際 親 善

を推 進)

○　 都 道 府 県 の 木 を ，神 宮 に 献 木 ．

○　全日本学校植林コンクールは,育成管理コンクール

を加 え，｢全 日 木 学 校 造 林 コンクール･ 環 境 緑 化 コンクール｣

と 改 称 ．( 昭 和45.5.19 全 国 植 樹 祭 で の 表 彰 か ら適 用)

1.5　国土緑推委，前橋営林局長と｢明治百年記念部

分林設定｣の契約締結，（群馬県吾妻郡中之条町四万の四

万 国 有 林 ７ 林 班3.57ha, 国 ３ ：造 林 者 ７，昭 和45 ～ 昭 和

96 年 まで51 年 間)

2.5　 船 田 中 国 土 緑 推 委会 長 か ら井 出 一 太 郎 郵 政 大 臣

あて ，衆 参 国 会 議 員140 人 の 署名 を 添 え ，国 土 緑 化 運 動

の 記念 切 手 発 行 を 要 請 ． → 昭46.4.18 実 現.

3.13　 国 土 緑 推 委･ 全 国 知 事 会 な ど ，万 博 エ ク ス ポ ラ



年 一 般･ 国 土 緑 化 政 策 等 国 土 緑 化 の 運 動

1971

(昭和46）

通 達 ．（伐 採 方 法 の 選 択 等 施 業 上 の 配

慮 ，保 護 林･ 自然 休 養 林 の 積 極 的 指 定

な ど ）

7.1　環境庁設置．（鳥獣保護及

び 狩 猟 に 関 す る 法 律 の 権 限 を林 野 庁

か ら移 管 す る ）

7.30　 林 野 庁 ，間 伐 対 策 事業 実 施

要 領 を 制 定 ．

ンド傍らに，「日本の森｣を造成･開園式．(日本列島４つ

の 島 を形 ど っ た 台 地 に 各｢ 県 の 木｣ 計 約300 本 を植 栽 ，毎

日 新 聞 社 の 提 唱 を後 援)

4.24　 林 野 庁 な ど ，東 京･ 日 比 谷 公 園 で｢ 苗 木 配 布 会｣

を 実 施 ．( 林 野 庁･ 国 土 緑 推 委･ 首 都 緑 推 委 な ど 共 催 ，山

火 事防 止 運 動 の 一 環 ，県 の 木 の 苗 木･ 国 有 林 の 苗 木 を 無

料 配 布 ，東 京 消 防 庁 音 楽 隊 演 奏 ，山 火 事 防 止 と環 境 緑 化

を呼 び か け る ．＊以 後 ，毎 年 日比 谷 公 園 を 会 場 に こ の 時

期 の 恒 例 行 事 と な る ，ま た ，こ の こ ろ か ら ，多 く の 府 県･

市 町 村･ 営 林 局 署 で も こ の 時 期 に 一 般 市 民 を対 象 に 苗 木

配 布 会 を す る よ う に な る)

5.19　 第21 回 全 国 植 樹 祭 ， 福 島 県 耶 麻 郡 猪 苗 代 町 天

鏡 台 で 開 催 ．( テ ー マ 後 継 者 の 森 造 成 ， 樹 種 ア カ マ ツ ，

参 加 者 過 去 最 高 の ２万 人 ，林 業 後 継 者 が お 手 植 え の 介

添 え を 行 い ，両 陛 下 の 前 で｢ 決 意 表 明｣ ， 林業 後 継 者 の

全 国 代 表 も 参 加)

5.19　 植 樹 祭 記 念 特 殊 は が き200 万 枚 発 行 ，国 土 緑 化

マ ー ク の 記 念 ス タ ンプ 押印,｢ 国 土 緑 化 記 念 た ば こ｣ ハ イ

ラ イ ト1,000 万 本 福 島 県 内 で 発 売.

7.25　国土緑推委，「国土緑化二十年の歩み』刊．(B5

判,  363 頁,  2,500 円)

11.29　憲法(明治憲法)発布・議会開設80年を記念し，

衆 院 前 庭 で 植 樹 式 ．(国 会 議 事 堂 構 内正 門 一 帯 に 都 道 府

県 の 木 ，及 び ツ ツ ジ類250 本( 前 橋 営 林 局 沼 田･ 草 津 両 営

林署産)を植栽.

○　｢万国博の森｣造成促進運動を展開.(大阪万博跡地

全域 にわ たり,大 森 林公 園 を造 成しようと提 唱, 運 動 を 展 開.

＊｢ 第三 の 明 治 神 宮 の 森｣ を め ざ す)

○　国土緑推委，万国博参加国19ヵ国のほかＮＨＫ海

外 放 送 を 聞 い た在 ブ ラ ジ ル･ 在 米 日系 人 か ら も 樹 木 種 子

の 寄 贈 を受 け ，農 林 省 林 木育 種 場 等 で 養 苗 を始 め る.

4.18　 第22 回 全 国 植 樹 祭 ，島 根県 大 田 市 三 瓶 町 小 屋

原( 植 樹) と，広 島 県 三 次 市 の県 林 業 試 験 場( お手 播 き) で

開 催 ．( テ ーマ 多 目的 森 林 開 発 と環 境 緑 化 ，樹 種 ク ロ マ

ツ，参加1万2,350人．＊初めて｢日の丸｣の小旗を大会

で 使 用)

4.18　 郵 政 省 ，国 土 緑 化 運 動 の 記 念 切 手( クロ マ ツ と

モ ミ ジの 図 柄 ，７円)5,000 万 枚 を 発 行 ．( 国 土 緑 化 推 進

委 等 の 陳 情 に よ り 実 現 ，以 後 ，毎 年 継 続 発 行)
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3.13　 林 野 庁 ，｢ 国 有 林 野 にお け る

新 た な 森 林 施 業｣ を 通 達 ．( 皆 伐 の 伐

区 の 縮 小･ 分 散 ，天 然 林 施 業 の 採 用 な

ど)

5.15　 沖 縄 ，日 本 に 正 式 復 帰( 沖 縄

県復活).

6.22　自然環境保全法公布.

6. 5　 初 の 環 境 週 間( ～6.11).

9. 1　都市緑地保全法公布.

9.10  ( 財) 日本 緑 化 セ ン タ ー設 立.

(農 林･ 建 設･ 通 産3 省 共 管)

10.27　 林 野 庁 ， 森 林 の 公 益 的 機

能 計 量 化 調 査 の 中 間 報 告 発 表 ．(６機

能 合 計12 兆8,200 億 円)

11.-　 第 １ 次 オ イ ル シ ョ ッ ク( 狂 乱

物 価) ．

4.18「第22回全国植樹祭記念たばこ」ピース1,000万

本 を ，島 根･ 広 島 両 県 内 で 発 売 ．

○　森林愛護運動ポスター原画を募集．

○　沖縄県復帰記念植樹祭の実施を決める.

○　 街 路 樹 ，学 校 林 ， 校庭 樹 の 手 入 れ 運 動 の推 進.

○　益鳥の保護増殖の推進.

○　神戸市，「コウベ･グリーン作戦」開始．（市民参

加 に よ り ，市 街 地 の3 割 緑 化 を 進 め る 運 動 ）

○（昭和46年度）国土緑推委，『公害と緑化』発行.

○ （昭 和46 年 度 ）従 来 の 全 国 統 一 バ ッ ジ 募 金 に 代 え

て ，全 国 統 一 の「 緑 の ボ ール ペ ン」を 作 成･ 配 布 ．（ 各 地

の 募 金 運 動 に 活 用）

4.12　 第22 回 沖 縄 県 植 樹 祭 ．（東 風 平･ 南 部 商 業 高 校

で ． ＊ 復 帰 前 最 後 の 県 植 樹 祭 ）

5.21　 第23 回 全 国 植 樹 祭 ，新 潟 県 北 蒲 原 郡 黒 川 村 胎

内 平 で 開 催 ．（ 風 雨 の 中 参 加1 万8,000 人 ，テ ー マ 県 土

保 全 と緑 豊 か な 環 境 づ く り ，樹 種 ス ギ ）

11.25　 郵 政 省 ，沖 縄 復 帰 記 念 植 樹 祭 記 念 は が き （10

円 ， そて つ の 意 匠 ，4 色 刷 り ）400 万 枚 発 行.

11.26　 沖 縄 復 帰 記 念 植 樹 祭 を ，沖 縄 本 島 糸 満 市 摩 文

仁 丘 で 開 催 ．（沖 縄 県･ 国 土 緑 推 委 共 催 ，農 林 省･ 総 理 府

協 賛 ，参 加5,500 人 ， リ ュ ウ キ ュ ウ マ ツ を植 栽 ）

12.15　 日 産 自動 車 ㈱, 売 上 金 の 一 部 １ 億5,000 万 円 を

国土 緑 推 委 に 寄 附,「日 産 グリーン･ キ ャ ン ペ ー ン」を展 開.

（各 都 道 府 県 緑 推 に 配 布 し, 昭 和49 年 に か け, 県 民 の森･

憩 い の 森 記 念 植 樹 ， ま た 国 有 林 の 自 然 休 養 林10 箇 所 の

整 備 に も 活 用 ）

○　 緑 の し お り を 作 成 ，全 国 小･ 中 学 校 に 無 料 配 布 ．

4.8　第24回全国植樹祭，宮崎県小林市霧島山麓

夷 守 台 で 開 催 ．（参 加 過 去 最 高 の2 万3,000 人, 雨の ち晴 ，

テ ー マ 自 然 の 保 護 と 剔 出 ，樹 種 飫 肥 ス ギ ）

8.-　日本経済新聞社，国土緑推委と提携し「心の緑を

国 土 に」の キ ャ ッチ フ レ ー ズ で ，毎 月 １ 頁 の 国土 緑 化 キ

ャ ン ペ ー ン を 開 始 ．（ ～ 昭 和51 年 まで の ３ヵ 年 ，44 回 ，

協 力 企 業1,500 社 ，広 告 料 の 一 部 計1,812 万 円 を ，国 土

緑推委を通じ東京・大阪･名古屋･福岡4市の公害のひど

い 学 校36 校 の 環 境 整 備 に あ て る）
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4.18　 大 蔵 省 告示 、国 土 緑 推 委 は ，

所 得 税 法･ 法 人 税 法 上 ，試 験 研 究 法 人

に 該 当 す る も の と な る( 寄 附 金 の免 税

措 置) ．

○　 国 土 緑 化25 周 年 記 念 亊 業 とし て, 全 国 植 樹 祭 植 栽

地 写 真 集 の 刊 行 ，国 土 緑 化 運 動 標 語 の 募 集 ，レ コ ード の

製 作･ 配 布 ，国 土 緑 化 運 動 ポ ス タ ー写 真 集 ，国 土 緑 化 記

念 切手･ は が き 写 真 集 を 作 成 ．

○　学校植林実態調査の予備調査を実施.

○(昭和48年度)　信託法・信託業法施行50周年記

念 として, 信 託 協 会 が, 大 都 市 の 学 校 環 境 緑 化 の た め, 学

園 緑 化 協 力 資 金 を 寄 付.(5 都 府 県30 校 に 配 分) こ の

ため，｢信託協会関係学校環境緑化実施要領｣を制定.

4.10　 国 土 緑 推 委 ，国 土 緑 化25 周 年 記 念 の 緑 化 レ コ

ード｢育て森よ」「われら森のパトロール」「グリン･グリ

ン･ グリ ン｣ 製 作( １ 万5,000 枚) ，各県 緑 推 に 配 布.(3 曲

は ，作 詞 江 間 章 子 ，作 曲 団 伊 玖 磨 ， 歌 坂 本 九･ 杉 並 児 童

合 唱 団 ，リ ン グ 体操 振 付 浜 田 靖 一･ 青山 敏 彦)

4.-　国土緑推委，ノースロップ賞基金を設定．(同委

員 会理 事 久 我 俊 一 の 寄 附 金500 万 円 に わ が国 学 校 林 運 動

の 起 点 と な っ た ア メ リ カ の 教 育 家 ノ ー ス ロ ッ プ 博 士( 明

治28年来日)の名を冠し,学校林の功績者に授与する｢ノ

ー スロ ップ 賞｣ を 創 設) → 昭 和50 年 か ら 毎 年 ９ 人 ～14 人

に 同賞 授 与.

5.19　 第25 回 全 国 植 樹 祭 ，岩 手 県 岩 手 郡 松 尾 村 寄 木

の 東 八 幡 平･ 県 民 の森 で 開 催 ．(参 加 １ 万6,000 人( オ イ ル

シ ョ ッ ク の 影 響 で 招 待 予 定 ２ 万3,000 人 を変 更) ，快 晴 ，

県 下 の 森 林 愛 護 少 年 団30 団1,800 人 が 揃 い の ユ ニ ホ ー

ム で 整 然 は つ ら つ と 入 場 行 進 ，初 めて｢ 緑 の 少 年 団｣ が

全 国 的 に 注 目 を 浴 び る ， テ ー マ 自 然 と 産 業 が 調 和 す る

豊 か な 緑 の 創 造 ， 樹種 ア カ マ ツ)

7.16　 草 刈 り 十 字 軍 ，初 の 下 刈 り 開始( 富 山 県).

8.29　 国 土 緑 推 委 昭 和49 年 度 通 常 総 会 ，｢国 土 緑 化 推

進 委 員 会 定 款｣ の 一 部 を 改 正.( 参 院 議 長 を, 最 高 顧 問 に

推 戴)

11.12　 国 土 緑 推 委 ，森 林 愛 護 団 体 指 導 者 研 修 会 を 開

催.( ～11.14, 砂 防 会 館 会 議 室 ，受 講 者33 人 ．　＊ 以 後

も 昭 和56 年 ま で毎 年1 回 実 施)

11.12　 ノ ー ス ロ ップ 曾 孫 歓 迎 会 ．( ホ テ ル オ ー ク ラ

で ，前 尾 衆 院 議 長･ 奥 野 文 相 ほ か ，国 土 緑 推 委 か ら も徳

川 理 事 長 ら 出 席)

○　 緑 を呼 ぶ 児 童 画 展 を, 日 比 谷 ―銀 座 地 下 道 で 開 催･

○　 マ ス ゲ ー ム ，グ リ ン･ グ リ ン･ グ リ ンの 映 画 化 に よ



年 一 般･ 国 土 緑 化 政 策 等 国 土 緑 化 の 運 動

1975

(昭 和50)

1976

(昭 和51)

4.3　 林 野 庁 指 導 部 造 林 保 護 課( ←

昭31.4.1) を ，｢ 造 林 課｣ と改 称 ， 森 林

保 険 課 を｢ 森 林 保 全 課｣ と す る.

9.19　 林 野 庁 ，青 少 年 の 森 造 成 事

業 実 施 要 領 制 定.( 造 林 事 業 に お い て ，

青 少 年 の 森 林 愛 護 思 想 の 涵 養 を 図 る

た め の 事業 の 創 設)

○　林野庁，緑の少年団の育成・強

化 方 針 を 打 ち 出 す.

7.30　 林 野 庁 ，｢ 国 土 緑 化 運 動 推 進

費 補 助 金 交 付 要 綱｣ を 制 定(51 林 野 造

第103号).

11.10　 天 皇 御 在 位50 年 記 念 式 典.

(日 本 武 道 館 で 開 催)

る普及宣伝.

5.25　 第26 回 全 国 植 樹 祭 ， 滋 賀 県 栗 太 郡 栗 東 町

金 勝 山 で 開 催 ．( 参 加 １万 人 ，テ ーマ 水 と み ど り の ふ る

さと づ く り ，樹 種 ヒ ノ キ･ モ ミ ジ 等)

○　 国 土 緑 推 委 と 日 本 万 国 博 覧 会 記 念 協 会, 昭 和45 の

万 博 の 日 本 館 跡 地 付 近 の5ha を｢ 世 界 の 森｣ 用地 と 決 定 ，

万 博 参 加 の22 力 国 か ら 寄 贈 を 受 け た 種 子 を 養 苗 ． → 昭

和51年春, 600本を参加国別に定植.

○　 天 皇 御在 位50 年 記念 緑化 運 動 と し て, 記 念 植 樹 運

動 ，記 念 森 林 公 園 の 設 置 等 を 推 進.

1.26  ( 社) ゴ ル フ ァ ー の 緑化 促 進 協 力 会( 略 称GGG)

設立総会．(東京パレスホテルで開催，国土の環境緑化･

環 境 保 全 の 推 進 に寄 与 す る こ と を 目的 に ，ゴル フ ァ ーの

善 意 の 拠 金( １ 日50 円) と有 志 団 体･ 個 人 の 協 力 金 に よ り

緑 化 運 動 を 推 進 ，機 関 誌『GGG グ リ ーン ニ ュ ー ス 』昭 和

53.3 創 刊) 9.3 社 団 法 人 設 立 許 可( 環 境 庁) ． → 平 成 ３

現 在 ，協 力 ゴ ル フ場240 余 箇所.

5.23　 第27 回 全 国 植 樹 祭 ，茨 城 県 久 慈 郡 大 子 町 高 柴

台 で 開 催 ．( 参 加1 万9,000 人 ，雨 の ち 上 が る ， テ ー マ

緑 を育 て 守 ろ う 大 地 ，樹 種 ス ギ･ ヒ ノ キ･ ヤ マ ザ ク ラ)

6.28　 近 畿 商 工 会 議 所 木 材 部 会 連 絡 協 議 会･ 大 阪 営 林

局･ 国 土 緑 推 委 の 関 係 者 ，久 我 俊 一 氏 提 唱 の 造 林 奉 仕 事

業 の 候 補 地･ 滋 賀 県 坂 田 郡 伊 吹 町 の 奥 伊 吹 国 有 林( 水 源

涵 養 林)  1027 林 班 を 現 地 調 査 ．( 昭 和51,52 年 度 の1,462

件3,307 万 円 の募 金 を も と に ，国 土 緑 推 委 内 に 特 別 会 計

を 設 け ，近 畿 圏 造 林 奉 仕 事 業 を実 施 ， 昭 和56 年 度 まで

に 同 林 班41.89ha の 造 林 を 完 了 ，国 に寄 付)

7.28　 国 土 緑 推 委 昭 和51 年 度 通 常 総 会 ，｢ 国 土 緑 化 推

進 委 員 会 定 款｣ 一 部改 正 ．( 理 事 の 定 数10 名 増(50 人 以

内)とする.＊主として財界関係者の理事就任の実現を

図 る た め)

11.6　 全 国 育 林 祭 岐 阜 大 会 を ，岐 阜 県 揖 斐 郡 谷 汲 村

(第８回全国植樹祭開催地)で開催.（大会会長参院議長，

参 加2,000 人 ，テ ーマ 活 力 あ る 森 林 資 源 づ くり ，育 林 技

術 交 流 集 会･ 全 国 緑 の 少 年 隊 活 動 発 表 大 会･ 育 林 技 術 研

修会・大会式典を内容とする，国土緑推委と岐阜県の共

催 ～11.7.　＊｢ 全 国 育 樹 祭｣ の 前 身 ，平 野 三 郎 岐 阜県 知 亊



年 一 般･ 国 土 緑 化 政 策 等 国 土 緑 化 の 運 動

1977

(昭 和52)

1978

(昭 和53)

2.22　 日 本 造 林 協 会 設 立.

4.18　 松 く い 虫 防 除 特 別 措 置 法 公

布.

3.-　建設省，｢都市緑化のための

植 樹 等 ５箇 年 計 画｣ 策 定( 昭 和52 ～ 昭

和56 年 度) ． → 昭 和58.3 第2 次5 箇年

計 画( 昭 和57 ～ 昭 和61 年 度) 策 定･

5.1　 森 林 組 合 法 公 布･

7.5　 農 林 省 を｢ 農 林 水 産 省｣ と 改

称 ．

7.7　国有林野事業改善特別措置

法 公 布 ．

の 強 い 要望 で 開 催 ）

○　 育 林 運 動 及び 育 林 祭 を 提 唱, 植栽 樹 保 護 手 入 れ 運

動を推進.

○　 天 皇 御 在 位50 年 記 念 造 林 事 業 の 実 施 ．（国 有 林 借

地 造 林 ，学 校 林 育 成 助 成 ）

○　緑の少年隊用スカーフを作成.

○ 『 学 校 林 の 手 引 き 』刊 ．

○　トヨタ自動車販売㈱の行う緑化キャンペーンに

協 力 ，全 国 に花 の 苗 木 を植 栽 （ ～ 現 在 に 続 く ）.

4.17　 第28 回 全 国 植 樹 祭 ， 和 歌 山 県 東 牟 婁 郡 那 智 勝

浦町那智高原で開催．（参加1万人，晴，テーマみんな

で 育 て る 緑 の 郷 土 ，樹 種 ス ギ･ ヒ ノ キ･ 広 葉 樹 ）

8.26　 国 土 緑 推 委 ，「全 国 育 樹 祭 運 営 要 領 」を制 定.

9.16　 第 １回 全 国 育 樹 祭 を 開 催．（大 分 県 別 府 市 志 高

湖 畔 ，皇 太 子･ 同 妃 殿 下 出 席 （ 以 後 恒 例) , 4,000 人 参 加 ．

全 国育 樹 祭 併 催行 事 を継 承 し「全 国 緑 の 少 年 団 活 動 発 表

大 会 」（ 県 立 湯 布 院 青 年 の 家 ），「全 国 育 林 技 術 コ ン ク ー

ル 」の 表 彰 （以 後 ，全 国 育 樹 祭 の 併 催行 事 と し て 継 続 実

施 ）． ＊ 昭 和51.11.6 の 全 国 育 林 祭 を継 承 ， 森 林 造 成 に

不 可 欠 な 育 林 活 動 の 重 要 性 を 認 識 し ，活 力 あ る 森 林 造

成･ 啓 発 を 目 的 ，以 後 毎 年 ，国 土 緑 推 委 と 開 催県 の 共 催

で 各 県 持 回 り で 開 催）

○　 松 本 賞 を 設 け る ．（元 林 野 庁 長 官 松 本 守 雄 氏 遺 族

か ら の 寄 附 金 を基 金 と し ，顕 著 な 活 動 を 行 っ て い る 緑

の 少 年 隊 を 表 彰 ）

3.-　国土緑推委，『緑の少年団情報』創刊. (A5判，56

頁．＊昭和54からB5判）

5.21　 第29 回 全 国 植 樹 祭 ，高 知 県 香 美 郡 土 佐 山 田 町

甫 喜 ケ峰 森 林 公 園 で 開 催．（ 参 加1 万8,000 人 ，快 晴 ，

テ ーマ 防 災 も緑 で きず く ふ る さと づ く り ，樹 種 ヤナ セ ス

ギ･ マ ツ･ ヤ マ モ モ な ど16 種 ）

10.7　 第 ２回 全 国 育 樹 祭 ，秋 田 県 田 沢 湖 町 田 沢 湖 畔

大 森 山 で 開 催. (4,500 人 参 加 ，テ ーマ 育 樹 で き ず こ うみ

ど り の 郷 土 ）

○　 緑 化 啓 蒙 展 示 事 業「 み ど り と く ら し 展 」を, 名 古 屋

市 ほ か ３ 箇 所 で 開 催．

○「みんなの森」造成事業を実施．



年 一般・国土緑化政策等 国 土 緑 化 の 運 動

1979

(昭 和54)

1980

(昭和55)

4. 3　 林 野 庁 ，「森 林 総 合 整 備 事 業

実施要綱」制定．（初めて下刈，除･間

伐 に 本 格 的 国 庫 補 助 ，公 共 事 業 ）

1.25　 第１回 緑 の 少 年 団 指 導 者 研 修 会 を 開 催. （ ～

1.26,　東 京･ 砂 防 会 館 会 議 室 ． 以 後 毎 年 開 催 ）

5.27　 第30 回 全 国 植 樹 祭 ，愛 知 県 西 加 茂 郡 藤 岡 町

猿 投 山 麓 藤 岡 県 有 林 で 開 催 ．（曇 の ち一 時 雷 雨 ，テ ー マ

緑 で 結 ぼ う 山 村 む ら と都 市 まち ，樹 種 ヒ ノ キ･ ハ ナ ノ キ

ほ か）

8.1　 初 の 全 国 緑 の 少年 団 サマ ー･ ジ ャン ボ リ ー （交

流 集 会 ），愛 知 県 の 愛 知 青 少 年 公 園 を 中 心 に 開 催. （ ～

8.3,全国から代表400人と，カナダのトロント日本人

学 校 生 徒 ９ 人 な ど450 人 参 加 ，国 際 児 童 年 を 記 念 ，国

土 緑 推 委 と 東 海 ３県 緑 推 委･ 中 日 新 聞社 な ど 主 催 ，林 野

庁･ 東 海 ３県 後 援 ）

11.5　 第 ３回 全 国 育 樹 祭 ，福 岡 県 糟 屋 郡 宇美 町 四 王

寺 県 民 の 森 で 開 催 ．（ 参 加3,000 人 ，テ ー マ 育 て よ う緑

と 水 の 豊 か な 郷 土 ）

○ （ 昭 和54 年 度 ） 緑 化 強 調 期 間 特 別 啓 蒙 事 業 を ，

大 阪 府 と三 重 県 で 実 施 ．（ 視 聴 覚 媒 体 に よ る 啓 発 ）

○ （ 昭 和54 年 度 ） 国 土 緑 推 委 ，緑 の 少 年 団 活 動 奨

励 基 金 を 設 定 ．（ 故 塚 野 忠 三 氏 遺 族 か ら の 寄 付 ）

○ （ 昭 和54 年 度 ） 緑 の 少 年 団 の 制 服 を 制 定.

5.25　 第31 回 全 国 植 樹 祭 ，三 重 県 三 重 郡 菰 野 町 千 草

県 民 の 森 で 開 催 ．（参 加1 万 人 ，小 雨 ，両 陛 下 ，白 木 の

鍬 で お 手 植 え （昨 年 の 愛 知 県 の 植 樹 祭 で 雷 雨 が あ り ，

万 一 を 考慮 し 従 来 鉄 製 を 本年 か ら白 木製 と す る），テ ー

マ 緑 と太 陽 ，豊 か な く ら し ， 樹種 ヒ ノキ ）

6.-　国土緑推委，緑の少年団安全会を設置．（学校活

動 対 象 外 の 災 害 防 止 と 補 償 対 策 ，昭 和56.6.30 現 在87 団

体4,324 人 加 入 ，昭 和56 年 度 か ら『緑 の 少年 団安 全 ニュ ー

ス 』 発 行 ）

8.14　 国 土 緑 推 委 ，「人 と 緑 展Our Land ’80」を ，東

京 千 代 田 区 北 の 丸 公 園 の 科 学 技 術 館 で 開 催. （ ～8.17,

入 館1 万2,000 人 ，国 土 緑 化 運 動30 周 年 記 念 事業 の1 ）

8.29　 国 土 緑 推 委 な ど ，「国 土 緑 化 運 動30 周 年 記 念 式

典 」を 挙 行 ．（砂 防 会 館 ，功 労 者･ 永 年 勤 続 者 表 彰 ）

10.11　 第 ４回 全 国 育 樹 祭 ， 福 井 県 丸 岡 町 の県 総 合 グ

リ ー ン セ ン タ ーで 開 催 ．（ テ ーマ 緑 で き ず こ う 豊 か な 未

来 ，参 加4,500 人 ）

○　 全 日 本 学 校 造 林･ 環 境 緑 化 コ ン ク ール を ，「全 日 木

学校林活動・環境緑化コンクール」と改称．



年 一般･国土緑化政策等 国土緑化の運動

1981

(昭和56)

1982

(昭和57)

4.6　 林野庁指導部造林課に ，「間

伐対策室」設置.

4.10　 激甚災害法改正公布．（造林

の激甚災害復旧を補助対象とする「森

林災害復旧亊業」を創設，＊56豪雪

が契機）

4.17　 林野庁 ，間伐促進総合対策

実施要綱制定．（間伐を国庫補助対象

とする）

6.11 ( 財）日本緑化センター，初

の工場緑化推進全国大会を開催．（大

手町･日経ホール，優良工場を表彰）

7.28　 林野庁 ，「森林浴」構想を発

表.

9.25　 道路構造令改正公布．（道路

構成要素として新たに「植樹帯」を規

定，第4 種第1 級の道路には必置）

○　 国土緑化運動30 周年記念亊業の一環として,学校

林の実態調査，テレビ･新聞等による緑化啓蒙を実施.

1.1　国土緑推委，この日現在で｢緑の少年団結成状

況｣を調査．(全国の緑の少年団887 団，７万8,984 人)

2.10　国土緑推委 ，｢国土緑化運動推進委託事業実施

要領( 国緑56 第63 号)｣ 制定．(国土緑化運動推進事業

実施要領(昭42.9.30)に基づき，地方緑推委･森林整備法

人等に委託実施する場合に適用)

5.24　 第32 回全国植樹祭，奈良市佐紀町平城宮跡で

開催.(｢ 第２の明治神宮･橿原神宮(いずれも人工植栽で

成林)｣ を願い ，初の都市部(平地･4ha) での植樹祭 ，参

加１万人，薄曇り ，テーマ文化の遺産を緑で守る都市

まちづくり，樹種 イチイガシ等広葉樹)

7.27　 第１回全国緑の少年団交流集会，秋田県田沢

湖町田沢湖青少年スポーツセンターで開催.( ～7.29,

国土緑推委･秋田県･秋田県教育委員会主催 ，東日本各

都道府県の77 団体316 人参加．＊以後平成元年まで ，西

日木･東日本と交互に開催)

10.12　 第５回全国育樹祭，新潟県北蒲原郡黒川村胎

内平･県青少年の森で開催．(参加4,500人，快晴，テー

マ育てよう緑と人の豊かな心)

12.15　 国土緑推委, ふるさとの森推進の機関誌『ふる

さとの森』創刊．(～第6 号(昭和59.3.15)で終刊)

○　国土緑推委，｢特定森林造成推進事業( ふるさとの

森林造成)｣ を実施．(～昭和58 年度まで)

3.31　国土緑推委,『国土緑化三十年の歩み』刊．(B5

判, 439 頁)

5.23　第33 回全国植樹祭, 栃木県矢板市長井県民の森

で開催.(テーマうえる緑･のびる緑･まもる緑,樹種スギ･ヒ

ノキ，参加1 万5,000 人．　＊会場造成のため県がスギ･ヒ

ノキの幼木１千数百本を伐採していたことに批判の声)

10.12　 第６回全国育樹祭，長野県北佐久郡立科町南

平(白樺湖畔)で開催．(テーマ広げよう豊かな心で育て

る緑，参加4,500 人)

10.19　 近畿圈造林奉仕事業終了記念式．(滋賀県伊吹

町で開催，現地に｢近畿圈造林奉仕事業記念碑｣を建立)

○　国土緑化推進運動検討委員会を設置．(濃密･効果
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3.1　総理府に緑化推進連絡会議

設置を閣議決定．(国土緑化の総合的

効率的推進のため，内閣官房長官を

議長とする関係行政機関の連絡会議

を設置,内閣内政審議室･内閣広報室･

環境庁自然保護局･国土庁官房･大蔵

省官房･文部省官房･農林水産省農蚕

園芸局･林野庁･通産省公害立地局･建

設省都市局･自治省官房の長で構成 ，

庶務は内閣官房で担当．＊中曽根総

理の提唱(昭58.1)により設置)

4.14　緑化推進連絡会議，｢緑化推

進運動の実施方針｣を決定．(①市町

村に対し,林野庁の｢緑と花で結ぶむら

とまち運動｣，建設省の｢まちの森｣｢並

木のみち｣, 環境庁の｢小鳥がさえずる

森づくり｣の活用を要請, ②昭和58 年

から３ヵ年, 宝くじ発売を検討, ③功

労者に内閣総理大臣表彰など)

5.4　 分収造林特別措置法改正公

布．(分収林特別措置法と改題，分収

育林制度を創設，森林整備法人を法

制化)

5.24　林野庁，｢緑化推進運動の実

施方針について｣通達．(｢緑と花で結

ぶむらとまち運動｣を提起, 市町村が

主体となった広域の緑のコミュニテ

ィ(共同体)運動をめざし ，国有林･公

有林を活用して推進を要請)

10.3　 内閣広報室，｢緑化推進に

関する世論調査｣公表.

4.10　林野庁，｢ふれあいの森林整

備事業実施要領｣ を通達．(市町村が

実施主体となり，分収林制度を活用し

的な活動の展開を図る)

○　育林技術コンクールと植栽樹保護手入運動コンク

ールとを統合し，｢全国育樹運動コンクール｣とする.

4.23｢ 苗木と花の配布会｣を東京･日比谷公園で開催･

(4,000人参加 ，中曽根首相ら苗木5,000 本と花の種子な

ど配布)

4.28　国土緑推委,｢ 櫻と緑と森林浴の集い｣ を,林業

試験場浅川実験林で開催.(～4.29,林野庁・首都緑推･日

本緑化センター後援 ，参加者両日で250 人．＊平成元年

まで続く)

5.22　 第34 回全国植樹祭 ，石川県河北郡津幡町の石

川県森林公園で開催．(テーマ小さな緑守り育てて豊か

な郷土 ，皇后陛下の行啓を取止め( ～昭和62 年まで))

10.2　 第７回全国育樹祭，富山県上新川郡大山町本

宮･立山山麓家族旅行村で開催.（テーマ育てる緑に明る

い未来，参加4,800 人)

○　国土緑推委, 森林浴懇談会を設置．(森林浴を通じ

て森林愛護思想の昂揚と国民参加の森林づくりの推進

を図る) 5.29 国土緑推委と日本交通公社共催｢森林浴欧

州視察団｣旅行実施( ～6.8, 参加16 人．＊以後，海外

緑化事情視察調査として毎年実施).

○　国土緑推委,柴田賞を設定.（元林野庁長官柴田榮

氏の遺族からの寄付を基金に設定)

2. 8　全国緑化推進委員会連絡協議会が発足．(連絡

を密にし国土緑化運動の発展を図ることを目的に設立 ，

国土緑推委と都道府県緑推委で組織 ，会長徳川宗敬)
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て 都 市 住 民 に 緑 と の ふ れ あ い の 場･

林 業 へ の 参 加 機 会 を 提 供 ，計 画 作 成･

啓 蒙 普 及･ 施 設 整 備( 道 路･ 駐 車 場･ 便

所･ き の こ 栽 培 施 設･ 炭 焼 施 設 な ど)

に 国 庫 補 助 ， 昭 和59 ～ 昭 和62 年 度

ま で の 事 業)

5.29　 初 の 緑 化 推 進 功 労 者 内 閣 総

理 大 臣 表 彰 ．(林 野 庁 関 係 は, 個 人2･

団 体 ２･ 学 校 ２･ 地 方 自 治 体 １ の 計7)

12.-　 建 設 省 ，｢ 緑 化 の 推 進 ―21

世 紀 緑 の 文 化 形 成 を め ざ し て｣ を 策

定，総理大臣に報告し了承される.

1.1　国際森林年始まる.(～

12.31)

3.28　 環 境 庁 ，｢ 名 水百 選｣ 発 表.

3.-　建設省内に｢緑化推進委員会｣

設 置 ．( 昭 和51.2 設 立 の 都 市 緑 化 推

進 協 議 会 を改 組)

4.18　 全国 森 林 整 備 協 会 設立 ．(森

林 整 備 法 人･ 造 林 公 社･ 水 源 の 森 基 金

な ど の 全 国 組 織)

9.9　 林 野 庁 ，昭 和61 年 度 か ら 水

源 税 創 設 の 要 求 を 決 定 ．(水 道･ 発 電･

工 業 用 水 等 の 使 用 者 に 課 税 ，平 年 度

で550 億 円 の 収 入 を 見 込 む ．　＊ 建 設

省 の｢ 流 水 占 用 料｣ 徴 収 案 と と も に ，

｢霞 ヶ関 の 水 盗 り 戦 争｣ と い われ る)

12.12｢ 花 と 緑 の 普 及 促 進 協 議 会｣

結 成( 会 長 河 合 良 一 日 本 花 の 会 会長).

3.31　 林 野 庁 ，こ の 日現 在 で｢ 全 国

森 林 資 源 現 況 調 査｣ 実 施 ．( 結 果 ， わ

が国 の 森 林 面 積2,526 万ha ，う ち 人工

5.20　 第35 回 全 国 植 樹 祭 ，鹿 児 島 県 姶 良 郡 牧 園 町 高

千 穂 の 自 然 教 育 の 森 で 開 催．（ テ ーマ21 世 紀 へ つ な ご う

輝 く み ど り ，樹 種 ス キｰ 広 葉 樹 ，参 加1 万5,000 人 ）

10.15　 第８回 全 国 育 樹 祭 ， 岩 手 県 岩 手 郡 松 尾 村 寄 木

の 県 民 の 森 で 開 催 ．（ テ ー マ 緑 に力 を未 来 に 夢 を ，参 加

8,000 人 ）

1.25　 国 土 緑 推 委,『ふ れ あ い の もり 』創 刊.（ むらとまち

を 結 ぶ ふ れ あい の 森 林 づ く り 情 報 誌 ，B5 判12 頁 多色 刷 ）

3.18　 国 土 緑 推 委 提 唱 の「21 世 紀 の 森 林 づ く り 委 員

会 」初 会 合 ．（衆 院 議 長 公 邸 で ，次 の 世 代 に 立 派 な 森 林

を引 き 継ぐ た め に 何 を な す べ き か を, 民 間 サ イド で 検 討 ，

委員は大槻文平経団連会長･中山素平日本興業銀行特別

顧 問･ 田 中 文 雄 日 本 製 紙 連 合 会 会 長･ 高 木 文 雄 森 と む ら

の 会 会 長 ら16 人 ， 座 長 水 上 達 三 日 本 貿 易 会 会 長 ）

6.19 第 ２ 回 委 員 会.

5.12　 第36 回 全 国 植 樹 祭 ，熊 本 県 阿 蘇 郡 阿 蘇 町 蔵 原

字高塚･阿蘇みんなの森で開催．（テーマひろげよう緑の

文化，樹種スギ･ヒノキ･マツ･広葉樹，参加1万2,000

人 ）

11.19　 第 ９回 全 国 育 樹 祭 ，千 葉県 富 津 市 富 津岬 で 開

催．（テ ーマ 広 げ よ う 緑 育 て る 愛 の 輪 を ，参 加5,000 人 ）

〇「ふれあいの森林づくり優良市町村表彰丿事業を実

施 ．（現 在 に 続 く ）

○ （昭 和60 年 度 ） 森 林 多 目的 利 活 用 促 進 対 策 事 業 ，

モ デ ル 計 画 を 策 定 ．（現 在 に 続 く ）

○（昭和60年度）水源林整備推進事業を実施.

（ パ ン フ･ ポ ス タ ーの 作 成 配 布, 水 と森 林 につ い て の ア ン

ケ ー ト 実 施 な ど ． ～ 昭 和62 年 度 まで 継 続 ）

3.25　21世紀の森林づくり委員会，「21世紀ヘ－国民

参 加 の 森 林 づ く り を 」を 提 言 と し て まと め ，中 曽 根 総 理

大 臣 に 提 出 ．
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林1,022 万ha.　 ＊ 人 工 林1 千 万ha 時

代)

4.20　 緑 の 文 明 学 会 ，｢森 林 浴 の 森

百 選｣ を発 表.

4.21　｢ 緑 の 団 体 協 議 会｣ 発 足 ．( 林

業･ 自 然 保 護 関 係 の23 団 体 が 参 加)

8.30　 建 設 省 の 流 水 占 用 料 構 想 と

林 野 庁 の 水 源 税 構 想 を1 本 化し｢ 森 林･

河 川 緊 急 整 備 税( 仮 称)｣ と し て 要 求

す るこ と に 統 一.

12.20　 自 民 党 山 中 貞 則 税 調 会 長 ，

森 林･ 河 川 緊 急 整 備 税 に 関 し ，同 税 の

創 設 は し な い が ，利 水者 か ら 拠 出 を

求 め 基 金 を 創 設 す る ， 等 の 処 理 案 を

提示 ．( 水 源 税 創 設 運 動 は 終 結 ，森 林

基 金 設 立 の 準 備 始 ま る)

1.-　林野庁に｢森林整備基金設立

対策本部｣を設置.

6.30　 閣 議 ， 第4 次 全 国 総 合 開 発

計 画( 四 全 総) を 決 定 ．(｢国 民 参 加 の

森 林 づ く り｣ を規 定)

7.21　 初 の｢ 森 と 湖 に 親 し む 旬 間｣

始 ま る.( ～7.31, 林 野 庁 と建 設 省 が

タ イ ア ッ プ し ，心 身 を リ フ レ ッ シ ュ

し な が ら 森 林 や ダ ム等 の 重 要 性 に つ

い て 理 解 を 深 め て も ら う こ と を 目 的

に実 施 ． 以 後 恒 例)

9.1 ( 社) 全 国 森 林 レ ク リ ェ ー シ ョ

4. 9　 来 日 中 の 中 国 林 業 使 節 団( 団 長 楊 鐘 林 業 部 長)

が ， 日 本 の 緑 化･ 森 林 経 営 の 実 情 に つ き ，国 土 緑 推 委 と

懇 談･

4.23｢ 全国 緑化 行 事 発 祥之 地｣ の 記 念 碑 建 立･ 除 幕式.

(大 日 本 山 林 会 と 共 催 ，約150 人 出 席 ， 全 国 植 樹 行 事 の

ル ー ツ で あ る昭 和 ９年 ４ 月 の 第１回 愛 林 日 記 念 植 樹 地=

茨 城 県 真 壁 町･ 筑 波 山 の 鬼 ケ 作 国 有 林 内 に 建 立 ，自 然

石･ 高 さ２ ｍ ， 背 面 に｢ 愛 林 日 か ら 全 国 植 樹 祭 へ｣ と 題 し

全 国 緑 化 行 事 の 沿 革 を 刻 む ．　＊ 国 土 緑 推 委 徳 川 宗 敬 理

事 長 が提 唱)

5.11　 第37 回 全 国 植 樹 祭 ，大 阪 府 堺 市百 舌 鳥 夕 雲 町

の 大 仙 公 園 で 開 催 ．( テ ーマ 都 市 の 未 来 を 緑 に 託 し て ，

樹 種 ク ス･ ア カ シ ア ほ か ，参 加1 万1,000 人 ． ＊ 昭 和56

年 の 奈 良 に続 く平 地( 都 市 部) で の 開 催)

10.5　 日 中 経 済 協 会 の 中 国 造 林 治 山 技 術 交 流 団 に ，

国 土 緑 推 委 も 参 加 ， 黄 河 上 流 域 の 緑 化 事 情 を 視 察( ～

10.21).

11.17　 第10 回 全 国 育 樹 祭 ，宮 崎 県 小 林 市 夷 守 台 で 開

催 ．( テ ー マ 育 て よ う 豊 か な 森 と 木 の 文 化 ，参 加4,600

人)

12.25　 国 土 緑 推 委 ，天 皇 御 在 位60 周 年 記 念 の 写 真 集

『かがやく緑』刊．(B5函入り, 104頁, 8,000円)

○　( 昭 和61 年 度) 国 等 に 相 続 財 産 を 贈 与 し た 場 合 の

非 課 税 措 置 の対 象 に ， 公 益 法 人 で あ る 地 方 緑 推 委 等 が

認められる.

○　21世紀の森林づくり委員会が,｢全国みどりの基金

(仮 称)｣ を 設 け る こ と を提 唱.

3.-　全国緑化キャンペーンを開始.(～5.-, 21世紀に

つ な ぐ 国 民 参 加 の 森 林 づ く り へ の 意 義 と 行 動 を呼 び 起 こ

す こ と を ね らい と して ，全 国 的 に 緑 化 推 進 の キ ャ ンペ ー

ン を 展 開 ， ア イ ド ル キ ャ ラ ク タ ー｢ ど ん ぐ り 君｣ の 製 作 ，

グ リ ーン コ ン サ ート( 北 海 道･ 千 葉 県･ 静 岡県･ 大 阪 府･ 高

知 県･ 佐 賀 県 の ６ 箇所), み ど り の 作 詞 公 募 な ど ．＊ 以 後 毎

年 こ の 時 期 に 多 様 な キ ャ ン ペ ーン 実 施)

4.18　 第18 回 苗 木 と花 の 配 布 会 ，東 京･ 日比 谷 公 園 で

開 催( 中 曽 根首 相 ら 出 席).

5.24　 第38 回 全 国 植 樹 祭 ，佐 賀 県 藤 津 郡 嬉 野 町 下 宿･

嬉 野 総 合 運 動 公 園 で 開 催.( テ ー マ た か め よ う 緑 の 力 ，樹

種 ヒ ノ キ･ ク ス ほ か ，参 加1 万7,000 人)
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ン協 会 発 足 ．(会 長 福 田 省 一 ， 全国 国

有 林 レ ク リエ ー シ ョ ン 利 用 協 会( 昭 和

59.11.29) を 発 展 的 に改 組 し た も の)

11.6　 林 野 庁 ，森 林･ 河川 の 整 備

基 金 の 創 設 を す る こ と に な っ た と ，

通 産･ 建 設･ 農 林 水 産 ３省 合 意 の 基 本

方針を発表．（5年間で総額500億円，

う ち 森 林 整 備 は200 億 円 ， 募 金 に よ

り 基 金 造 成,  200 億 円 の う ち100 億 円

は 財 界( 通 産 省),100 億 円 を 林 野 庁 関

係 業 界 等 か ら 集 め る こ と に 決 定)

4.19　 林 野 庁 に ，｢緑 と 水 の 森 林 基

金 推 進 対 策 本 部｣ を 設 置 ．( 本 部 長 青

木 林 野 庁 次 長 ， 事 務 局 長 造 林 保 全 課

長 ． 以 後 ，広 く 経 済 界 や 電 気 事 業 連

合会( 電 事 連)･ 製 紙 連 合 会 等 に 基 金 造

成 の 理 解 と 協 力 を 求 め る 運 動 を ，庁

を あ げ て 展 開)

4.28　 大 蔵 省 告 示｢ 緑 と 水 の 森 林 基

金 ，河 川 整 備 基 金 へ の 寄 附 金 に 係 る

減 税 措 置｣ ．( 法 人 税 は 指 定 寄 附 金 と

し て 全 額 損 金 算 入 ， 所 得 税 は1 万 円

超の分につき，年間所得の25％まで

を所 得 か ら 控 除 で き る)

10.1　林野庁林業試験場を，「森

林 総 合 研 究 所｣ と 改 称.

12.15　 農 林 水 産 省 、 森 林･ 林 業 や

緑 化 思 想 の 啓 蒙 に 尽 く し た歌 手 北 島

三郎に，大臣感謝状を贈呈.

1.7　昭和天皇崩御，平成と改元･

2.17　 国 民 の 祝 日 に 関 す る 法律 改

正公布．(天皇誕生日４月29日を．「み

ど り の 日 ： 自 然 に 親 し む と と もに そ

の恩 恵 に感 謝 し, 豊 かな 心 を はぐくむ｣

6.10　 国 土 緑 推 委 が, 紺 綬 褒 章 の授 与 団 体 と し て 認定

さ れ る ．（以 後 ，毎 年 継 続 措 置 ）

9.14　 第11 回 全 国 育 樹 祭, 北 海 道 苫 小 牧 市 の 支 笏 湖 モ

ーラップ(9.13)と札幌市道立野幌森林公園で開催．（テ

ー マ 植 え た夢 つ な い で 育 て て 森 づ く り ， 参加8,000 人 ）

○　森林とふれあい環境整備事業を実施.

3.1　 全 国 緑 化 推 進 キ ャ ン ペ ー ン 開始 （ ～5.-), そ の

ス タ ー ト と し て ， ミ ス東 京 が ，首 相 官 邸 や 国 会 な ど を

回り，緑の羽根募金の協力を呼びかける.

3.31 (社）国土緑化推進機構設立．（(社)国土緑推委

を改 組 ，農 林 水 産 省 所 管 ，会 長 衆 院 議 長･ 最 高 顧 問 参 院

議 長 ，理 事 長 澄 田 智 ・理 事 長 代 行 大 矢 壽 ，事 務 所 は 東

京平 河 町･ 砂 防 会 館 内 ）

3.31　 同 機 構 内 に「緑 と 水 の森 林 基 金 」を 創 設 ．（ ５年

間 で200 億 円 の 基 金 造 成 を 目 標 ， 基 金 の 運 用 益 に よ り ，

森 林 資 源 の 整 備･ 利 用 等 に 関 す る 調 査 研 究･ 普 及 啓 発 等

を 行 う も の ，農 林 水 産 省･ 通 産 省 共 管 ， 全 国 的 な 募 金 活

動 を 展 開 ）

5.22　 第39 回 全国 植 樹 祭 ，香 川 県 満 濃 町･ 仲 南 町 の 満

濃 池 森 林 公 園 で 開 催 ．（テ ー マ 今 ，人 と 緑 の ふ れ あい を ，

樹 種 ヒ ノ キ･ ク ロ ガ ネ モ チ ほ か ， 天 皇 陛 下 の ご 名 代 と し

て 皇 太 子･ 同 妃 殿 下 が 出 席 ， 参 加 １万 人 ）

5.-　佐賀県，三養基郡基山町の基山山頂に，旧本植

林 発 祥 之 地 」の 碑 を 建 立.

9.18　 第12 回 全 国 育 樹 祭 ，山 形 市 山 辺 町 の 山 形 県 民

の森で開催（テーマ育樹で郷土に力と夢を）

4.29　 み ど り の 日制 定 記 念式 典, 東 京 都 立 川 市 と 昭 島

市 に ま た が る昭 和 記念 公園 で 開 催 ．（農 林 木 産 省･ 建 設 省

な ど 共 催 ，三 権 の 長 ，両 陛 下 ら300 人出 席) 4.29 林 野 庁

など，日比谷公園で「緑の日制定記念･緑と花のフェステ

ィバ ル （ 感 謝 祭 ）」（苗 木 配 布 会 ） 開 催 （ ～4.30).
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と改 め ，12 月23 日 を 天 皇 誕 生 日 と し

て 追 加)

3.31　 農 林 水 産 省 農 蚕 園芸 局長･ 林

野庁長官から知事･営林(支)局長･各

団 体 の長 ら あ て ，｢ 緑化 推 進 運 動 の 積

極 的 展 開 に つ い て｣ 通 達 ．( み ど り の

日 制 定 記 念 ，｢ み どり と花 い っ ぱ い 運

動｣ を テ ーマ と し ，緑 と花 で 飾 る １ 部

屋1 鉢 運 動 を提 唱)

4.18｢ みど り の 週 間につ い て｣ 閣 議

了 解.( み ど り の 日 の 趣 旨 を 普 及 し 国

民 の 関 心 と 理 解 を 深 め る た め ，毎 年

４月23 日 ～29 日 を｢ み ど り の 週 間｣ と

し ，各 種 行 事 を 全 国 的 に 実 施 す る)

5.1　国土緑推委理事長徳川宗敬

氏 没. (91 歳)

7.3　 緑 化 推 進 連 絡 会 議 ，｢緑 と花

の豊 か な 潤い のあ る国づ くり を め ざ し

て｣ 決 定.( 重 点 事 項 と し て ，① 地 域 緑

化 ，② 都 市 緑 化 ，③ 緑 化 の 国 際 交 流

促 進 ， ④ 普 及 啓 蒙 と 財 政 基 盤 整 備

(｢ 都 市 緑 化 基 金 鍔 緑 と 水 の 森 林 基

金｣ の 造 成) を 定 め る)

12.8　 森 林 保 健機 能 増 進 法( 森 林

の 保 健機 能 の 増 進 に 関 す る 法 律) 公

布･

1.-　林野庁に，緑の羽根募金推進

懇話会設置.　6.-報告とりまとめ.

4.1　 国 際 花 と 緑 の 博 覧 会( 花 の万

博･花博)開幕.(～9.30,大阪･鶴見

地 区 ，会 期183 日 ，入場2,312 万6,934

人)

4. 3　林野庁，「森と花の祭典－｢み

ど り の 感 謝 祭｣ 実 施 要 領｣ 制 定.( 毎 年 ，

み ど り の 週 間 中 に 開 催 ，主 催 は 農 林

水 産 省･ 林 野 庁･ 東 京 都･( 社) 国 土 緑

推･( 財) 日 本 緑 化 セ ン タ ー･ 首 都 緑 推

の 共 催, 式 典 で｢ みど り の 文 化 賞｣( 国

土 緑 推 が実 施) の受 賞 者 に名 誉 総 裁 表

5.21　 第40 回 全 国 植 樹 祭, 徳 島 県 名 西 郡 神 山 町 阿 野･ 県

立 神 山 森 林 公 園 で 開 催.( テ ー マ や す ら ぎ の 緑 を未 来 へ ，

樹 種 ス ギ･ ヤマ モ モ･ コ ブ シ な ど ，参 加1 万2,000 人)

10.29　 第13 回 全 国 育 樹 祭 ， 茨城 県 久 慈 郡 大 子 町 大 字

高 柴･ 県 奧 久 慈 憩 い の 森 で 開 催 ．( テ ー マ と ど け 未 来 に

緑のいぶき，参加5,400人)

12.19　 全 国 緑 の 少 年 団 連 盟 結 成 ．( 各 地 で 結 成 さ れ

て い た 緑 の 少 年 団 を 全 国 的 な レ ベ ル で 組 織 化 ，国 土 緑 推

機 構 が 支 援 ，会 長 大矢 壽 ，事 務 局 を砂 防 会 館 内( 社) 国 土

緑 推 機 構 内 に お く ． ＊ 緑 の 少 年 団 は ，平 均8 ～14 歳 の

少 年 少 女 で 構 成 ，昭 和50.3 現 在207 団 体2 万9,822 人 ，

そ の 後 連 年 増 加 し ，平 成 元.3 現 在2,068 団 体17 万4,158

人)

○　 国 民 参 加 の 森 林 づくり 事 業 を 実 施( ～ 現 在 に 続

く)･

○　 青 少 年 緑 化 運 動 促 進 事 業 を 実 施( ～ 現 在 に 続 く).

4.20　 緑 の 羽 根 募 金 強 化 旬 間( ～4.29) を設 置 ，集 中 キ

ャ ン ペ ー ン を 実 施.

4.22　 高 尾 森 林 浴 ツ ア ー を 実 施 ．(林 野 庁 等 と 共 催で ，

首 都 圏 の 一 般 市 民･ 親 子 を対 象)

4.28　第１回森と花の祭典－みどりの感謝祭，東京･

日比 谷 公 園で 開 催.( ～4.29, 計1 万7,000 人 参 加 ，テ ー

マ 緑 と の 出 合 い･ 緑 と の ふ れ あ い･ 緑 へ の 感 謝 ， 名 誉 総

裁 に 文 仁 親 王( 礼 宮 ，の ち の 秋 篠 宮) 就 任( 英 国 修 学 中で

欠 席 ，｢ お こ と ば｣ の み) ，記 念 式 典･ 苗 木 配 布･ 林 産 物 の

展 示 即 売･ 郷 土 芸 能 な ど. 第 １ 回 み ど り の 文 化 賞 授与 式 ，

故 徳 川 宗 敬 氏 受 賞( 戦 後 の 森 林 造 成 と 国 土 緑 化 に 貢 献).

＊ 従 来 の 苗 木 配 布 会 を 模 様 替 えして 再 出 発, 以 後 毎 年 開

催)
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彰 状授 与)

12.10　 農 林 水 産 省 告 示｢ 森 林 イ ン

ストラ クタ ー の 知 識 及 び 技 能 の 審 査･

証 明 事 業 の 認 定 に 関 す る 規 程｣ ．( 森

の 案 内 人= 森 林 イ ン ス ト ラ ク タ ー 制

度 発足) → 平 成3.12.3  (社) 全 国 森 林

レ ク リ エ ー シ ョ ン 協 会 ，初 の 森 林 イ

ン ス ト ラ ク タ ー 資 格 試 験 の 合 格 者49

人 を 発 表.

4.23  ( 財) 国 際 緑 化 推 進 セ ン タ ー

設立.

10.1　 林 野 庁 関 東 林 木 育 種 場 を ，

｢ 林 木 育 種 セ ン タ ー｣ と 改 称 ．( 全 体

の育種場業務を統合する)

12.1 ( 財) 日本 緑 化 セ ン タ ー ，初

の 樹 木 医 認 定 者76 人 を 発 表 ．

5.20　 第41 回 全 国 植 樹 祭 ， 長 崎 県 南 高 来 郡 国 見町 百

花 台 森 林 公 園 で 開 催 ．（ テ ーマ 豊 か な 緑 あ す の 活 力 ，樹

種 ヒ ノ キ･ ツ バ キ等 ，参 加 １万2,000 人 ，会 場 で 木 製 の 折

畳 み 椅 子 で22 人 が 指 を は さ み10 日 ～ ２ ヶ 月 の ケ ガ ，う

ち ３ 人 は 指 先 切 断 の 重 傷 ）

8.6　 第 １ 回 緑 の 少 年 団 全国 大会 ，兵 庫県 大 河 内 町 で

開 催. （ ～8.8 ，以 後 毎 年 夏 に 開 催． ＊ 従 来 ，東 日 本･ 西

日本 交 互 に 開 催 し て い た「全 国 緑 の 少 年 団 交 流 集 会 」（←

昭 和56.7.22) の 後 身 ）

8.-　国土緑推機構，「緑と水の森林基金運営審議会」

開 催 ．（平 成3 年 度 か ら 基 金 の 運 用 を 本 格 化 す る こ と と

し ，普 及 啓 発 一調 査 研 究･ 活 動 基 盤 整 備･ 国 際 交 流 等 に つ

き ，公 募 事 業 な ど 準 備 を 開 始 ）

10.14　 第14 回 全 国 育 樹 祭 ，山 梨 県 南 都留 郡 鳴 沢 村 の

富 士 櫻 地 区 県 有 林 で 開 催 ．（テ ーマ 育 て よ う緑 で つ な ぐ

豊 か な 社 会 ，参 加8,000 人 ）

○ （社 ）国 土 緑 推 機 構 理 事 長 に 澄 田 智 氏.

4.28　 第 ２回 森 と花 の 祭 典 － み ど り の感 謝 祭 ，日 比 谷

公 園 で 開 催. （～4.29, 参 加3 万 人 ， 第２回 み ど り の 文

化賞 に 西 岡 常 一 （ 木 の 文 化 の 継 承･ 発 展 に 貢 献 ）， 名 誉

総 裁 秋 篠 宮 夫 妻 初 め て 出 席 ，以 後 恒 例 ． ＊ 全 国 植 樹 祭･

全 国 育 樹 祭 に並 ぶ 第3 の 全 国 参 加型 行 亊 と 位 置 づ け ）

5.26　 第42 回 全 国 植 樹 祭 ，京 都府 宇 治 市･ 府 民 ふ れ あ

い の 森 で 開 催.（ テ ー マ 緑 で う め たい 地 球 の 未来, 樹 種 北

山 杉･ シ ダ レ ザ ク ラ ，参 加1 万6,000 人 ， こ の 回 か ら ，両

陛 下 入 場 時 の 全 員 起 立･ 退 席 時 の 万 歳 三 唱, お こ と ば に

対 す る 大 会 会 長（衆 院 議 長 ）の 答 辞 を 廃 止 す る な ど ，大 会

運営を一部手直し）

7.30　 第 ２ 回 緑 の 少年 団 全 国 大 会 ，栃 木 県 那 須 町･ 那

須 高 原 で 開 催. （ ～8.1, 参 加1,400 人 ）

10.6　 第15 回 全 国 育 樹 祭 ，島 根 県 大 田 市･ 三 瓶 山 北 の

原で開催．（テーマ世界へはばたけ育樹の輪，参加8,000

人 ）

○ （平 成 ３年 度 ） 国 土 緑 推機 構, 小 学 生 を対 象 とし

た教材『森林のはなし』『みどりのおもしろ発見ノート』，

壁 新 聞 『 カ ベ テ レ く ん 』 を 作 成･ 配 布 ．

○　緑と水の森林基金，12月末現在の募金実績102億

4,400 万 円 ．
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4.14　 初 の 森 林 整 備 事 業 計 画 ， 閣

議 決 定 ．(森 林 法 に 基 づ く 造 林･ 間 伐･

林 道 に 関 す る 投 資 計 画 ， 平 成 ４年 度

以 降5 年 間 に 総 額3 兆9,000 億 円)

6.2　 林 野 庁 ，｢国 有 林 分 収 育 林 事

業 に お け る｢ 法 人 の 森 林｣ の 実 施 に つ

い て｣ 通 達.

6.3　 国 連 環 境 開 発 会 議( Ｕ Ｎ Ｃ Ｅ

Ｄ ： 地 球 サ ミ ッ ト) ，ブ ラ ジ ル の リ オ

デ ジ ャ ネ イロ で 開 催.( ～6.13,  170

ヵ国参加，｢環境と開発に関するリオ

宣言」「アジェンダ21」「森林に関する

原 則 声 明｣ を 採 択)

6.3　 日 本 樹 木 医 会 設 立 ．( 会 長 苅

住 昇 氏 ，事 務 局 は( 財) 日 本 緑 化 セ ン

タ ー内)

6.8　 林 野庁 ，｢ 皇 太 子 殿 下 御 成 婚

記 念 の 森 造 成･ 整 備 につ い て｣ 通 達.

(① 県･ 市 町 村 で 御 成 婚 記 念 の 森 整 備 ，

②( 社) 国 土 緑 推 機 構･ 栃 木 県 で 皇 室 ゆ

か り の 栃 木 県 那 須 町 に 御 成 婚 記 念 の

森 を 造 成 ，③ 国･ 民 有 林 と も に 御 成

婚 記 念 分 収 林･ 記 念 植 樹 を 行 列

6.9　 徳 仁 皇 太 子 殿 下 と 小 和 田 雅

子 さ ん の 結 婚 の 儀 ．( 皇 居 ． ＊ こ の 日

休 日)

11.19　 環 境 基 本 法 公 布 ．

4.29　 第 ３回 森 と 花 の 祭 典 － み どり の感 謝 祭 ，日比 谷

公 園で 開 催.（参 加 ２万 人 ，第 ３回 み ど り の文 化賞 は（財 ）

水 利 科 学 研 究 所 に 授 与 （ 森 林 と 水 と の 関 わり を 社 会 に

広 め る 功 績 ））

5.8　 郵 政 省 ，毎 年 発 行 の 国 土 緑化 運 動 の 切 手 と し て

初 の「 ふ る さ と 切 手･ 福 岡 版 」を 発 行 ．（ 図 柄 松 延 堤 と

砥 上 岳 ，ウ グ イ ス･ ツ ツ ジ ，41 円 ）

5.10　 第43 回 全 国 植 樹 祭 ， 福 岡 県 朝 倉 郡 夜 須 町 櫛 木

の 夜 須 高 原 で 開 催 ．（ テ ー マ 好 き で す こ の ま ち こ の 緑 ，

樹 種 ス ギ･ ヤ マ ザ ク ラ な ど ，参 加1 万5,000 人 ，鳩 山 邦

夫 文 相 ，祝 辞 で 県 が 周 辺 樹 木 約4,400 本 を 伐 採 し た こ と

に 触 れ ，「子 供 た ち に は 雑 木 が 大 切 ，雑 木 だ か ら と い っ

て 切 っ て も い い とい う こ と に は な ら ない ，そ う い う 時 代

で は な い」と 批 判 ）

7.29　 第 ３回 緑 の 少 年 団 全 国 大 会, 福 井 県 大 野 市 六 呂

師 高 原 で 開 催. （ ～7.31, 緑 の 少 年 団88 団 体2,200 人 参

加 ）

11.1　 第16 回 全 国 育 樹 祭 ，高 知 県 吾川 郡 吾 北 村 程 野

で 開 催 ．（ テ ーマ ふ る さ と は 地 球 の 緑 発 信 地 ，参 加6,000

人 ）

○ （平 成4 年 度 ） ダ イ エ ー緑 化 資 金 に よ る 植 樹（ ４

地域），フェリシモの森資金による植林，等を実施.

4.25　 第44 回 全 国 植 樹 祭 ，沖 縄 県 糸 満 市 米 須（ 太 平 洋

戦 争 激 戦地 跡 ） で 開 催 ．（県 は沖 縄 復 帰20 周 年 記念 事 業

と 位 置 づ け ， テ ー マ 育 て よ う 地 球 の 緑 豊 か な 未 来 ，樹

種 リ ュ ウ キ ュ ウ マ ツ･ フ ク ギ な ど ，参 加 １万 人 ． ＊ 全 国

一 巡 の 最 後 ，（森 林 愛 護 連 盟 時 代 の 昭23 東 京, 昭24 神 奈

川 ， ま た 昭46 は 広 島･ 島 根 両 県 で 実施 ，こ れ を 通 算 す る

と 全 国 一 巡 と な る ）， 天 皇･ 皇 后 両 陛 下 の 沖 縄 訪 問 は 歴

代 天 皇 で 初 め て ）

4.29　第４回森と花の祭典－みどりの感謝祭，日比谷

公 園 で 開 催 ．（参 加 ２万 人 ，第 ４ 回 み ど り の 文 化 賞 は 黒

沢 丈 夫 群 馬 県 上 野 村 村 長 （森 林 と 水 の 守 り 手 ，山 村 を

支 え る（個 人 ）と し て の 功 績 ））

7.4 （ 財 ）ニ ッ セ イ緑 の 財 団 設 立 ．（千 代 田 区 有 楽 町

1 ）

8.3　 第 ４回 緑 の少 年 団 全 国 大 会 ，長 野 県 松 本 市 と安

曇 村 上 高地 で 開 催. （～8.5,  40 都 道 府 県1,500 人 参 加 ）

10.31　第17回全国育樹祭,三重県菰野町の三重県民の
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4.1　 林 野 庁 ，林 業 講 習 所 を ，「 森

林 技 術 総 合 研 修 所」と改 称 ．

4.1　林野庁，流域総合間伐対策

実施要綱制定.

4.27 「緑 と水 の 森 林 基 金 」の 造 成

期 間 一 応 終 了 ．（昭 和63.4 か ら200 億

円 を 目 標 に 募 金 開 始 ，以 後 満 ７年 と

な り ，大 蔵 省 告 示 に よ る 指 定 寄 附 金

扱 い の 募 金 活 動 は 終 了 ，平 成7.4.27

現 在 実 績177 億4,500 万 円 （ 目 標 の

88.7％,内訳：林野関係87億6,500

万円（達成率87.7％) ,通産関係89

億7,900 万 円 （電 気 事 業 連 合 会 な ど ，

達成率89.8％)） ,目標達成まで募金

は 継 続 ． ＊ 同 時 に 進 め ら れ た 建 設 省

サ イ ド の「河 川 整 備 基 金 」（目 標300 億

円 ） は 実 績259 億5,000 万 円 ，達 成 率

86.5％)

5.8　 緑 の 募 金 によ る 森 林 整 備 等 の

森 で 開 催 ．（テ ー マ う る お い と や さ し さ を伝 え る 豊 か な

緑 ，参 加6,000 人 ）

○ （平 成 ５年 度 ） ロ ーソ ン緑 化 資 金 に よ る 植 樹（ ６

箇所）実施.

○ （平 成 ５年 度 ） 寄 附 金 附郵 便 葉 書 受 配 金 に より ，

「国 民 参 加 の 森 」の 施 設 整 備 を 実 施.

4.29　 第 ５ 回 森 と花 の 祭 典 － み ど り の 感 謝 祭 ，東 京･

日 比 谷 公 園 で 開 催 ．（参 加 ２万 人 ，第 ５ 回 緑 の 文 化 賞 に

宮崎県諸塚村（「森林と水の守り手,山村を支える(団体)」

と し て の功 績 ））

5.22　 第45 回 全 国 植 樹 祭 ，兵 庫 県 美 方 郡 村 岡 町 瀞 川

平 で 開 催 ，（ 全 国 ２巡 目 の 第 １回 ， テ ーマ 森 の 緑 で 心 の

豊かさを，樹種スギ・トチノキなど，参加1万2,000人）

8.8　 第５回 緑 の 少 年 団 全 国 大 会 ，三 重 県 阿 児 町･ 大

王 町 で 開 催. （～8.10,  84 団 体1,500 人 参 加 ）

9.25　 第18 回 全 国 育 樹 祭 ，石 川 県 河 北 郡 津 幡 町 石 川

県 森 林 公 園 で 開 催 ．（ テ ーマ こ の 緑 育 む 手 と 手 で 豊 か な

明 日, 7,000 人 参 加 ）

4.29　 第 ６回 森 と 花 の 祭 典 － みど り の 感 謝 祭 ，東 京･

日 比 谷 公 園 で 開 催．（快 晴 で 参 加3 万 人 ， 第 ６ 回 み ど り

の 文 化 賞 は「 草刈 り 十 字 軍（足 立 原貫 ）」受 賞（ ボランティ

ア 活 動 に よ る 森 林 づ くり に 功 績 ））

5.21　 第46 回 全 国 植 樹 祭 ，広 島 県 豊 田 郡 本 郷 町 の 県

立 中央 森 林 公 園 で 開 催 ．（ テ ーマ 宇 宙 か ら 平 和 が 見 え る

森 林 づ くり ，小 雨の 中1 万2,000 人 参 加 ）

7.26　 第 ６回 緑 の 少 年 団 全 国 大 会 ，岩 手 県 松 尾 村 の岩

手県民の森で開催.（～7.28,全国緑の少年団連盟・国土

緑 推 機 構 な ど 共 催 ，全 国 か ら3,200 人 参 加 ）

10.1　 第19 回 全 国 育 樹 祭 ， 滋 賀 県 高 島 郡 今 津 町･ ビ

ラ デ ス ト 今 津 で 開 催 ．（テ ーマ ふ る さ と に き ら め く 水 と

あ ふ れ る 緑 ，参 加6,500 人 ）

○　 緑 の 募 金 法 公 布 に 伴 い ，平 成 ８ 年 ま で に す べ て

の 都 道 府 県 緑 推 委 が 法 人 化 ．
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推 進 に 関 す る 法 律( 緑 の 募 金 法) 公布･

6.1 施 行 ．( 毎 年 一 定 期 間(2.1 ～5.31

及 び9.1 ～10.31) 内 に 限 っ て 国 民 か

ら｢ 緑 の 募 金｣ の 寄 附 金 を 募 集し ，森

林 整 備 等 の 推 進 に 用 い る ，都 道 府 県

緑 推･ 国 土 緑 推 機 構 を 募金 の 実 施主 体

と し て 法 定 ．　＊ 緑 の 羽 根 募 金 が ， 緑

の 募 金 と し て 法 律 に 基 づ く募 金 制 度

に 生 れ 変 わ る ，議 員 立 法)

6.12　 食 と 農･ 林･ 漁 と 環 境 の 国 民

運 動 連 絡 会( み ど り 運 動 連 絡 会) 設 立

総 会 ．(東 京 千 代田 区 の 憲 政 記 念 館 で

開 催 ，約40 の 団 体 一個 人 が 参 加 ，林

業 関 係 か ら 国 土 緑 推 機 構･ 全 森 連･ 林

業 協 会 な ど 参 加 ．＊ 連 立 与 党 の｢ み ど

り 議 連｣ の民 間 版)

7.24　 林 野 庁 ，｢ 水 源 の 森 百 選｣ を

選 定･ 公 表 ．( 平 成6.12.14 設 置 の 検 討

委 員 会( 林 野 庁 長 官 の私 的 諮 問 機 関 ，

座 長 筒 井 迪 夫 東 大 名 誉 教 授･ 委 員10

人) が, 取 水 源 と し て の利 用 や 森 林 環

境 の 保 健的 利 用 等 が な さ れ て い る 水

源 林 で ，適 切 に整 備 さ れ 特 筆 す べ き

特 徴 が あ る も の を ， 都 道 府 県 の 推 薦

に 基 づ き 選 定)　8.4 選 定 され た森 林

の 所 有 者 に ，林 野 庁 長 官 か ら 認 定 書

交 付 式 ．( 東 条会 館)

10.18｢ 中 央 林 業 団 体 緑 の 募 金 協

力 会｣ 発 足 ．( 中 央 の 林･ 材 関 係 約60

団 体 で 構 成 ，会 長 須 藤 徹 男 日 本 林 業

協 会 長)

11.29　 森 林 資 源 基 本 計 画 を 閣 議

決 定 ．(森 林 区 分 を 、 従 来 の｢ 人 工 林･

天 然 林｣ か ら｢ 育 成 単 層 林･ 育 成 複 層

林 一天 然 生 林｣ の３区 分 に 改 め 、 森 林

の 質 的 充 実 を 目 指 す)

1.31　 国 土 緑 推機 構,｢ 緑 の 募 金｣ の シ ン ボル マ ー ク(一

般 公 募 の3,118 点 か ら 埼玉 県 川 越 市 青 柳 謹 一 氏 の 作 品 入

選)と，「葉っぱシール｣(ブナの葉･カエデの葉のワッペ

ン) 発 表.

2.15　 国 土 緑 推 機 構 ，｢緑 の 協 力 員｣ 募 集 開 始 ．(緑 の募

金 活 動 を ボ ラ ン テ ィア で 支 援･ 協 力 す る 有志 ，登 録 者 に

は｢ 緑 の 協 力 員 証｣ を交 付)

2.16　 第 １回｢ 森 林 と 市 民 を 結 ぶ 全 国 の 集 い｣ 開 催.( ～
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2.18, 東 京 の 国 立 オ リ ン ピ ッ ク 記 念 青 少 年 総 合 セ ン タ

ー で ，国 土 緑 推 機 構･ 森 づ くり フ ォ ー ラ ム な ど の 実 行 委

員 会 主 催 ，全 国 各 地 の 森 林 づ く り ボ ラ ン テ ィ ア･ グ ル

ープ の ネ ット ワ ーク形 成 を め ざ し ，全 国 か ら850 人 参 加 ，

６ テ ーマ14 分 科 会 で 意 見 交 換)

3.22　｢ 沖 縄 県 民100 万 本 植 樹 運 動｣ 達 成 記 念 式 典( 那

覇 市).

4.12　 国土 緑 推機 構,『緑 の 募 金 だよ り 』創 刊 ．(春 秋 の

年 ２ 回 刊)

4.22　国土緑推機構,緑の募金のイメージソングＣＤ

『愛にかえる日― Naturally』発売.(詞･藤光康知恵(倉敷

市), 歌･ 森口 博 子, キ ン グ レ コ ード,カ ラ オ ケ 付．　＊ 歌 詞 は

一 般 公 募 ，応 募746 点 中の 最 優 秀 作)

4.29　第７回森と花の祭典－緑の感謝祭，日比谷公園

で 開 催.( 参 加 ３万 人, 第 ７回 み ど り の 文 化 賞 は 高 橋 延 清

氏 に( 持 続 的 な 森 林 経 営 を め ざす 森 林づ く り に 功 績))

4.-　石川県の｢百万本ケヤキ植栽運動｣スタート．(中

山 間 地 域 の 耕 作 放 棄 地 な ど に平 成 ８年 か ら10 年 間 に117

万 県 民 １人 １本 植 栽 を 目 標)

5.19　 第47 回 全 国 植 樹 祭, 東 京 都 の 山 の 森 会 場( 檜 原

村 数 馬･ 都 民 の 森, 2,700人)･ 街 の 森 会 場( 江 東 区 辰 巳 の 森

海 浜 公 園, 5,000 人)･ 海 上 の 森 会 場( 江 東 区 青 海 ２丁

目 の 中 央 防 波 堤 内 側 の 埋 立 地,  4,300人) の3 会 場 で 開 催･

(テーマ森がささえるくらし都市がはくぐむ緑―東京森

隣 生 活, 快 晴 の 下 計 １万2,000 人 参 加, 宇 宙 衛 星 を 利 用 し

三 元 中 継 で ３会 場 同 時 進 行 ，両 陛 下 は 街･ 海 の ２ 会 場 に

出 席)

7.30　 第 ７回 緑 の 少 年 団 全 国 大 会 ，広 島 県 吉 和 村･ 県

立 も み の き森 林 公 園 な ど で 開 催．( 参 加1,500 人)

8.1　 国 土 緑 推 機 構, イ ン タ ー ネ ッ ト 上 に｢ 緑 の 募 金｣

の ホ ー ムペ ージ を 開 設.

10.13　 第20 回 全 国 育 樹 祭 ，栃 木 県 矢 板 市 の 県 民 の 森

で 開 催 ．( テ ー マ ふ る さ と の 緑 が 育 む 人･ 未 来 ， 参 加

8,000 人)

○　｢緑の募金｣開始．(緑の募金の初年度)

○　( 平 成 ８年 度)｢ グリ ー ン ボ ラン ティア の 登 録 事 業｣

を 開 始.( 一 般 市 民 が 自 ら 森 林 整 備 に 参 加 す る グ リーンボ

ラ ンティア を登 録 す る事 業 を, 地 方 緑 推 に 委 託 し て 実 施)



年 一般・国土緑化政策等 国 土 緑 化 の 運 動

1997

(平 成9)

1998

(平 成10)

2.3　林野庁，花粉の少ないスギ

15 品 種 を 選 抜 し た と 発 表 ．

4.1　林野庁，森林保全整備事業

実 施 要 綱･ 森 林 環 境 整 備 事 業 実 施 要

綱，各制定.

6.4　 河 川 法 改 正 公 布 ．(｢ 樹 林 帯

制 度｣ 創 設)

6.13　 環 境 影 響 評 価 法 公 布 ．

6.-　Ｎ Ｔ Ｔ，インターネット･ホー

ム ペ ー ジ｢ 森 の 贈 り 物｣ 開 設 ．( 林 野

庁･ＭＯＲＩＭＯＲＩネットワーク・

国 土 緑 推 機 構 が 取 材 協 力 ，

http://www.wnn.or.jp/wnn-f)

12.1　 地 球 温 暖化 防 止 京 都 会 議 開

催.( ～12.12, 京 都 市 ，二 酸 化 炭 素

の 吸 収 源 と し て 森 林 が 位 置 づ け ら れ

る)

12.18　 林 政 審 議 会 ，｢ 林 政 の 基 本

方 向 と国 有 林 野 事 業 の 抜 本 的 改 革｣ 答

申･

12.19　 第 ２次 森 林 整 備 計 画 を 閣 議

決 定 ．(平 成 ９～ 平 成15 年 度 ま で の ７

年 間 の 計 画 ，総 投 資 額 ５兆3,800 億

円)

3.25　 特 定 非 営 利 活 動 促 進 法( Ｎ Ｐ

Ｏ法)公布.

10.9　 地 球 温 暖 化 対 策 の推 進 に 関

す る法 律 公 布.

10.19　 国 有 林 野 事 業 改 革 特 別 措

置 法 公布.

12.25　 林 野 庁, 初 の 国 有 林 野 の｢ 管

理 経 営 基 本 計 画｣ 決 定 ．

4.29　 第 ８回 森 と花 の 祭 典 － み ど り の 感 謝 祭 ，日比 谷

公 園 で 開 催 ．（参 加 ３万 人, 第 ８ 回 みど り の 文 化 賞 は「 明

治 神 宮 の 森」に 授 与（緑 豊 か な国 土 と 新 し い 森 林文 化 の 創

造 に 貢 献 ））

5.16　 郵 政 省 ，「 国 土 緑 化 運 動 」の 記 念 切 手（蔵 王 の お

釜とミヤギノハギ，50円) 2,500万枚発行.

5.18　 第48 回 全 国 植 樹 祭 ，宮 城 県 白 石 市 の 国 立 南 蔵

王 青 少 年 野 営 場 で 開 催.（ テ ーマ 森 づ く り 大 地 に 託 す 夢･

未 来 ，快 晴 の下 １ 万2,000 人 参 加 ）

7.29　 第 ８ 回 緑 の 少 年 団 全 国 大 会 ，福 岡 県 久 留 米 市･

八 女 郡 黒 木 町 で 開 催. （～7.31, 全 国 か ら1,500 人 参 加 ）

9.27　 第21 回 全 国 育 樹 祭 ，青 森 県 平 内 町 の 青 森 県 林

業 試 験 場･ 夜 越 山 森 林 公 園･ 青 森 市 で 開 催. （～9.28)

4.29　 第 ９回 森 と花 の 祭 典 － み ど り の 感 謝 祭 ，日比 谷

公園で開催．（第９回みどりの文化賞は，「えりも岬の緑

を 守 る会 」受 賞 （海 を 蘇 ら せ た森 林 づ く り に 貢 献 ））

4.-　国土緑推機構，「緑の相談室（グリーンダイアル）」

を 開 設 ．（フ リ ー ダ イ ア ル0120-110381)

5.10　 第49 回 全 国 植 樹 祭 ，群 馬 県 沼 田 市･ 川 場 村･ 県

立 森 林 公 園 で 開 催 ．（ テ ー マ 聞 こ え ま す か 森 の 声 ，参 加

１ 万7,500 人 ）

8.21　 国 土 緑 推 機 構,「21 世 紀 に お け る国 土 緑 化 運 動 」

の検討結果を発表.

10.3　 第22 回 全 国 育 樹 祭, 鳥 取 市･ とっ とり 出 合い の

森 と ，西 伯郡 大 山 町 赤 松 で 開 催. （ ～10.4, テ ーマ 汗 の

育 樹 に か が や く 未 来 ， 参加7,000 人 ）



年 一 般･ 国 土 緑 化 政 策 等 国 土 緑 化 の 運 動

1999

(平 成11)

2000

(平 成12)

3.1　林野庁の国有林部門の組織

再編施行．(林野庁国有林部―森林管

理局―森林管理署体制スタート)

6.11　 森 林 開 発 公 団 法 改 正 公 布.

(｢ 緑 資 源 公 団 法｣ と 改 題) 10.1 発 足.

7.5　 小 淵 恵 三 首 相 ， 中 国 の 植 林

活 動 を 支 援 す る た め100 億 円 規 模 の

基 金 設 置 構 想 を 発表.

7.16　 農 林 水 産 省 設 置 法 公 布 ．(平

13.1.6 施 行 ， 省 の 所 掌 事 務 に｢ 国 土 緑

化 の 推 進 に 関 す る こ と｣ を規 定)

11.19　 日 中両 国 政 府 ，｢ 日 中 民 間

緑 化 協 力 委 員 会｣ を設 置 し ，同 委 員 会

の 事務 局 と し て わ が 国 に｢ 日中 緑 化 交

流 基金｣ を 設 置 して 日本 の民 間団 体 等

に よ る 中 国 へ の 植 林 緑 化 事 業 に 助 成

す る 国 際 約 束( 交 換 公 文) を締 結.

10.8　 日 中 緑 化 交 流 基 金 ，中 国 北

京 市 昌 平 区 に お い て ， 日 中 民 間 緑 化

協 力 委 員 会 資 金 に よ る 事 業 の 発 足 を

記 念 し ，｢ 日 中 緑 化 協 力 記 念 林 造 成

式 典｣ を 中 国 緑 化 基 金 会 と 共 同 開 催 ．

4.29　 第10 回 み どり の 感 謝 祭, 日比 谷 公 園 で 開 催.( 第

10 回 み ど り の 文 化 賞 は, 筒 井 迪 夫 東 大 名 誉 教 授 受 賞( 森

林 文 化 の 新 た な 展 開 に貢 献))

5.30　 第50 回 全 国 植 樹 祭 ，静 岡 県 田 方 郡 天 城 湯 ヶ島

町･ 新 天 城 高 原 と 新 天 城 ド ー ム で 開 催.( テ ーマ 未 来 の あ

な た へ 緑 の 風 お くり ま す ，参 加 １万2,000 人)

8.15　 国 土 緑 推 機 構 主 催, 緑 の 少 年 団 の 第 １ 回 海 外 研

修 を 実 施.( ～8.21, カ ナ ダ ， アル バ ー タ州 青 少 年 森 林

警 備 隊 と 交 流 な ど ，日 本 か ら59 人 が 参 加)

10.30　 第23 回 全 国 育 樹 祭 ， 大 阪 府 堺 市 の 大 仙 公 園

(お 手 入 れ 行 事)･ 岸 和 田 市 の 蜻 蛉 池 公 園( 式 典) で 開 催･

(～10.31, テ ー マ｢ 育 て よ う 街 が や わ らぐ 緑 の 樹｣ ，皇

太 子 夫 妻 ら7,500 人 参 加)

11.26　 国 土 緑 推 機 構 臨 時 総 会 ，定 款 変 更 ．( 機 構 の

事 業 に｢ 日 中 民 間 緑化 協 力 委 員 会 に 対 す る 支 援｣ を 加 え ，

理 亊 ２ 名 を 増 員)

4.23　 第51 回 全 国 植 樹 祭 ，大 分 県 大 野 町 の 県 民 の 森

で 開 催 ，テ ー マ｢2000 年 豊 か な国 の 森づ く り｣.

4.29　 第11 回 み ど り の 感 謝 祭 ， 日 比 谷 公 園 で 開 催.

(第11 回 み ど り の 文 化 賞 は｢ ゴ ル フ ァ ーの 緑 化 促 進 協 力

会｣ に ． 国 土 緑 化 運 動50 周 年 記念 事 業 の １ と し て｢ 子 供

た ち に 贈 る 緑 の 本50 冊｣ を 発 表 ， 寄 贈)

8.30　 国 土 緑 推機 構 ，国 土 緑 化 運 動50 周 年 記 念 式 典

を 東 京 都港 区･ 虎 ノ門 パ ス ト ラル で 開 催 ，田 中正 則 専 務

理 事 が50 年 間 の 歩 み を 報 告 し た後 ，緑 化 運 動 功 労 者 に

感 謝 状 を贈 呈.

9.17　 第24 回 全 国 育 樹 祭 ，福 島 県 猪苗 代 町 で 開 催 ，

テ ー マ｢ ふ る さ との 大 地 に 広 が れ 緑 の 輪｣ ．



第2章
主要規程・要綱類

1．通　則

●社団法人 国土緑化推進機構定款

第１章　総　　　　 則

（名　称）

第１条　 この法人は ，社団法人 国土緑化推進機

構という。

（事務所）

第２条　 この法人は，事務所を東京都千代田区に

置く。

第２章　 目的及び事業

（目　的）

第３条　この法人は，国土緑化運動を推進するこ

とにより ，森林資源の造成 ，国土の保全及び水

資源のかん養並びに生活環境の緑化をはかり ，

もって文化日本の発展に寄与すること及び国際

貢献を目的とする。

（亊　業）

第４条　 この法人は,前条の目的を達成するため，

次の事業を行う。

（1） 植樹行事及び国土緑化大会の開催

（2） 緑の募金（緑の募金による森林整備等の推

進に関する法律 （平成７年法律第88 号。以下

「法」という。）第２条第２項の緑の募金をい

う。以下同じ｡ ）の推進並びに緑の募金によ

る寄附金及び都道府県緑化推進委員会（法第

５条第２項の都道府県緑化委員会をいう。以

下 「推進委」という。）から交付される寄附

金の管理

（3） 森林の整備 ，緑化の推進及び森林の整備又

は緑化の推進に係る国際協力（以下「森林整

備等」という。）を行う者等に対する交付金

の交付並びに森林整備等の実施及び森林整備

等に関する調査及び研究

（4） 推進委相互の連絡及び業務の調整 ，推進委

に対する指導及び助言並びに推進委の業務に

関する情報又は資料の収集及び提供

（5） 日中民間緑化協力委員会の設置に関する日

本国政府と中華人民共和国政府との間の交換

公文により設置される日中民間緑化協力委員

会に対する支援

（6）「緑と森の森林基金」による森林資源の整

備，利用等及び森林資源の整備を通じた水資

源のかん養等に関する総合的な調査研究 ，普

及啓発等並びにこれらに対する助成

（7） 国土緑化の普及宣伝に関する事業

（8） 会員相互の連絡を図るため機関誌その他資

料の発行

（9）その他この法人の目的達成に必要な事業

（業務方法書）

第５条　前条第６号に規定する事業の実施のため，

緑と水の森林基金（以下 ，「基金」という｡）の

造成 ，管理及び運用に関する事項について業務

方法書を定めるものとする。

２　業務方法書は，総会の議決を経て ，農林水産

大臣及び通商産業大臣の承認を受けなければな

らない。これを変更しようとするときも，同様と

する。

第３章　会　　　　 員



(会　員)

第６条　 この法人の会員は，次の３種とする。

(1) 正会員

国土緑化運動を推進する団体又は個人であ

って会費をおさめる者

(2) 賛助会員

この法人の趣旨に賛同する団体又は個人で

あって賛助会費をおさめる者及びこの亊業に

協力する者

(3) 名誉会員

この法人に対し，特に功労のある者

(入　会)

第７条　正会員又は賛助会員になろうとする者は，

入会申込書を理事長に提出し，理事会の承認を

得るものとする。

２　名誉会員は，理事長が推せんし，総会の承認

を得るものとする。

(会　費)

第８条　会費は，総会において決める。

２　賛助会費は，理事会において決める。

(資格喪失)

第９条　 会員は，次の理由によってその資格を喪

失する。

(1)　退会

(2)　禁治産又は準禁治産の宣告

(3)　死亡 ，失そう宣告又は解散

(4)　除名

(退　会)

第10 条　 会員で退会しようとする者は，理由を

附して，理亊長に退会届けを提出しなければな

らない。

(除　名)

第11 条　 会員が次の各号の一に該当するときは，

総会の議決を経て，理事長がこれを除名するこ

とができる。この場合には理事長は，その総会

の日の10 日前までにその会員に対して，その旨

を書面をもって通知し ，かつ総会で弁明する機

会を与えるものとする。

(1) 会費を２年間滞納したとき

(2) この法人の会員としての義務に違反したとき

(3) この法人の名誉を傷つけ ，又はこの法人の

目的に反する行為のあったとき

(既納会費の不返還)

第12 条　既納の会費は，いかなる理由があって

もこれを返還しない。

第４章　会長，最高顧問 ，名誉会長役員 。

顧問及び職員

(会長及び最高顧問)

第13 条　この法人に会長及び最高顧問を置く。

２　会長は, 名誉職とし，衆議院議長を推戴する。

３　最高顧問は，名誉職とし，参議院議長を推戴

する。

(特別顧問)

第14 条　 この法人に特別顧問を置くことができ

る。

２　特別顧問は，名誉職とし，第４条第５号に関

し功績のあった者を理事会の議を経て推戴する。

(役員の定数)

第15 条　 この法人に次の役員を置く。

理　 事　　45 名以上 ，50名以内

監　 亊　　 ３名

２　理事のうち理事長 ，副理事長及び専務理事は

おのおの１名とし，常務理事は４名とする。

(役員の専任)

第16 条　理亊は，次の各号に定める者を充てる。

(1)　正会員の中から総会において選任された者

(2)　正会員以外の者であって総会の承認をうけ

た者。ただし ，10名以内とする。

２　理事長, 副理事長, 専務理事及び常務理事は，

理事のうちから互選する。

３　監事は，正会員のうちから総会において選任

された者を充てる。

４　理事及び監事は,相互に兼ねることができない。

５　理事のうち，同一親族( ３親等以内の親族及

びこの者と特別な関係にある者をいう｡) 又は

特定の企業の関係者である理事の占める割合は，



そ れ ぞ れ 理 亊 現 在 数 の ３ 分 の １ を 超 え て は な ら

な い 。

(役 員 の 職 務)

第17 条　 理 事 長 は ，こ の 法 人 を 代 表 し ，会 務 を

統 轄 す る 。

２　 副 理 事 長 は ，理 事 長 を 補 佐 し ，理 事 長 が 事 故

あ る と き は そ の 職 務 を 代 理 し ，理 事 長 が 欠 け た

と き は そ の 職 務 を 代 行 す る。

３　 専 務 理 事 は, 理 事 長 及 び 副 理 事 長 を 補 佐 し, 事

務 局 を統 轄 し て 会 務 を 処 理 し ，理 亊 長 及び 副 理

事 長 が 事 故 あ る と き は そ の 職 務 を 代 理 し ，理 事

長 及 び 副 理 事長 が 欠 け た と き は そ の職 務 を行 う。

４　 常 務 理 事 は ，専 務 理 事 を 補佐 し て ， こ の 法 人

の 業 務 を 執 行 す る。

５　 理 事 は ，理 事 会 を 組 織 し ， 総 会 の 議 決 に 従 い

会 務 を処 理 す る。

６　 監 事 は ，民 法 第59 条 の 職 務 を行 う 。

(任　 期)

第18 条　 こ の 法 人 の 役 員 の 任 期 は ２ 年 と し ，再

任 を 妨 げ ない 。

２　 補 欠 又 は 増 員 に よ る 役 員 の 任 期 は ，前 任 者 又

は 現 任 者 の残 任 期 間 と す る 。

３　 役 員 は ，辞 任 又 は任 期 満 了 で も ，後 任 者 が 就

任 す る まで ，な お ， そ の 職 務 を 行 う 。

４　 役 員 は ，こ の 法 人 の 役 員 とし て ふ さ わし く な

い 行 為 が あっ た 場 合 ，又 は 特 別 の 亊 情 の あ る 場

合 に は ， そ の 任 期 中で も 総 会 の 議 決 に よ り 理 事

長 が こ れ を 解 任 す るこ と が で き る。

(役 員 の 報 酬)

第19 条　 役 員 は ， 無 報 酬 と す る 。 た だ し ，理 亊

長 ，副 理 事 長 ，専 務 理 事 及 び 常 務理 事 は ，理 事

会 の 議 決 を経 て 報 酬 を受 け る こ と が で き る 。

(顧　 問)

第20 条　 こ の 法人 に 顧 問 を 置 く こ と がで き る。

２　顧問は,理事会の議決を経て理事長が委嘱する。

３　顧問は，理事長の諮問に答え，理事会に出席

し て 意 見 を 述 べ る こ と がで き る 。

(事 務 局)

第21 条　 この法人に事務局を置く。

２　事務局及び職員に関する事項は ，理亊長が別

に定める。

３　職員の任免は，理事長が行う。

第５章　会　　　　 議

(総会の招集)

第22 条　総会は, 通常総会及び臨時総会とし，民法

59 条第４項の規定により監事が召集する場合を

の ぞき ，理事長 がこ れを召集する。

２　通常総会は，毎年１回会計年度終了後２ヵ月

以内に開催する。

３　臨時総会は，次の各号の一に該当する場合に

開催する。

(1) 理事会において必要と認めたとき

(2) 正会員の３分の１以上から総会の請求があ

っだとき

(3) 監事が必要と認めたとき

４　前項第２号の場合において ，請求のあった日

から20 日以内に召集しなければならない。

(総会の構成員)

第23 条　 総会は ，正会員で構成し ，議決権は，

おのおの１個とする。

(総会の議長)

第24 条　 総会の議長は，理事長とする。ただし，

第22 条第３項第２号及び第３号の臨時総会の議

長は，会議のつど正会員の互選で定める。

(総会の通知)

第25 条　総会の召集は，少なくとも10 日前にそ

の会議に附議すべき事項，日時及び場所を記載

した書面をもって通知する。

(総会の議決事項)

第26 条　 この定款において別に定める事項のは

か，次の事項は，総会に提出してその承認を受

けなければならない。

(1) 定款の変更

(2) 事業計画及び収支予算

(3) 事業報告及び収支決算

(4) 財産目録及び賃借対照表



（5)　その他理事会において必要と認めた事項

(総会の議決方法)

第27 条　 総会は，この定款に別段の定めがある

場合を除くほか，正会員現在数の過半数が出席

しなければその議事を開き，議決することがで

きない。

２　総会の議事は，この定款に別段の定めがある

場合を除くほか,出席者の過半数をもって決し，

可否同数のときは議長の決するところによる。

(書面又は代理人による議決)

第28 条　 正会員は，あらかじめ通知された事項

につき，書面又は代理人により議決権を行使す

ることができる。

２　第１項の書面は，総会の日の前日までに本会

に到達しないときは無効とする。

３　第１項の代理人は，代理権を証する書面を本

会に提出しなければならない。

４　第１項の規定により議決権を行使する者は，

出席者とみなす。

(議事録)

第29 条　 総会の議事については ，次に掲げる事

項を記載した議亊録を作成しなければならない。

(1)　総会の日時及び場所

(2)　正会員の現在数

(3)　会議に出席した正会員の数

(4)　議案

(5)　議事の経過の概要及び結果

(6)　議事録署名人の選出に関する事項

２　総会の議事録は ，議長が作成し ，議長及び出

席正会員の中からその総会において選出された

議事録署名人２名以上が署名押印のうえ，これ

を保存する。

(理事会)

第30 条　理事長は, 次の場合に理事会を召集する。

(1)　理事長が必要と認めたとき

(2)　理事現在数の２分の１以上から請求があっ

たとき

２　理事会の議長は ，理事長とする。

(理事会の議決事項)

第31 条　 この定款に定めるもののほか，次の亊項

については理事会の議決を経なければならない。

(1)　総会の召集及び総会に附議すべき事項

(2)　総会の議決した事項の執行に関すること

(3)　諸規程の制定，改廃に関すること

(4)　その他理事長が必要と認めた事項

(準　 用)

第32 条　 第27 条 ，第28 条及び第29 条の規定は，

理事会において準用する。

第６章 緑 の 募 金

(運営協議会の設置)

第33 条　この法人に，毎事業年度の緑の募金に関

する事業の事業計画 ，収支予算 ，亊業報告 ，収

支決算その他緑の募金の運営に関する重要事項

を，この法人の諮問に応じ，調査審議する機関

として運営協議会を置く。

(組　 織)

第34 条　 運営協議会は委員10 人以上15 人以内で

組織する。

２　委員は森林整備等に関する学識経験を有する

者のうちから，農林水産大臣の認可を受けて ，

理事長が任命し ，その任期は２年とする。ただ

し ，再任されることができる。

３　補欠又は増員により就任した委員の任期は ，

前任者又は現任者の残任期間とする。

(運営協議会会長)

第35 条　 運営協議会に会長を置き，委員の互選に

よりこれを定める。

２　運営協議会会長は，運営協議会の会務を総理

する。

３　運営協議会の議長は，運営協議会会長がこれ

に当たる。

４　運営協議会会長に事故があるときは，委員の

うち，運営協議会会長のあらかじめ定める者が

その職務を代行し ，運営協議会会長が欠けたと

きは，その職務を行う。

(委　 任)



第36条　この章に規定するものの外，運営協議会

の運営について必要な事項は，理事長が，理事

会の議決を経て ，別に定める。

第７章　緑と水の森林基金

(基金の設置)

第37 条　この法人に，次の各号に掲げる亊業の経

費に充てるため ，基金を設ける。

(1)　森林資源の整備 ，利用等に関する総合的な

調査研究，普及啓発等の事業及びこれらに対

する助成

(2)　森林資源の整備を通じた水資源のかん養及

び産業的利用等に関する調査研究，普及啓発

等の事業並びにこれらに対する助成

(3)　その他前各号に掲げる事業に附帯する亊業

(審議会の設置)

第38 条　この法人に，毎事業年度の基金の事業計

画，収支予算，事業報告，収支決算その他基金

の運営に関する重要事項を審議する機関として，

緑と水の森林基金運営審議会( 以下｢ 審議会｣

という｡) を置く。

(組　織)

第39 条　 審議会は，委員10 人以上20 人以内で組

織する。

２　委員は森林資源の整備・利用及び水資源の利

用等に関して識見を有する者のうちから，理事

会の承認を得て理亊長が委嘱し ，その任期は ，

２年とする。ただし，再任されることができる。

３　補欠又は増員により就任した委員の任期は ，

前任者又は現任者の残任期間とする。

(審議会会長)

第40 条　 審議会に会長を置き，委員の互選により

これを定める。

２　審議会会長は，審議会の会務を総理する。

３　審議会の議長は,審議会会長がこれに当たる。

４　審議会会長に事故があるときは,委員のうち，

審議会会長のあらかじめ定める者がその職務を

代行し，審議会会長が欠けたときは，その職務

を行う。

(委　任)

第41 条　この章に規定するものの外，審議会の運

営について必要な事項は，理事長が，理事会の

議決を経て，別に定める。

第８章　資産及び会計

(資産の構成)

第42 条　この法人の資産は，次のとおりとする。

(1) この法人設立当初国土緑化推進委員会から

継承した別紙財産目録記載の財産

(2) 会費

(3) 事業に伴う収入

(4) 資産から生じる果実

(5)寄附金品

(6)国その他の助成金

(7) その他の収入

(資産の管理)

第43 条　この法人の資産は，理亊長が管理し，そ

の方法は，理事会において定める。

２　緑の募金に係る経理は，特別の勘定を設けて

他の経理と区別して行うものとする。

３　基金は，基金に充てることを指定して寄附さ

れた財産及び審議会の同意を経て理事会及び総

会で基金に繰り入れることを議決した財産をも

って構成する。

４　基金に係る経理は，特別の勘定を設けて他の

経理と区別して行うものとする。

５　基金のうち現金は，確実な金融機関に預け入

れ，信託会社に信託し，又は国債，公債その他

確実な有価証券にかえて，保管しなければなら

ない。

６　基金は，審議会の同意を経て，かつ，農林水

産大臣及び通商産業大臣の承認を得なければ，

これを処分し，又は，担保に供することができ

ない。

(経費の支弁方法)

第44 条　この法人の事業遂行に要する費用は，

資産をもって支弁する。

(長期借入金)



第45条　この法人は，資金の借り入れをしようと

するときは，その事業年度の収入額を上限とす

る借入金であって返済期間が１年以内のものを

除き，総会の議決を得，かつ，農林水産大臣の

承認を受けるものとする。

(事業計画書及び収支予算書)

第46条　理事長は，毎事業年度，事業計画書及び

収支予算書を作成し，緑の募金に係る部分につ

いては運営協議会の意見を聴いた後，基金に係

る部分については審議会の議を経た後，理事会

及び総会の議決を経て，農林水産大臣( 基金に

係る部分については，農林水産大臣及び通商産

業大臣。以下，次条及び第50条において同じ｡)

に提出しなければならない。これを変更しよう

とするときも，同様とする。

(事業報告及び決算)

第47 条　この法人の収支決算は，毎会計年度終了

後２ヵ月以内に理事長が作成し，財産目録，貸

借対照表及び事業報告書並びに会員の異動状況

書とともに監事の意見をつけ，緑の募金に係る

部分については運営協議会の意見を聴いた後，

基金に係る部分については審議会の承認を得た

後，理亊会及び総会の承認を得て，農林水産大

臣に報告しなければならない。

(義務の負担等)

第48条　収支予算で定めるものを除くほか，新た

に義務の負担( 借入金( 当該会計年度内の収入

をもって償還する一時借入金を除く。))をし，

又は権利の放棄をしようとするときは，理事会

及び総会の議決を経なければならない。

(会計年度)

第49 条　この法人の会計年度は，毎年７月１日

に始まり，翌年６月3.日に終る。

第９章　定款の変更及び解散

(定款の変更)

第50 条　この定款の変更は，理事会及び総会にお

いておのおの３分の２以上の議決を経，かつ，

農林水産大臣の認可を受けなければならない。

この場合において，緑の募金に係る部分につ

いては理事会及び総会の議決に先立って運営協

議会の意見を聴き，基金に係る部分については

理事会及び総会の議決に先立って審議会の議を

経なければならない。

（解　散）

第51 条　この法人の解散は，理事会及び総会にお

いておのおのの４分の３以上の議決を経,かつ，

農林水産大臣の認可を受けなければならない。

２　解散に当たっては，あらかじめ第43 条第６項

に規定する手続きを経て，基金のうち所得税法

第78 条第２項第２号及び法人税法第37 条第３項

第２号の規定に基づき大蔵大臣が指定した寄附

金により造成された部分については国に寄附し ，

その他の部分についてはこの法人と類似の目的

を有する公益事業に寄附するものとする。

（残余財産）

第52 条　この法人の解散に伴う残余財産は，理事

会及び総会において，おのおの４分の３以上の

議決を経 ，かつ ，農林木産大臣の許可を受けて，

この法人の目的に類似の目的を有する公益事業

に寄附するものとする。

附　　　 則（最終改正）

この変更規定は，農林水産大臣の認可のあった

日（平成12 年９月28 日）から施行する。

●社団法人 国土緑化推進機構事業運営要綱

昭和42 年８月２日　 制　　 定

平成７年11 月20 日　一部改正

第１章　総　　　 則

第１条　社団法人国土緑化推進機構（以下［機構］

という。）の定款第４条に規定する事業の運営

は，この要綱の定めるところにより行なうもの

とする。

第２条　機構は，前条の規定に基づき事業を実施

するにあたり，関係官公庁 ，学校および関係団

体との連携を緊密に行なうものとする。

第２章　植樹行事および国土緑化大会の開催



第３条　 植樹行事および国土緑化大会（以下「全

国植樹祭」という。）は，緑化運動における中

心的な全国行亊として,両陛下の行幸啓を仰ぎ，

毎年これを行うものとする。

全国植樹祭を開催する都道府県は会長の承認

をえて，理事会が決定するものとする。

第３条の２　全国育樹祭は，国土緑化運動の一環

として，毎年これを全国行亊として行うものと

する。

第４条　 全国植樹祭の開催および運営は，次の各

号に定めるほか，別に定める全国植樹祭運営要

領による。

１．全国植樹祭の開催は ，原則として機構と当該

都道府県との共催により行う。

２．全国植樹祭の大会長は機構の会長とし，副大

会長は原則として当該都道府県知事 ，機構の理

事長および緑化推進委員会（又はこれに相当す

る団体。以下同じ｡）の長とする。

３．全国植樹祭の円滑な運営を図るため，機構に

全国植樹祭特別委員会を ，当該都道府県に実行

本部をそれぞれ設ける。

第４条の２　全国育樹祭の開催および運営は，次

の各号に定めるほか，別に定める全国育樹祭運

営要領による。

１．全国育樹祭の開催は，原則として，機構と当

該都道府県との共催により行なう。

２．全国育樹祭の大会長は，機構の最高顧問であ

る参議院議長とする。

第３章　 緑の募金運動の推進

第５条 「緑の募金」運動は ，国土緑化への国民の

自発的な協力を促進助長するとともに「国民参

加の森林づくり」に資するため，募金のみなら

ず時間と労力の提供あるいは募金活動への参加

協力等 ，より多くの国民の善意を結集し ，「緑

のボランティア文化社会」実現を期して ，「緑

の募金による森林整備等の推進に関する法律」

（平成 ７年法律第88 号）に基づき実施するもの

とする。

第６条 「緑の募金」の実施に当たっては，次の各

号に定めるもののほか別に定めるところによる

ものとする。

１．緑の募金に対する理解を広め，都道府県緑化

推進委員会とともにこれを一大国民運動として

実施する。

２．国民運動の円滑な推進を図るため毎年度運動

方針を定めるとともに目標，使途等につき，国

民に対して積極的情報提供を行う。

３．寄付金の管理及び経理を厳正に行うとともに

募金の成果及び使途を公表する。

４．交付金の交付に当たっては，緑の募金の健全

な発展を確保するため，公正，透明性の確保に

努める。

５．緑の募金によって行う森林整備等各種事業に

ついては効果的に実施する。

第４章　国土緑化の普及宣伝その他の亊業

第７条　機構は，国土緑化の普及宣伝その他の事

業として，次の事業を行なうものとする。

１．機関誌「国土緑化」の刊行

２．緑化ポスターの原画募集と作成配布

３．学校植林・環境緑化コンクールの実施

４．植栽樹手入運動の推進

５．市民緑化活動，森林愛護運動，記念植樹等の

推進

６．国土緑化の普及徹底をはかるために行なう各

種亊業で，第２章および第３章に掲げる以外の

亊業

７．その他，緑化運動に関する広報宣伝活動

第５章　相談役および参与の委嘱

第８条　理事長は，この要綱に定める事業を円滑

に実施するため，相談役および参与を置くこと

ができる。

第９条　相談役および参与は，理事会の議決を経

て，理事長が委嘱する。

第10 条　相談役および参与は，この要綱に定め

る事業の運営に参画し，協力するものとする。



2．全国植樹祭・全国育樹祭

●全国植樹祭運営要領

社団法人 国土緑化推進機構（以下「機構」と

いう。）事業 運営要綱第４条に基づく植樹行事お

よび国土緑化大会（以下「全国植樹祭」という｡）

の開催運営に関しては，機構の定款および機構事

業運営要綱に定めるもののほか ，この要領の定め

るところによる。

１．開催の趣旨

全国植樹祭は幅広い国民運動としての国土緑

化運動の一環として行なわれるものであり ，こ

の趣旨に添うよう十分配慮するとともに，国民

的要望 ，開催地の都道府県（以下「開催県」と

いう｡）の県民の意向等を参酌して ，計画 ，実

施するものとする。

２．開催の順序

全国植樹祭は原則として下表のとおり東･ 中･

西にわけて開催するものとする。

地域　 地　区　　　　 都　道　府　県　名

北海道　 北海道

東　北　 青森･岩手･宮城･秋田･山形･福島
東　　

関　東　 茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・

東京・神奈川

中　部　 新潟・長野・山梨・静岡・愛知・

岐阜・福井・石井・富山
中　　

近　畿　 三重・滋賀・京都・大阪・兵庫・

奈良・和歌山

中　国　 鳥取・島根・岡山・広島・山口

四　国　 香川・徳島・愛媛・高知
西　　

九　州　 福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・

宮崎・鹿児島・沖縄

３．開催の申出

全国植樹祭の開催を希望する都道府県知事は，

当該都道府県緑化推進委員会との連名による書

面をもって機構会長に申し出るものとする。

書面の提出は開催年の４年前の５月末日まで

にするものとする。

４。開催県の決定および内定

機構理事会は，全国植樹祭の開催県を開催年

の３年前の12 月末日までに決定するものとする。

なお ，必要があると認める場合は決定に先立

って開催県を内定することができる。

５．テーマ

開催県 は，全国植樹祭の開催に当たって，機

構と協議のうえ，開催の時期，開催の場所 ，県

民の意向，県政の方針等を考慮して，全国植樹

祭のテーマを定めるものとする。

６．開催の効果

開催県は全国植樹祭の開催を契機として，国

土緑化思想の高揚を図るため，開催地域，開催

年次だけの催しとすることなく緑化運動の連続

性および教育的効果を発揮しうるよう配慮する

ものとする。

７．回数および時期

全国植樹祭の開催は原則として年１回とし ，

時期は開催地の植樹時期を勘案して定めるもの

とする。

８．会　　 場

開催県は，機構と協議のうえ会場を選定する

ものとする。

会場の選定に当たっては交通，宿泊人員，規

模等を考慮し ，会場の造成に当ってば，極力原

地形を有効に利用し ，やむを得ず地形の変形を

行う場合でも，その面積は最小隕度にとどめる

よう配慮するものとする。

なお,現地の状況によっては,植樹地の分散，

会場と植樹地の分離等についても考慮するもの

とする。

９．参加人員および参加範囲

参加人員は会場の広さ，交通機関の条件等に

よって定めるものとし，参加範囲は全国植樹祭

の目的 ，性格に適する範囲とするものとする。

10. 施設の設置

全国植樹祭の開催に必要な諸施設の設置につ

いては，極力既存の施設の利用を考慮し ，新設



に当ってば単一目的，短期利用のものはできる

だけ避け，多目的長期的利用可能なものを設置

するよう配慮するものとする。

11. 開催の経費

全国植樹祭の開催に当っては全国植樹祭の性

格，目的にてらし質素に行うこととし ，経費の

節減につとめるものとする。

12. 安　　 全

開催に当っては輸送の安全 ，荒天の際の準備

等について，十分配慮するものとする。

13. 全国植樹祭特別委員会

全国植樹祭特別委員会の委員は，機構会長が

委嘱するものとする。

全国植樹祭特別委員会の議長は機構理事長と

する。

14. 標　　 章

全国植樹祭の標章には，機構の会旗を用いる

こととし ，全国植樹祭開催当日 ，国旗，県旗と

ともに掲揚するものとする。

全国植樹祭の標章は ，全国植樹祭終了後 ，速

やかに次回開催県に引き継ぐ ものとする。

15. 雑　　 則

この要領に定めるもののほか，開催について

必要な事項については，機構と開催県が協議し

て定める。

16. 附　　 則

この要領は昭和48 年９月１日より施行し ，第

26回全国植樹祭から適用する。（第25 回全国植樹

祭においても可能な限り ，この要領に準じて行

うものとする｡）

現行の要領（昭和44 年７月24 日理亊会決定）

は廃止する。

●全国育樹祭運営要領

全国育樹祭の開催 ，運営に関しては社団法人

国土緑化推進機構（以下「機構」という。）の定

款および機構事業運営要綱に定めるもののほか，

この要領の定めるところによる。

１。開催の趣旨

全国育樹祭は，幅広い国民運動としての国土

緑化運動の一環として行い，活力ある緑の造成

気運を高め, 次代への連帯性を深めることとする。

全国育樹祭の計画 ，実施に当ってば，国民的

要望，開催地の都道府県（以下「開催県」とい

う｡）民の意向等を参酌するものとする。

２．開催の主体

全国育樹祭の開催は，機構と開催県の共催と

し，育樹祭の大会長は，機構の最高顧問である

参議院議長とする。

３．開催の申出

全国育樹祭の開催を希望する都道府県知亊は，

当該都道府県緑化推進委員会長との連名による

書面をもって機構理事長に申し出るものとする。

書面の提出は，開催前年の３月末日までにす

るものとする。

４．開催県の決定

機構の理事会は，全国育樹祭の開催県を開催

前年の８月末日までに決定するものとする。

５．テ ー マ

開催県は，全国育樹祭の開催に当って ，機構

と協議のうえ，開催の場所，県民の意向 ，県政

の方針等を考慮して，全国育樹祭のテーマを定

めるものとする。

６．開催の時期

開催の時期は，原則として秋季とし ，開催県

は機構と協議のうえ開催月日を決定するものと

する。

７．会　　 場

開催県は，機構と協議のうえ会場を選定する

ものとする。

会場は ，全国植樹祭地または開催県内におい

て緑化運動を推進するのに適当な場所とし ，交

通，宿泊 ，人員，規模等を考慮して選定するも

のとする。

８．参加人員および参加範囲

参加人員は，会場の広 さ，宿泊 ，交通等を考



慮して定めるものとし，参加範囲は，全国育樹

祭の目的 ，性格に適する範囲とする。

９．開催の経費

全国育樹祭の開催に当っては，質素に行うこ

ととし，経費の節減につとめるものとする。

10. 標　　 章

全国育樹祭の標章には ，機構の会旗を用いる

こととし，全国育樹祭開催当日，国旗 ，県旗と

ともに掲揚するものとする。

11. 雑　　 則

この要領に定めるもののほか，開催について

必要な事項については，機構と開催県が協議し

て定める。

12. 附　　 則

(1)　この要領は，昭和52年８月26日より施行す

るものとする。

(2)　経過措置

昭和52 年開催する県は,3,4 項の措置

が既に実施されたものとみなし大分県とする。

昭和53 年開催する県の３項による申出期

隕は，昭和52 年12 月末日とし，４項による決

定は昭和53 年３月末日とする。

3．緑の少年団

●全国緑の少年団連盟規約

(名　称)

第１条　この会は，全国緑の少年団連盟(以下｢連

盟｣ という｡) と称する。

(事務所)

第２条　連盟の事務所は東京都千代田区平河町2-7

社団法人国土緑化推進機構内におく。

(目　的)

第３条　 連盟は，緑の少年団を育成し，その活動

の促進を図り，もってその健全な発展に資する

ことを目的とする。

(事　業)

第４条　 連盟は，前条の目的を達成するため ，次

の事業を行う。

(1)　緑の少年団相互の親善, 交流および情報交換

(2)　緑の少年団関係の諸大会の開催および海外

交流

(3)　緑の少年団指導者の養成および研修

(4)　緑の少年団の育成および指導

(5)　緑の少年団運動の普及および活動等に必要

な需品の調整・斡旋

(6)　緑の少年団安全会の管理・運営

(7)　その他前条の目的を達成するために必要な

事項

(会　員)

第５条　 連盟の会員は次のとおりとする。

(1) 正会員

第１種会員　 都道府県の緑の少年団の連合体

(以下｢ 都道府県連盟｣ という｡)及び緑の少

年団で，連盟に加盟登録されたもの

第２種会員　都道府県の緑の少年団育成会の

連合体，国土緑化推進機構，都道府県緑化

推進委員会等緑の少年団の育成及び活動に

参加・協力する団体

(2) 賛助会員　連盟の活動に賛同する団体 ，企

業 ，個人

(加　入)

第６条　 連盟に加入しようとするものは，所定の

申込書を会長に提出し，正会員は理亊会の承認

を得て加盟登録され，賛助会員は会長が承認す

ることによってその効力を生ずる。

(会　費)

第７条　会員は，総会において決められた会費を

納めるものとする。

(退　 会)

第８条　連盟を退会しようとする会員は，理由を

付して退会届けを会長に提出することとし，退

会届けを受理した会長は，理事会にその旨を報

告しなければならない。

２　会員が，連盟の名誉を傷つけ ，または目的に

反する行為があったときは会長はその旨を理事



会に諮り，その議決を経て除名することができる。

３　退会または除名された会員は，すでに納入し

た会費の返還を求めることはできない。

(役　員)

第９条　連盟に，次の役員をおく。

会　長　　 １名

副会長　　 ２名

理　事　　 若千名

監　亊　　 ２名

(役員の選任)

第10 条　理事および監亊は, 総会において選任し ，

会長, 副会長は理事の互選によって決定する。た

だし，副会長のうち１名は国土緑化推進機構亊

務局長をあてる。

(役員の任期)

第11 条　役員の任期は２年とする。但し再任は妨

げない。補欠により就任した役員の任期は前任

者の残任期間とする。

２．役員は，辞任または任期満了後においても，

後任者が就任するまでは，その職務を行なわな

ければならない。

(役員の職務)

第12 条　 役員の職務は次のとおりとする。

(1) 会長は,連盟を代表し連盟の運営を総理する。

(2) 副会長は，会員を補佐し，会長亊故あると

きは ，会長があらかじめ指名した順によりそ

の職務を代理する。

(3) 理事は，規約および総会の議決に基づき業

務を執行する。

(4) 監事は，連盟の会計を監査する。

(顧問および相談役)

第13 条　 連盟に顧問および相談役をおくことがで

きる。

２　顧問および相談役は，会長が理事会の同意を

得て委嘱する。

３　顧問および相談役は，会長の諮問に応ずる。

(総　会)

第14 条　総会は，正会員をもって構成し，毎年１

回会長がこれを招集する。

但し，会長が必要と認めたときは，臨時に開

くことができる。

２　総会は ，会員の３分の１の出席をもって成立

する。

３　総会の議長は，総会において出席会員の中か

ら選任する。

４　総会の議決は，出席会員の過半数をもって決

し，可否同数のときは，議長の決するところに

よる。但し，本連盟規約の改廃については，出

席会員の３分の２以上の同意を必要とする。

５　やむを得ない理由により，総会に出席できな

い会員は，他の会員を代理人として，表決を委

任することができる。

(総会の議決事項)

第15 条　 次の事項は，総会の議決を経なければ

ならない。

(1) 事業報告および収支決算

(2) 事業計画および収支予算

(3) 規約の変更

(4) その他理事会で必要と認めた亊項

(理事会)

第16 条　 理事会は，必要に応じ会長がこれを招集

する。

２　理事会は，理亊の２分の１の出席をもって成

立する。

３　理事会の議決は ，第14 条第４項本文を準用

する。

４　会長が，必要と認めたときは，理亊以外の特

定の都道府県連盟の役員その他の出席を要請す

ることができる。

(ブロック協議会)

第17 条　 連盟に，地方的な事項を検討・処理する

ため，ブロック協議会を設けることができる。

２　ブロックは，北海道・東北，関東 ，中部・北

陸，近畿，中国・四国，九州の６ブロックとする。

(経　費)

第18 条　連盟の経費は，会費・助成金・寄附金お



よびその他の収入をもってこれにあてる。

(会計年度)

第19条　連盟の会計年度は，毎年７月１日に始ま

り翌年の６月30 日までとする。

(事務局)

第20 条　 連盟の事務を処理するため，事務局を

置く。

２　事務局には，事務局長１名，その他の職員若

干名を置く。

３　事務局その他の職員は ，会長が委嘱する。

(その他)

第21 条　 この規約に定めたもののほか，連盟の運

営上必要なことは，理事会にはかって，会長が

別に定める。

(附　則)

１　本規約は ，平成元年12 月19 日から施行する。

２　設立当初の会計年度は，第19 条の規定にかか

わらず ，設立の日から平成２年６月30[1 までと

する。

３　設立時の役員の任期は，第11 条の規定にかか

わらず，平成２年６月30 日までとする。

●緑の少年団安全会々則（昭和55年5月１日制定）

第１条（名称及び所在地）

本会は，緑の少年団安全会（以下「本会」と

いう。）と称し ，事務所を社団法人国土緑化推

進機構（以下「機構」という）内に置く。

第２条（目　的）

本会は ，緑の少年団（以下「団」という。）

活動が円滑に運営 され健全に発展するために，

団活動中の災害防止並びに補償の対策を講ずる

ことを目的とする。

第３条（事　業）

本会は，前条の目的を達成するために次の事

業を行う。

（1） 災害補償制度の企画，審議及び運営事務

（2） 団活動の災害防止のための諸施策の調査 ，

立案，審議

（3） その他本会の目的達成のために必要な事業

２．前項第１号の災害補償制度の対象とする団活

動の種類及び補償額は細則にこれを定める。

第４条（会　員）

本会の会員は，団加盟者で機構が保管する会

員名簿に掲載してある会員とする。

第５条（会　 費）

本会を組織する会員は細則に規定する会費を

本会に納入する。

第６条（運営委員会）

本会は事業の適正な運営をはかるため, 運営委

員会を設置し,次の各号について検討調査する。

（1） 事業の運営のための財政に関する事項

（2）本規定の改廃並びに疑義の解決に関する事項

（3） 細則に規定する災害補償金請求に関する審

査及び苦情の処理に関する事項

（4） その他事業の運営に必要な事項

第７条（運営委員会の構成）

運営委員会の構成は，５名以上10 名までの

委員をもって構成し，委員の互選にて委員長１

名を選任する。

第８条（委員の資格及び任期）

運営委員会の委員は，国土緑化推進機構の理

事より互選されたもの及び会員をもってこれに

充て ，任期は２年とし，再任は妨げない。

第９条（運営委員会の開催）

運営委員会は必要に応じ委員長がこれを招集

する。

第10 条（細 則）

本会の運営に関し別に細則を定めることがで

きる。

●緑の少年団団則( ひな形)

(名称)

第１条　この団は，００ 緑の少年団と称する。

(目的)

第２条　この団は，緑に親しみ，緑を愛し，これ

を育てつつ，健全な心身を養い，互いに力を合



わせて社会のために役立つ自主的な活動をする

ことを目的とする。

(組織)

第３条　 この団の団員は，前条の目的に賛同する

○○学校( 又はＯＯ地域) の児童・生徒であっ

て ，団員にふさわしい者とする。

(活動)

第４条　(1) 緑を通した野外における自然の学習

(2) 緑を愛護し守り育てるため必要な実

践行動

(3) 緑を中心とした団体によるレクリェ

ーション

(4) その他目的を果たすためにみんなで

決めたこと

(役員)

第５条　 この団に次の役員を置き，役員は総会で

選任する。役員の任期は１年とする。 ただし ，

再任されることができる。

団長１名，副団長○名以内，指導者○名 ，隊

長○名以内，班長○名以内

(役員の任務)

第６条　 団長は団をまとめ ，会議の議長となり ，

団を代表する。

副団長は団長を助ける。

指導者は団の活動計画の立案 ，実施の指導 ，

団の会計 ，庶務の事務にあたる。

隊長は隊をまとめる。

班長は班をまとめる。

(事務局)

第７条　この団の事務局を○○におく。

(会議)

第８条　会議は総会および役員会とする。

剛　 総会は年１回○月に開催する。ただし必要

に応じて臨時に開催することができる。

(2) 役員会は，必要に応じて開催する。

(経費)

第９条　この会の経費は，会費・補助金・寄附金を

もってあてる。会費は年間１人ＯＯ円とする。

（簿冊）

第10 条　団の簿冊は次のとおりとする。

（1） 団運営及び計画

（2） 団　則

（3） 団員・役員名簿

（4） 会計帳簿

（5）供用品台帳

（6）その他必要な簿冊

（服装・装備）

第11 条　 団員は活動時には団が別に定める制服･

装備を着用する。

（附則）

この団則は昭和○年○月○日から施行する。

4. 緑 の 募 金

●緑の募金による森林整備等の推進に関する法律

（平成 ７年５月８日 法律第88 号）

目　次

第１章　総則（第１条ー第４条）

第２章　都道府県緑化推進委員会（第５条ー第

12条）

第３章　 国土緑化推進機構（第13 条一第15 条）

第４章　緑の募金（第16 条一第23 条）

第５章　雑則（第24条ー第26条）

附　則

第１章　総　 則

（目　的）

第１条　 この法律は，緑の募金の健全な発展を図

るために必要な措置を定めること等により，国

民 ，事業者及びこれらの者の組織する民間の団

体（以下「国民」と総称する｡）が行う森林整

備等に係る自発的な活動等の円滑化を図り，も

って我が国における森林の整備及び緑化の推進

並びにこれらに係る国際協力の推進に資するこ

とを目的とする。

（定　義）

第２条　 この法律において「森林整備等」とは，



次の各号に掲げる活動をいう。

一　森林の整備

三　緑化の推進

三　森林の整備又は緑化の推進に係る国際協力

２　 この法律において「緑の募金」とは，毎年，

農林水産大臣の定める期間内に限って緑の募金

という名称を用いて行う寄附金の募集であって ，

その寄附金を森林整備等の推進に用いることを

目的とするものをいう。

（基本理念）

第３条　森林整備等は，森林及び樹木が水源のか

ん養，環境の保全等人間の健康で文化的な生活

を確保する上で欠くことのできない役割を果た

していることにかんがみ，現在及び将来の世代

にわたって人間が豊かな緑と水に恵まれた生活

を維持することができるよう，国民の自発的な

活動を生かして，積極的に推進されなければな

らない。

（啓発活動）

第４条　 国及び地方公共団体は，森林及び樹木の

果たしている役割の重要性についての国民の理

解と関心を深めるため，必要な啓発活動を行う

よう努めるものとする。

第２章　都道府県緑化推進委員会

（指定等）

第５条　都道府県知事は，森林整備等の推進を図

ることを目的として設立された民法（明治29 年

法律第89 号）第34 条の法人であって，次条に規

定する業務を適正かつ確実に行うことができる

と認められるものを ，その申出により，当該都

道府県に一を限って ，同条に規定する業務を行

う者として指定することができる。

２　都道府県知事は ，前項の指定をしたときは ，

同項の指定を受けた者（以下「都道府県緑化推

進委員会」という。）の名称，住所及び事務所

の所在地を公示しなければならない。

３　都道府県推進委員会は，その名称，住所又は

事務所の所在地を変更しようとするときは，あ

らかじめ，その旨を都道府県知事に届け出なけ

ればならない。

４　都道府県知事は,前項の届出があったときは，

その旨を公示しなれけばならない。

(業　 務)

第６条　 都道府県緑化推進委員会は，当該都道府

県の区域において，緑の募金による寄附金を用

いて,次の各号に掲げる業務を行うものとする。

一　緑の募金及び緑の募金による寄附金の管理

を行うこと。

二　 森林整備等を行う者又は森林整備等を行う

者に対して助成をする者に対して交付金の交

付を行うこと。

三　森林整備等の事業を行うこと。

四　森林整備等に関する情報又は資料を収集し ，

及び提供すること。

五　前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

(運営協議会)

第７条　 都道府県緑化推進委員会は，運営協議会

を置くものとする。

２　運営協議会は，都道府県緑化推進委員会の諮

問に応じ，都道府県緑化推進委員会の業務の運

営に関する重要事項を調査審議する。

３　運営協議会の委員は，森林整備等に関する学

識経験を有する者のうちから，都道府県知事の

認可を受けて，都道府県緑化推進委員会の代表

者が任命する。

(事業計画書等)

第８条　都道府県緑化推進委員会は,毎事業年度，

農林水産省令で定めるところにより，事業計画

書及び収支予算書を作成し，都道府県知事に提

出しなければならない。これを変更しようとす

るときも，同様とする。

２　都道府県緑化推進委員会は，農林水産省令で

定めるところにより，毎事業年度終了後，事業

報告書及び収支決算書を作成し，都道府県知事

に提出しなければならない。

(区分経理)



第９条　都道府県緑化推進委員会は，緑の募金に

よる寄附金に係る経理については，その他の経

理と区分して整理しなければならない。

（改善命令）

第10 条　都道府県知事は，第６条に規定する業務

の運営に関し改善が必要であると認めるときは，

都道府県緑化推進委員会に対し ，その改善に必

要な措置をとるべきことを命ずることができる。

（指定の取消し）

第11 条　都道府県知亊は，都道府県緑化推進委員

会が次の各号のいずれかに該当するときは，第

５条第１項の指定（以下この条において「指定」

という｡）を取り消すことができる。

一　 第６条に規定する業務を適正かつ確実に行

うことができないと認められるとき。

二　指定に関し不正の行為があったとき。

二　 この法律又はこの法律に基づく命令若しく

は処分に違反したとき。

２　都道府県知事は，前項の規定により指定を取

り消したときは，その旨を公示しなければなら

ない。

（聴聞の方法の特例）

第12 条　 前条第１項の規定による指定の取消しに

係る聴聞の期日における審理は，公開により行

わなければならない。

第３章 国土緑化推進機構

（指　定）

第13 条　 農林水産大臣は，森林整備等の推進を図

ることを目的として設立された民法第34 条の法

人であって ，次条に規定する業務を適正かつ確

実に行うことができると認められるものを，そ

の申出により，全国に一を限って ，同条に規定

する業務を行う者として指定することができる。

（業　 務）

第14 条　前条の指定を受けた者（以下「国土緑化

推進機構」とい う。）は ，緑の募金による寄附金

及び第18 条第１項の規定により交付される寄附金

を用いて, 次の各号に掲げる業務を行うものとする。

一　緑の募金並びに緑の募金による寄附金及び

第18 条第１項の規定により交付 される寄附

金の管理を行うこと。

二　森林整備等を行う者又は森林整備等を行う

者に対して助成をする者のうち国土緑化推進

機構による助成を受けることが適当なものと

して農林水産省令で定める要件に該当するも

のに対して交付金の交付を行うこと。

二　森林整備等の事業のうち国土緑化推進機構

が行うことが適当なものとして農林水産省令

で定める要件に該当するものを行うこと。

四　都道府県緑化推進委員会相互の連絡及び業

務の調整を行うこと。

五　 都道府県緑化推進委員会に対する指導及び

助言を行うこと。

六　 都道府県緑化推進委員会の業務に関する情

報又は資料を収集し ，及び提供すること。

七　 森林整備等に関する調査及び研究を行うこ

と。

八　 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

（準　用）

第15 条　第５条第２項から第４項まで及び第７条

から第12 条までの規定は，国土緑化推進機構に

ついて準用する。この場合において ，第５条第

２項中「都道府県知事」とあるのは「農林水産

大臣」と ，「前項」とあるのは「第13 条」 と，

同条第３項及び第４項，第７条第３項並びに第

８条中「都道府県知事」とあるのは「農林水産

大臣」と，第９条中「寄附金」とあるのは「寄

附金及び第18 条第１項の規定により交付される

寄附金」と，第10 条中「都道府県知事」とある

のは「農林水産大臣」と，「第６条」とあるのは

「第14 条」と，第11 条第１項中「都道府県知事」

とあるのは「農林水産大臣」と，「第５条第１

項」とあるのは「第13 条」と ，同項第１号中

「第６条」とあるのは「第14 条」と，同条第２

項中「都道府県知亊」とあるのは「農林水産大

臣」と読み替えるものとする。



第４章 緑 の 募 金

(緑の募金の性格)

第16 条　緑の募金は，寄附者の自発的な協力を基

礎とするものでなければならない。

(意見の聴取)

第17 条　国土緑化推進機構は，緑の募金を行うと

きは ，あらかじめ，当該緑の募金を行おうとす

る地域の属する都道府県の都道府県緑化推進委

員会の意見を聴かなければならない。

(寄附金の使途)

第18 条　都道府県緑化推進委員会は，農林水産省

令で定めるところにより ，緑の募金による寄附

金の一部を国土緑化推進機構に交付するものと

する。

２　都道府県緑化推進委員会は，前項に定めると

ころによるほか，緑の募金による寄附金を，第

６条に規定する業務の実施に要する経費に充て

ること以外の使途に用いてはならない｡ ただし，

当該都道府県の区域外における森林整備等の推

進のために農林水産省令で定める使途に用いる

場合は ，この限りでない。

３　国土緑化推進機構は ，緑の募金による寄附金

及び第１項の規定により交付された寄附金を第

14条に規定する業務の実施に要する経費に充て

ること以外の使途に用いてはならない。

(計画の公告及び届出)

第19 条　都道府県緑化推進委員会は ，緑の募金を

行うときは，あらかじめ，第７条第１項の運営

協議会の意見を聴いて，当該緑の募金の目標額

及び当該緑の募金による寄附金の使途について

の計画を定め，これを公告するとともに ，都道

府県知事に届け出なければならない。

(交付金の交付等の決定)

第20 条　 都道府県緑化推進委員会は，緑の募金に

よる寄附金に係る第６条第２号の交付金の交付

先及び交付する額並びに同条各号( 同条第２号

を除く。)に掲げる業務ごとのその業務の実施

に要する経費に充てる当該寄附金の額及び第18

条第２項ただし書の農林木産省令で定める使途

ごとのその使途に充てる当該寄附金の額を決定

しようとするときは，あらかじめ，第７条第１

項の運営協議会の意見を聴かなければならない。

（結果の公告及び届出）

第21 条　都道府県緑化推進委員会は，毎事業年度

終了後３月以内に，当該亊業年度に行った緑の

募金による寄附金の総額 ，当該寄附金に係る第

６条第２号の交付金の交付を受けた者の氏名又

は名称及び交付した額並びに同条各号 （同条第

２号を除く。）に掲げ る業務ごとのその業務の

実施に要する経費に充てた当該寄附金の額及び

第18 条第２項ただし書の農林水産省令で定め

る使途ごとのその使途に充てた当該寄附金の額

を公告するとともに，都道府県知事に届け出な

ければならない。

（準　用）

第22 条　 前３条の規定は，国土緑化推進機構につ

いて準用する。この場合において，第19 条中「第

７条第１項」とあるのは「第15 条において準

用する第７条第１項」と，「都道府県知事」とあ

るのは「農林水産大臣」と，第20 条中「緑の募

金による寄附金に係る第６条第２号」あるのは「緑

の募金による寄附金又は第18 条第１項の規定に

より交付された寄附金に係る第14条第2 号」と,「当

該寄附金の額及び第18 条第２項ただし書の農林

水産省令で定める使途ごとのその使途に充てる

当該寄附金の額」とあるのは「これらの寄附金

の額」と ，「第７条第１項」とあるのは「第15 条

において準用する第７条第１項」と，第21 条中「緑

の募金による寄附金の総額，当該寄附金に係る

第６条第２号」とあるのは「緑の募金による寄

附金及び第18 条第１項の規定により交付された

寄附金のそれぞれの総額，これらの寄附金に係

る第14 条第２号」と，「当該寄附金の額及び第

18条第２項ただし書の農林水産省令で定める

使途ごとのその使途に充てた当該寄附金の額」

とあるのは「これらの寄附金の額」と ，「都道



府県知事」あるのは「農林水産大臣」と読み替

えるものとする。

（情報の提供）

第23条　都道府県緑化推進委員会及び国土緑化推

進機構は，緑の募金についての国民の理解を深

めるため，緑の募金による寄附金を用いて行わ

れた森林整備等の成果に関する情報が提供され

るように努めなければならない。

第５章　雑　　　　則

（報告及び検査）

第24条　都道府県知事は都道府県緑化推進委員会

に対して，農林水産大臣は国土緑化推進機構に

対して，これらの団体の業務の適正な運営を確

保するため必要な限度において，その業務に関

し報告をさせ，又はその職員にこれらの団体の

事務所に立ち入り，業務の状況若しくは帳簿，

書類その他の物件を検査させることができる。

２　前項の規定により立入検査をする職員は，そ

の身分を示す証明書を携帯し，関係人にこれを

提示しなければならない。

３　第１項の規定による立入検査の権限は，犯罪

捜査のために認められたものと解してはならな

い。（省令への委任）

第25 条　この法律に規定するもののほか，この法

律の施行に関し必要な事項は，農林水産省令で

定める。

（罰　則）

第26 条　次の各号の一に該当する者は，20万円以

下の罰金に処する。

一　第19 条（第22 条において準用する場合を

含む｡）の規定による公告又は届出をしなか

った者

二　第21 条（第22 条において準用する場合を

含む｡）の規定による公告若しくは届出をせ

ず，又は虚偽の公告若しくは届出をした者

三　第24条第１項の規定による報告をせず，若

しくは虚偽の報告をし，又は同項の規定によ

る検査を拒み，妨げ ，若しくは忌避した者

２　都道府県緑化推進委員会又は国土緑化推進機

構の代表者又は代理人 ，使用人その他の従業者

が，その都道府県緑化推進委員会又は国土緑化

推進機構の業務に関し ，前項の違反行為をした

ときは，その行為者を罰するほか，その都道府

県緑化推進委員会又は国土緑化推進機構に対し

て同項の刑を科する。

附　　　 則

この法律は，平成 ７年６月１日から施行する。

●緑の募金による森林整備等の推進に関する法律

施行規則

（平成七年五月三十日農林水産省令第三十四号）

（緑の募金の期間）

第一条　 緑の募金による森林整備等の推進に関す

る法律（以下「法」とい う｡）第二条第二項の

規定による緑の募金の実施期間は，農林水産省

告示で定める。

（都道府県緑化推進委員会の指定の申請）

第二条　 第五条第一項の規定により指定を受けよ

うとする法人は，次に掲げる事項を記載した申

請書を都道府県知亊に提出しなければならない。

一　名称及び住所並びに代表者の氏名

二　 事務所の所在地

２　前項の申請書には，次に掲げる書類を添付し

なければならない。

一　定款又は寄附行為

二　 登記簿の謄本

三　 役員の氏名，住所及び略歴を記載した書面

四　指定の申請に関する意思の決定を証する書面

五　 法第六条各号に掲げる業務の実施に関する

基本的な計画

六　 法第六条各号に掲げる業務を適正かつ確実

に実施できることを証する書面

（都道府県緑化推進委員会の事業計画書等の提出）

第三条　 法第八条第一項に規定する事業計画書及

び収支予算書の提出は，毎亊業年度開始後二月



以内に(指定を受けた日の属する事業年度にあ

っては，その指定を受けた後遅滞なく) 行わな

ければならない。ただし，事業年度開始後二月

以内に緑の募金を実施する都道府県緑化推進委

員会にあっては，当該緑の募金の実施期間前に

行わなければならない。

２　法第八条第二項に規定する事業報告書及び収

支決算書の提出は，毎事業年度終了後三月以内

に行わなければならない。

(国土緑化推進機構による助成を受けることが適

当な者の要件)

第四条　法第十四条第二号の農林水産省令で定め

る要件は，次の各号の一に掲げるものとする。

一　二以上の都道府県にわたる広域的な見地か

ら森林の整備若しくは緑化の推進の事業を行

う者又は当該事業を行う者に対して助成をす

る者であること。

二　森林の整備若しくは緑化の推進に係る国際

協力を行う者又は当該国際協力を行う者に対

して助成をする者であること。

(国土緑化推進機構が行うことができる適当な亊

業の要件)

第五条　法第十四条第三号の農林水産省令で定め

る要件は，次の各号の一に掲げるものとする。

一　全国的な見地から行う森林の整備又は緑化

の推進の事業であること。

二　森林の整備又は緑化の推進に係る国際協力

の亊業であること。

(国土緑化推進機構への寄附金の一部の交付)

第六条　法第十八条第一項に規定する寄附金の一

部の交付は，緑の募金の実施期間終了後に，国

土緑化推進機構と各都道府県緑化推進委員会と

が協議して定める額を，当該都道府県緑化推進

委員会が国土緑化推進機構に交付して行うもの

とする。

(都道府県緑化推進委員会の寄附金の使途の例外)

第七条　法第十八条第二項ただし書の農林水産省

令で定める使途は，次のとおりとする。

一　当該都道府県の区域内の住民と当該都道府

県の区域外の住民との友好関係の増進を目的

とする森林整備等を行う者又は当該森林整備

等を行う者に対して助成する者に対して交付

金の交付を行うことに要する経費に充てるこ

と。

二　 前項に規定する森林整備等の事業を行う経

費に充てること。

（準用）

第八条　 第二条及び第三条の規定は，国土緑化推

進機構について準用する。この場合において ，

第二条の見出し中「都道府県緑化推進委員会」

とあるのは「国土緑化推進機構」と，同条第一

項中「法第五条第一項」とあるのは「法第十三

条」と，「都道府県知事」とあるのは「農林水

産大臣」と，同条第二項第五号及び第六号中「法

第六条各号」とあるのは ，「法第十四条各号」

と，第三条の見出し中「都道府県緑化推進委員

会」とあるのは ，「国土緑化推進機構」と，同

条第一項中「法第八条第一項」とあるのは「法

第十五条において準用する法第八条第一項」と，

「都道府県緑化推進委員会」とあるのは，「国土

緑化推進機構」と，同条第二項中「法第八条第

二項」とあるのは，「法第十五条において準用

する法第八条第一項」と読み替えるものとする。

附　　　 則

この省令は，緑の募金による森林整備等の推進

に関する法律の施行の日（平成七年六月一日）か

ら施行する。

●緑の募金の実施期間を定める件

（平成７年６月１日　 農林水産省告示第734 号）

緑の募金による森林整備等の推進に関する法律

（平成７年法律第88 号）第２条第２項の規定に基

づき，緑の募金の実施期間を毎年２月１日から５

月31日まで及び９月1日から10月31日までと定

めたので，緑の募金による森林整備等の推進に関

する法律施行規則（平成 ７年農林水産省令第34



号）第１条の規定に基づき，告示する。

●緑の募金による森林整備等の推進に関する法律

の施行について（事務次官通達）

７林野造第274 号

平成 ７年６月１日

各都道府県知事あて

農林水産事務次官

緑の募金による森林整備等の推進に

関する法律の施行について

緑の募金による森林整備等の推進に関する法律

（平成 ７年法律第88 号。以下「法」という｡）は ，

第132 国会において成立し，平成 ７年６月１日付

けで施行され，これに伴い，緑の募金による森林

整備等の推進に関する法律施行規則（平成７年農

林水産省令第34 号）が同日付けで施行されたの

で，下記事項に御留意の上，これらの法令に基づ

く制度の適切かつ円滑な運用について，特段のご

配慮をお願いする。

以上，命により通達する。

記

第１　法制定の趣旨

近年，我が国経済社会の成熟化 ，都市化の進

展 ，物の豊かさから心の豊かさを求める国民意

識の変化等に伴い ，緑とのふれあい ，良好な生

活環境の形成 ，生活用水の確保などに果たす森

林の公益的機能に対する国民の期待はかつてな

いほど高まってきている。

一方 ，地球上では，熱帯林の減少や農地の砂

漠化が急速に進行しており ，爆発的な人口増加

等の中で人類が生存していくためには，食料供

給に必要な農地を守り，また，二酸化炭素の吸

収・固定機能を始めとする森林の多様な機能を

持続的に発揮させていくような森林の整備を図

ることが必要不可欠である。

国民に問にも，国境を超えた緑化の動きが広

まっており ，我が国は ，国際社会の一員として ，

永年の植林経験を生かし ，林業技術の総力を挙

げて世界の緑環境の整備に協力していく必要が

ある。

緑の羽根募金運動は，昭和２５年に春の国土

緑化運動の象徴として開始されて以来 ，国民の

身近な環境の緑化や緑化意識の高揚に多大の役

割を果たしてきたが，人類共通の財産である森

林や緑に対する国民の関心の高まりを ，より一

層具体的な活動に結びつけていく仕組みとして，

今日，緑の羽根募金運動の意義は従来にも増し

て重要となっている。

このような状況を踏まえて ，森林の整備及び

緑化の推進並びにこれらに係る国際協力の推進

（以下「森林整備等」と総称する｡ ）の意義に対

する国民の理解を広めるとともに，国民全体に

よる森林整備等の取組を推進するため，国民の

自発的協力を基礎とする緑の羽根募金の基本的

性格を維持しつつ，これを緑の募金として ，そ

の基盤の強化と取組の多様化を図ることを目的

として ，本法が制定されたものである。

第２　緑の募金の定義

緑の募金とは，毎年 ，農林水産大臣の定める

期間に限って，緑の募金という名称を用いて行

う寄附金の募集であって ，その寄附金を森林整

備等の推進に用いることを目的とするものとさ

れた（法第２条第２項）。

したがって ，寄附金の募集であっても，農林

水産大臣の定める期間以外の期間において行う

もの，緑の募金という名称を用いないで行うも

の及びその寄附金を森林整備等の推進以外に用

いることを目的とするものは，本法にいう緑の

募金には当たらないので ，留意されたい。

また，緑の募金の実施期間については，毎年，

植樹祭シーズンの２月１日から５月31 日まで

及び育樹祭シーズンの９月１日から10 月31 日

までの期間とされた（平成７年６月１日農林水

産省告示第734 号）。

よって都道府県における実施期間は，この期



間の範囲内で，都道府県の実態に応じて自主的

に定めるよう都道府県緑化推進委員会（以下「推

進委員会」という｡）を指導されたい。

第３　基本理念

法第３条の基本理念は，森林及び樹木の果た

す役割の重要性 ，森林整備等の意義及びその推

進の在り方を明らかにするとともに，森林整備

等は国民の自発的活動を生かして積極的に推進

されるよう，その考え方を規定されたものであ

るので，この趣旨を踏まえた適切な御指導をお

願いする。

第４　啓発活動

法第４条は，国民の自発的な活動を助長する

ためには ，森林及び樹木の果たす役割の重要性

について国民の理解と関心を醸成することが重

要であることから ，国及び地方公共団体の啓発

活動について規定されたものである。

したがって，この趣旨を踏まえた積極的な啓

発活動の推進をお願いする。

第５　都道府県緑化推進委員会の指定等

都道府県知事は，森林整備等の推進を図るこ

とを目的として設立 された民法（明治29 年法

律第89 号）第34 条の法人を ，当該都道府県に

一を限って推進委員会として指定することがで

きることとされた（法第５条第１項）。

したがって ，既存の法人を指定する場合には

定款 ，寄付行為等の改正につき適切な御指導を

お願いする。

また，当該指定を受けるため新たに法人が設

立されることとなる場合には，法人設立の段階

からその定款 ，寄付行為等や組織体制等が的確

なものとなるよう適切に指導されたい。

第６　運営協議会

緑の募金の業務やその寄附金の使途について ，

第三者的な機関の意見を聴くことによって指定

法人の適正な業務の運営を確保するため，推進

委員会に運営協議会を置くこととされた（法第

７条）。

また，運営協議会の公平性及び第二者性を確

保するため運営協議会の委員の任命については，

都道府県知事の認可を要することとされた（同

条第３項）。

よって，委員の人選に当たっては，運営協議

会の公平性及び第三者性が確保されるような多

様な構成とするよう推進委員会を指導するとと

もに ，委員の任命の認可に当たってはこのこと

に留意されたい。

第７　緑の募金の性格

緑の募金は，寄附者の自発的な協力を基礎と

するものでなければならないと規定された（法

第16 条）。

これは ，緑の募金は寄附金の募集であり，寄

附者の自主的な協力を基礎とするものであるこ

とから，寄附金の募集が強制にわたることがな

いようにするために規定されたものである。し

たがって ，推進委員会の行う緑の募金の募集に

当たっては，このことに十分留意するよう指導

されたい。

第８　計画及び結果の公告及び届出

推進委員会に対し，緑の募金に関する計画及

び結果を公告させるとともに，これらを都道府

県知事に届け出ることが義務付けられた（法第

19条，第21 条）。

これは，推進委員会が行う緑の募金に関する

業務の透明な運営を確保し，国民の緑の募金に

対する信頼性を確保するために規定されたもの

であるので，推進委員会に対し，この趣旨を踏

まえた適切な方法により公告をするよう指導さ

れたい。

第９　情報の提供

法第23 条は，推進委員会が行う緑の募金に

ついて，緑の募金による寄附金を用いて行われ

た事業である旨を国民の目に見えるような形で

示すことにより，緑の募金に対する国民の理解

を深めることを目的として規定されたものであ

るので，この趣旨を踏まえた積極的な情報の提



供に努めるよう推進委員会を指導されたい。

第10　その他

この通達に定めるもののほか，本制度の推進

について必要な事項は，林野庁長官が別に定め

るところによるものとする。

●緑の募金による森林整備等の推進に関する法律

の運用について（林野庁長官通達）

７林野造第275 号

平成７年６月１日

各都道府県知事あて

林　野　庁　長　官

緑の募金による森林整備等の推進に関

する法律の運用について

緑の募金による森林整備等の推進に関する法律

（平成７年法律第88 号。以下「法」という。）の

施行については，「緑の募金による森林整備等の

推進に関する法律の施行について」（平成７年６

月１日付け７林野造第274号農林水産事務次官依

命通達）によりその運用に関する大綱が定められ

たが，その実施に当たっては，なお，下記事項に

留意されるようお願いする。

記

第１　都道府県緑化推進委員会の指定について

１　都道府県緑化推進委員会（以ド「推進委員

会」という。）の指定に当たっては，推進委

員会が果たす役割の重要性にかんがみ，業務

を適正かつ確実に遂行する能力の有無につい

て十分な審査を行うものとする。

２　緑の募金による森林整備等の推進に関する

法律施行規則（平成７年農林木産省令第34

号。以下「規則」という。）第２条第１項に

規定する指定の申請書の様式は，別記様式第

１号によるものとする。

３　規則第２条第２項各号に掲げる添付書類の

うち，第４号の「指定の申請に関する意思の

決定を証する書面」は，当該法人が推進委員

会の指定を申請することを決議した総会，理

事会等における議事録の写し等とし ，第６号

の「法第６条各号に掲げる業務を適正かつ確

実に実施できることを証する書面」は，役職

員の構成，財務状況を示す書類等当該法人の

業務遂行能力を判断し得る書類とする。

４　推進委員会を指定したときは，当該法人の

名称，住所又は事務所の所在地を公示すると

ともに，申請者に対して ，別記様式第２号に

より通知するものとする。

５　推進委員会の名称 ，住所又は事務所の所在

地の変更に係る届出書の様式は，別記様式第

３号によるものとする。また，届出があった

ときは ，その旨を公示するものとする。

６　法第５条第１項に規定する指定を受けるた

めの申出及び現に存する任意団体による法第

５条第１項に規定する法人の設立については，

当該申出を行おうとする法人及び当該任意団

体の任意の判断により行われるものであるこ

とに留意されたい。

また，法第５条第１項に基づき指定を受け

た法人が当該指定の解除を求めた場合には，

その業務を適正かつ確実に運営することがで

きない場合に該当するとみなして，法第11 条

第１号の規定により指定を取り消すことがで

きるよう取り扱われたい。

第２　運営協議会について

法第７条第３項に規定する運営協議会の委員

の任命に当たっての都道府県知事への認可申請

は，別記様式第４号によるものとする。

第３　事業計画等の提出について

１　規則第３条第１項に規定する事業計画書及

び収支予算書の様式は，別記様式第５号によ

るものとする。

２　規則第３条第２項に規定する事業報告書及

び収支決算書の提出は，別記様式第６号によ

るものとする。

第４　国土緑化推進機構への寄附金の一部の交付



について

規則第６条に規定する推進委員会から国土緑

化推進機構（以下「機構」という｡）への寄附

金の一部の交付に当たっては，各推進委員会と

機構は，原則として募金の実施期間終了後２月

以内に交付がなされるよう努めるものとする。

第５　計画及び結果の公告及び届出について

１　法第19 条及び第21 条に規定する緑の募金

に関する計画及び結果の公告については，広

報紙等の媒体を積極的に活用する等の適切な

方法により広く一般に周知するよう指導され

たい。

２　緑の募金に関する計画の届出書の様式は，

別記様式第７号によるものとする。

３　緑の募金に関する結果の届出書の様式は，

別記様式第８号によるものとする。

第６　情報の提供について

推進委員会は，交付金の交付を受けて森林整

備等を行った者に対し，当該森林整備等に係る

森林等に，緑の募金による寄附金によって森林

整備等を行ったことを示す標識を設置したり，

立て看板等に表示する等の方法により，緑の募

金の寄附金による事業であることを広く知らし

めるよう指導されたい。

第７　その他

推進委員会の指定後においても，法第24 条

の規定に基づく報告及び検査等を通じて，推進

委員会の業務が適正かつ隍実に実施されるよう

指導されたい。

5．緑と水の森林基金

●国土緑化推進機構｢ 緑と水の森林基金｣

業務方法書

(昭和63年４月26日制定)

第1章　総　　　　則

(目　的)

第１条　この業務方法書は，社団法人国土緑化推

進機構(以下｢ 機構｣ という｡) 定款第５条の規

定に基づき，緑と水の森林基金( 以下｢ 基金｣

という｡) の造成 ，管理及び運用に関する事項

についての業務の方法を定め ，もって業務の適

正かつ円滑な運営に資することを目的とする。

(業務運営の基本方針)

第２条　 機構定款第4 条第3 号に規定する事業に

係る業務は ，森林資源の整備，利用等を総合的

に推進する観点から森林資源の整備 ，利用等に

関する国の施策と整合するよう行うものとし ，

基金の管理及び運用は適正かつ効率的に行うも

のとする。

第2 章　基金の造成及び管理

(寄附の手続き)

第３条　機構が寄附を依頼するときは，募金趣意

書 ，寄附依頼書その他理事長が定める方法によ

り行うものとする。

２　機構に対する寄附は，寄附申込書その他理事

長が定める方法により申込みを受け付けるもの

とする。

(寄附台帳の整備)

第４条　理事長は, 基金の適正な管理を図るため，

寄附台帳を整備するものとする。

(管理の方法)

第５条　理事長は，次のいずれかの方法により基

金を管理するものとする。

(1) 国債，地方債，特別の法律により法人の発

行する債券，貸付信託の受益証券，その他確

実な有価証券の取得

(2) 銀行その他確実な金融機関への預金又は郵

便貯金

(3) 信託業務を営む銀行又は信託会社への金銭

信託

第3 章　 基 金 の 運 用

(助成の割合等)

第６条　助成の対象となる事業に対する助成の割

合及び助成金の額については ，理事長が緑と水



の森林基金運営審議会( 以下｢ 審議会｣ という｡)

の議を経て基準を定めるものとする。

(助成の中請)

第７条　 理事長は，助成金の交付を受けようとす

る者( 以下｢ 申請者｣ という。) から ，次の各

号に揚げる亊項を記載した助成申請書を提出さ

せるものとする。

(1) 申請書の氏名又は名称及び住所

(2) 助成金の交付を受けようとする事業の目的

及び内容

(3) 助成金の交付を受けようとする亊業の事業

計画及び資金計画

(4) 交付を受けようとする助成金の額及びその

算出の基礎

２　前項の助成申請書には ，理事長が必要と認め

た場合 ，次の各号に掲げる資料を添付させるこ

とができる。

(1) 申請者の業績に関する資料

(2) 前年度の貸借対照表及び収支計算書並びに

当該年度の収支予算書その他の申請書の資力

及び信用に関する資料

(3) その他次条の調査の参考となる資料

(申請内容の調査)

第８条　 理事長は，助成の申請があったときは，

当該中請に係る書類の審査等により ，事業の目

的及び内容が適正であるかどうか，金額の算定

に誤りがないかどうか等を調査するものとする。

(助成の決定)

第９条　 理亊長は，前条の規定による調査を行っ

た後 ，審議会の議を経て，助成の決定をするも

のとする。

(助成の条件)

第10 条　理事長は，助成の決定をするときは，助

成の目的を達成するため必要な条件を付するも

のとする。

(決定の通知)

第11 条　理事長は，助成の決定をしたときは ，そ

の決定の内容及びこれに付した条件を申請者に

通知するものとする。

（事情変更による決定の取消等）

第12 条　理事長は，助成の決定をした場合におい

て，天災地変その他助成の決定後生じた事情の

変更により助成事業の全部若しくは一部を継続

する必要がなくなったとき又は助成事業を行う

者（以下「助成事業者」という。）が助成事業

を遂行することができなくなったとき（助成事

業者の責に帰すべき事情によるときを除く。）

は,助成の決定の全部若しくは一部を取り消し ，

又はその決定の内容若しくはこれに付した条件

を変更することができる。ただし ，助成事業の

うち既に経過した期間に係る部分については，

この限りでない。

２　前条の規定は，前項の規定による取消等をし

た場合について準用する。

（状況報告）

第13 条　理亊長は，必要に応じ，助成事業者から

助成事業の遂行状況その他助成金の執行に関し

必要な亊項について報告させるものとする。

（実績報告）

第14 条　理事長は ，助成事業者が助成亊業を完了

したとき（助成事業を廃止したときを含む｡ ）

は，助成事業者から，助成事業の成果を記載し

た実績報告書に，必要な書類を添付の上提出さ

せるものとする。

（助成金の額の確定等）

第15 条　理事長は，前条の実績報告書を受理した

ときは，書類の審査等により ，その報告に係る

助成事業の成果が助成の決定の内容及びこれに

付した条件に適合するものであるかどうかを調

査し ，適合すると認めたときは，交付すべき助

成金の額を確定し ，当該助成事業者に通知する

ものとする。

（決定の取消）

第16 条　 理事長は，助成事業者が助成金の他の用

途への使用をし，その他助成事業に関して助成

の決定の内容又はこれに付した条件に違反した



ときは，助成の決定の全部又は一部を取り消す

ことができる。

２　前項の規定は，助成事業について交付すべき

助成金の額の確定かあった後においても適用が

あるものとする。

３　第11条の規定は，第１項の規定による取消し

をした場合について準用する。

（返　還）

第17条　理事長は，助成の決定を取り消した場合

において，助成事業の当該取消に係る部分に関

し，既に助成金が交付されているときは，期限

を定めて，その返還を請求するものとする。

２　理事長は，助成事業者に交付すべき助成金の

額を確定した場合において，既にその額を超え

る助成金が交付されているときは，期限を定め

て，その返還を請求するものとする。

（加算金）

第18条　理事長は，第16条1項の規定による取消

しに関し，助成金の返還を請求したときは，助

成事業者から，助成金の受領の日から納付の日

までの日数に応じ，当該助成金の額（その一部

を納付した場合におけるその後の期間について

は，既納付額を控除した額）につき年10.95%

の割合で計算した加算金を機構に納付させるも

のとする。

２　前項の年当たりの割合は，閏年の日を含む期

間についても , 365日当たりの割合とする。

３　第１項の規定により加算金を納付させる場合

において，助成事業者の納付した金額が返還す

べき助成金の額に達するまでは，その納付金額

は，まず当該返還すべき助成金の額に充てられ

たものとする。

（延滞金）

第19条　理事長は，助成事業者が助成金の返還の

請求を受け，これを納付日までに納付しなかっ

たときは，納付日の翌日から納付の日までの日

数に応じ，その未納付額（その一部を納付した

場合におけるその後の期間については，既納付

額を控除した額）につき年10.95% の割合で計

算した延滞金を機構に納付させるものとする。

２　前条第2 項の規定は，第1 項の延滞金の年当

たりの割合について準用する。

第4 章　雑　　　　 則

（その他の事項）

第20 条　この業務方法書に定めるもののほか，基

金の造成 ，管理及び運用に関し必要な事項は，

理事長が審議会及び理事会の議を経て定めるも

のとする。

●「緑と水の森林基金」の事業について

昭和63 年12 月23 日

国 緑63 第310 号

１．方　針

21世紀への安全で快適な国土づくり ，社会づく

りのために，国土の70 ％を占める森林の整備が不

可欠である。最近 ，社会環境の変化にともない ，

都市住民を含めた国民の間で森林に対する関心が

高まり，単なる「ふれあい」にとどまらず，積極

的に森林づくりに参加しようという気運も強まり

つつある。

これからの森林づくりは，このような気運を捉

え，国民の一人ひとりが森林を自分のものとして

考え，それぞれの立場，可能な方法で森林づくり

に参加できるように進めていく必要がある。

このような国民参加の森林づくり運動を ，広く

国民運動として推進していくための中核的活動体

として「緑と水の森林基金」は位置づけられる。

したがって,緑と水の森林基金としては,国民参

加による森林づくりを進めるための普及啓発活動

や森林と水の関わりなど，国民の森林に対する理

解と協力を得るための亊業を実施するものとする。

２．事業の内容

（1） 事業実施に当だっての基木的考え方

①　基金を設置している国土緑化推進機構の



定款（業務方法書，募金趣意書）の事業内

容に基づき，これを軸とした事業を実施す

べきである。

なお，国の施策等との関係は，これと整

合するよう行ない（方法書），相互補完的に

行なうものである。

②　基金は，国民各層の拠出によるものであ

り，全国的規模での基金であることを念頭

において事業を実施すべきで ，民間主導型

の幅広い特色ある事業を指向すべきである。

③　国民的な基金であるという位置づけから，

国民の意向を踏まえつつ, 拠出者, 地域（上

流と下流，山村と都会など）の要望 ，要請

に応える事業も行なうべきである。

（2） 具体的事業例

「緑と水の森林基金」で行なう亊業は，上記

方針及び事業実施に当たっての基本的考え方

に基づき，その時々のニーズを反映しつつ ，

重点的かつ弾力的に推進されるべきであるが，

その具体例としては，次のようなものを挙げ

ることができる。

（Ａ） 普及啓発

（ア）国民的参加の森林づくり運動 ，特に森

林と水との関わりなどについての全国的

規模でのキャンペーン等

（イ）シンポジウム等の各種イベントの企画，

実施

（ウ）木材需要の拡大，古紙の利用等の推進

（エ）調査・研究成果等についての情報提供

（オ）調査研究等についての表彰

（Ｂ） 調査研究

（ア）水土保全など森林の機能の増進等

（イ）水資源の効率的利用及び森林資源の整

備・利用等

（ウ）森林の教育・文化的あるいは医学的利

用（特に青少年・高齢者を対象）等

（エ）森林のダム堆砂，濁水防止に果す役割

（オ）水力発電施設周辺の環境保全

（力）地形 ，地層による水資源のかん養効果

及び地下水等の水資源の賦存状況等

（キ）木材 ，古紙の利用等

（ク）森林・林業に関する国民の意向調査

（Ｃ） 活動基盤の整備

（ア）民間活動グループへの協力（リーダー

の養成・確保，学校林，市民の森，緑の

協力隊，小規模民間研究グループ，経営

放棄型森林の活用等への助成）

（イ）森林整備担い手の育成

（ウ）シンボル森林，樹木の保全等による国

民と森林・木とのふれあいの増進

（エ）森林の教育・文化等総合的利用の推進

（オ）各種モデル森林の活用等への助成

（Ｄ） 国際交流

（ア）緑化推進についての情報の交換

（イ）緑の民間大使の派遣

（ウ）砂漠化防止等についての国際シンポジ

ウムの開催

（エ）人材の交流

6．全国緑化推進委員会連絡協議会

●全国緑化推進委員会連絡協議会会則

第１章　総　　　　 則

（名　称）

第１条　本会は ，全国緑推進委員会連絡協議会（以

下「全国緑推連絡協議会」という｡）と称する。

（事務所）

第２条　 本会は，事務所を東京都千代田区平河町

2-7社団法人国土緑化推進機構（以下「国土緑

推」という｡）内におく。

第２章　 目的および事業

（目　的）

第３条　 本会は ，国土緑推と都道府県緑化推進委

員会（以下「都道府県緑推」という｡）との連



絡を緊密にし ，協調を強化すること等により，

共同の任務である国土緑化推進運動の一層の発

展を図ることを目的とする。

(事　業)

第４条　 本会は，前条の目的を達成するため，次

の事業を行う。

(1) 国土緑推と都道府県緑推との情報の交換

(2) 国土緑推と都道府県緑推との協調事業の推進

(3) その他緑化運動の推進に必要な事項

第3 章　 組織・役員等および会議

(組　織)

第５条　 本会は，国土緑推および都道府県緑推を

もって組織する。

(役員等)

第６条　 本会に，会長１名 ，副会長13 名，監事２

名，事務局長1 名おく。

会長は国土緑推理事長を充てる。

副会長は，国土緑推副理事長および全国６地

区( 東北・北海道，関東 ，中部，近畿 ，中国・

四国，九州) から推せんされた12 名をもってこ

れに充てる。

監事は，関東地区およびその他の地区から推

せんされた都道府県緑推代表者２名をもって ，

これに充てる。

事務局長は ，国土緑化推進機構専務理亊を充

てる。

(役員等の任務）

第７条　役員の任務は，次のとおりとする。

(1) 会長は，本会を代表し，会務を総括する。

(2) 副会長は，会長を補佐し ，会長に亊故があ

るときは，あらかじめ指名された副会長がそ

の職務を代理する。

(3) 監亊は会計を監査する。

(4) 事務局長は，会長の命をうけて本会の業務

を処理する。

(役員の任期)

第８条　 役員の任期は２年とし,再任を妨げない。

補欠役員の任期は,前任者の残任期間とする。

役員は，任期満了の場合においても，後任者

が就任するまでは,その職務を行うものとする。

(会　議)

第９条　全国緑推連絡協議会の会議は，総会，役

員会議および全体会議とし，それぞれ年１回以

上行う。

会議は，会長が召集する。

第４章　経　 費　等

(経　費)

第10 条　本会の経費は，国土緑推および都道府県

緑推の負担金をもって充てる。

(会計年度)

第11 条　本会の会計年度は，７月１日から翌年６

月30 日までとする。

(その他)

第12 条　本会の会則の改廃は，全国緑推連絡協議

会総会の議を経てこれを行う。

本会の運営について必要な事項は,会長が定める。

附　　　 則

本会則は，昭和59 年２月８日から実施する。

本会設立当初の役員の任期は，第８条の規定に

かかわらず昭和59 年６月30 日までとする。

本会の設立当初の会計年度は，第11 条の規定に

かかわらず，昭和59 年２月８日から昭和59 年６月

30日までとする。

7．参考資料

●日中民間緑化協力委員会の設置に関する日本国

政府と中華人民共和国政府との間の交換公文

（日本側書簡）

書簡をもって啓上いたします。本使は，日本国

政府及び中華人民共和国政府（以下「両政府」と

いう。）が，中華人民共和国において進められて

いる各種の植林緑化事業に対する日本国の国民，

なかんずく青少年による協力を促進すること並び

に両国の国民の間の友好的な交流及び両国関係の

発展の一層の強化に寄与することを期待し, 1998



年11 月に発表された「平和と発展のための友好協

力パートナーシップの構築に関する日中共同宣

言」及び「日中両国の21 世紀に向けた協力強化に

関する共同プレス発表」の趣旨に則ってそれぞれ

の政府の代表者の間で友好的に行われた協議にお

いて，日中民間緑化協力委員会の設置につき次の

了解に到達したことを日本国政府に代わって確認

する光栄を有します。

１　 日本国と中華人民共和国との間の民間植林緑

化協力を推進するため ，両政府は，日中民間緑

化協力委員会 （以下「委員会」という。）を設

置する。

２　委員会は，両政府がそれぞれ指定する代表者

により構成する。いずれの一方の政府も，委員

会の構成員を変更した場合には，遅滞なく ，そ

の旨を外交上の経路を通じて他方の政府に対し

通報する。

３　委員会は，この了解に従い ，次のことを行う。

（a）この了解の規定に基づき助成する民間植林

緑化協力事業（以下「植林緑化事業」という｡）

の選定に資するため,情報及び意見を交換し，

並びに,植林緑化協力に関する計画の方向性，

重点等を検討すること。

（b）植林緑化事業を行う民間団体等への政策的

及び技術的助言を行うこと。

（c）必要に応じ，植林緑化事業を行う民間団体

等と両政府との間，及び植林緑化事業 を行う

民間団体間の連絡及び調整を行うこと。

（d） 植林緑化事業が効果的に実施されているか

どうかにつき評価すること。

（e）両国の民間植林緑化事業に対する支援を目

的とする日本国政府からの資金の拠出並びに

非政府機関及び個人からの寄付を受けること。

(f) (e)の規定に従って資金の拠出及び寄付を受

けること並びに5(2) にいう必要な支払を行う

ことを目的とする委員会名義の口座を日木国

政府によって指定される日本国の銀行に開設

すること。

（g） この了解の規定に照らして委員会が適当と

認めるその他の活動を行うこと。

４　委員会は，少なくとも年一回 ，原則として日

本国と中華人民共和国において交互に会合を開

催する。

５ (1)　日本国に委員会事務局である日中緑化交

流基金（以下「基金」という。）を設置す

る。基金の職員は，日本国政府の推薦に基

づき委員会により任命されかつ委員会の監

督に服する事務局長をその長とする。基金

の職員は，事務局長が雇用する。委員会は

必要に応じ，社団法人国土緑化推進機構に

対し可能な限りの支援を要請する。

（2） 基金は，引こいう日本国政府の拠出金及

び委員会が3(e) の規定に従って受けること

のある寄付並びにこれらから生ずる利子（以

下「委員会資金」という。）の管理(3(f)

にいう口座の管理を含む｡），必要な支払並

びに委員会資金の使途に関する委員会への

年次報告の提出を行う。

（3） 基金は，日本国の民間団体等が行う植林

緑化事業の申請を受け付ける。基金は，３

(a)にいう委員会の検討結果を考慮して，申

請された当該事業の審査及び助成の対象と

する植林緑化事業の決定を行い ，これに対

し必要な助成及び適切な指導を行う。植林

緑化事業を決定するための基準，助成率等

についての詳細に関しては基金が委員会の

承認を経て別途定める。

（4） 委員会資金は，埴林緑化亊業（産業目的

の植林亊業を含まないものとする｡）の実

施のために必要と認められる物品及び役務

の購入並びに委員会及び基金の運営のため

に使用される｡ただし,委員会が両国間の植

林緑化協力に密接に関連を有すると判断す

るその他の目的にも使用することができる。

（5）基金は，この了解に基づく基金の活動に

必要な組織上の事項の詳細に関する規則を



定めることができる。

６　日本国政府は，日本国の関係法令及び利用可

能な資金の範囲内で，委員会に拠出する資金の

額を決定し，その額を委員会に拠出する。

７　中華人民共和国政府は，可能な範囲で，かつ，

中華人民共和国の関係法令に従い, 委員会及び植

林緑化亊業を行う民間団体等の活動に協力する。

8(1) いずれの一方の政府も，他方の政府に対

し，外交上の経路を通じて3 箇月前に文書

による予告を与えることにより，この了解

の終了させることができる。

(2) この了解の終了は, 5(2) にいう支払が完

了し，かつ, その終了の時点で行われてい

る植林緑化事業の実施に影響を及ぼすもの

ではない。

本使は，この書簡及び両政府が前記の了解に到

達したことを中華人民共和国政府に代わって確認

される閣下の返簡が両政府間の合意を構成し，そ

の合意が閣下の返簡の日付の日に効力を生ずるも

のとすることを提案する光栄を有します。

本使は，以上を申し進めるに際し，ここに重ね

て閣下に向かって敬意を表します。

(中国側書簡)

(訳　文)

書簡をもって啓上いたします。本官は，本日付

けの閣下の次の書簡を受領したことを確認する光

栄を有します。

(日本側書簡)

本官は，中華人民共和国政府及び日本国政府が

閣下の書簡に述べられた了解に到達したことを中

華人民共和国政府に代わって確認するとともに ，

閣下の書簡及びこの返簡が両政府間の合意を構成

し ，その合意がこの返簡の日付の日に効力を生ず

るものとすることに同意する光栄を有します。

本官は，以上を申し進めるに際し ，ここに重ね

て閣下に向かって敬意を表します。

●国会における国土緑化関係決議等

挙国造林に関する決議

(昭和24 年５月21 日　衆議院本会議)

森林の造成ならびにこれが生産の保続は，国土

の保全，国民生活安定の基盤であり，森林の復興

なくして国家再建 ，民族繁栄はあり得ない。しか

るにわが国の森林は，多年にわたる過伐，乱伐と

施策の不徹底とにより，荒廃は甚しく，水源涵養 ，

土砂扞止，洪水調整などの国土保全的機能は著し

く低下するに至った。これがため全国随所に大水

害が続発し，農業生産は潰滅的損害をこうむり ，

産業 ，経済，文化 ，各般にわたる被害は深刻激甚

をきわめ国民生活はまさに根底より破壊されんと

している。

挙国造林は ，かかる災害防止の根本対策である

と同時に，国民生活に欠くべからざる木材，薪炭

の生産を長く保続する唯一の方策にして，衆議院

は,ここ挙国造林を提唱し,政府の善処を要望する。

政府はすみやかに，これが具体的措置を講じ，そ

の顛末を次期国会に報告すべし。

右決議する。

決議に対 する政府報告（要点）

（昭和24 年11 月の第六臨時国会において回答）

１．挙国造林推進本部の設置

官民合同の挙国造林推進の協議会を設け ，啓

蒙，宣伝 ，普及指導を強力に実施する，各都道

府県には，すでに造林推進機関を設置している

所もあるので,全国的に設置するよう指導する。

２．法的措置

未立木地および今後の伐採跡地の確実な造林

をはかるために,緊急造林法案を準備中である。

３．融資措置

造林資金として長期低利の融資が要望されて

いるので，その措置を講じる方針のもとに努力

し ，目下計画中である。

４．種苗対策

母樹，毋樹林設置の強化とともに，優良苗木

の量的生産は勿論特に，質的改善をはかり，需



給調整に遺憾なきを期す計画である。

５．技術普及の強化

技術の普及のため，明年度より整備する技術

浸透組織の運営にあたっては，造林に重点をお

く方針である。

６．学校造林の推進

学校林の造林は，本年度より農林，文部両省

との連係により ，着々実行しており ，本春すで

に学校数3,145校が参加し，実績5,100ヘクター

ルに達し ，今秋および来春２，３月の実施の見

込みを加えれば1 万ヘクタールの完遂は確実で

あり ，来年度はさらに増大の傾向にあるので ，

一層の推進をはかる。

国土緑化推進に関する決議

昭和26 年 ５月28 日　衆議院本会議

昭和26 年 ５月30 日　 参議院本会議

国土の荒廃は今やまさに言語に絶するものがあ

る。多年にわたる山林の過伐乱伐の結果，風水害

は相次いで起こり，これがため山林，田畑 ，電力 ，

交通機関等わが国産業文化のあらゆる部門は危機

に瀕し，その被害額は，毎年実に1 千億円を突破

している。このままにして放置するならば荒廃は

さらに荒廃を生み，その禍害は加速度的に増大し

て，国土の前途はまことに寒心に堪えない ものが

ある。

この秋にあたり先には国を挙げて国土緑化運動

の強力な展開あり，今また森林法の根本改正その

他森林関係法案の通過成立をみる。国土の荒廃に

対し ，森林関係法規の整備充実はまことに時宜を

得たものというべく ，この機を逸せず挙国緑化推

進の必要をいよいよ深く痛感する｡衆議院, 参議院

は院議をもって速やかなる全国土の緑化推進を期

し,ここに政府の決意を促さんとするものである。

政府は速やかにこれが具体的方策を講じ次期国

会に報告 されたい。

右決議する。

国土の緑化推進に関する決議に対する報告

（昭和26 年10 月）

国土の緑化を推進し，その保全を図ることは喫

緊の要務であるが，一面には，わが国の経済自立

に必要とする林産物供給の確保もまた忽せにでき

ないので，各般の施策を総合的に実施する必要が

ある。特に改正森林法に基づく森林計画の適正な

運営の下に ，造林の促進，荒廃地の解消 ，林道網

の拡充等に重点を置いて国土の緑化を推進して行

く考えである。

１．第10 国会において制定された森林法は，８月

１日附で施行し造林の促進，伐採調整等営林の

基本となる森林計画については ，昭和26 年度

第４・四半期分および昭和27 年度分の基本計画

の公表指示が行われ，昭和27 年度分の施業計画

案および昭和26 年度第４・四半期分の実施計画

案の公表 も終わり，昭和27 年１月からの本格的

実施に遺憾なきを期している。

２．造林については，その対策の重点を民有林に

おき，過去における植伐不均衡に基づく要造林

地（昭和26 年度末見込み104 万町歩）の解消を

図るとともに ，毎年の伐採跡地については，人

工造林地 （約16 万町歩）の植栽を励行する一

方人工造林に転換すべきもの（約７万町歩）を

積極的に推進するほか手入れの励行を強力に指

導する考えである。

また講和を機として展開されている講和記念

造林運動に対しては，苗木のあっせん，林地の

提供等を通じこれを援助指導して，緑化の推進

を図ると共に愛林思想の普及徹底に努めている。

３．治山については現在ある28 万町歩の荒廃地復

旧および23 万町歩の荒廃移行防止の外，海岸砂

地造林と災害防止林造成，水源林造成等を実施

しているが,本年度の計画は順調に進行している。

４．国民経済の必要とする林産物の供給を確保し ，

里山の休養を図るためには，奥地未利用林の開

発が最も必要であるので，奥地林道開設の年度

当初計画306 キロメートルに ，さらに457 キロ



メートルを追加開設することとし予算措置を講

じた。これにより，対象森林面積６万町歩余を

開発し ，３ヵ年間に770 余万石を供給すること

ができる。

５．昭和27 年度における造林，治山および林道の

各事業量は，今年度以上に増加する計画である

が，これが予算措置はなお検討中である。

●「みどりの日」制定について

国民の祝日に関する法律の一部を改正する法律

をここに公布する。

御名御璽

平成元年２月17日

内閣総理大臣　 竹下　　 登

法律第５号

国民の祝日に関する法律の一部を改正す

る法律

国民の祝日に関する法律（昭和23 年法律第178

号）の一部を次のように改正する。

第２条天皇誕生日の項を次のように改める。

みどりの日　４月29日　自然に親しむととも

にその恩恵に感謝し ，豊かな心をはぐくむ。

第２条勤労感謝の日の項の次に次のように加え

る。

天皇誕生日　12 月23 日　天皇の誕生日を祝う。

附　　 則

この法律は，公布の日から施行する。

●「みどりの週間」について

（平成元年４月18日

閣　議　了　解）

国民の祝日に関する法律の一部を改正する法律

（平成元年法律第５号）により，国民の祝日とし

て「みどりの日」が制定されたことに伴い，その

趣旨を広く普及し，国民の関心と理解を一層深め

るため，「みどりの週間」を設ける。

「みどりの週間」は毎年，４月23 日から４月29

日までの一週間とし，この週間において地方公共

団体及び一般の協力を得て「みどり」に関する各

種行事等を全国的に実施する。

Ｏ「みどりの週間」制定の理由

我が国は緑豊かな自然を持った国であることに

かんがみ，この自然に親しむとともに，その恩恵

に感謝し，豊かな心を育むことを願い，国民の祝

日として「みどりの日」が制定された。

これに伴い，新緑の季節である４月29 日の

「みどりの日」を最終日とする一週間を「みどり

の週間」として設け，この週間に重点的に「みど

り」に関する各種行亊等を全国的に実施すること

により「みどりの日」の趣旨を広く普及し，緑豊

かな自然と国土の形成及び国民生活の向上に資す

ることとしたい。



●都道府県の花・木・鳥

都　　道

府 県 名
県　　木 県　　花 県　　鳥

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神奈川県

新 潟 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

山 梨 県

長 野 県

岐 阜 県

静 岡 県

愛 知 県

三重県

エゾマツ

ヒバ

南部アカマツ

ケヤキ

秋田スギ

サクランボ

ケヤキ

ウメ

トチノキ

クロマツ

ケヤキ

イヌマキ

イチョウ

イチョウ

ユキツバキ

立山スギ

アテ

マツ

カエデ

シラカバ

イチイ

モクセイ

ハナノキ

神宮スギ

スズラン

リンゴ

キリ

ミヤギノハギ

フキノトウ

ベニバナ

ネモトシ ヤ

クナゲ

バラ

ヤシオツツジ

レンゲツツジ

サクラソウ

ナノハナ

ソメイヨシノ

ヤマユリ

チューリップ

チューリップ

クロユリ

スイセン

フジザクラ

リンドウ

レンゲソウ

ツツジ

カキツバタ

パナショウ

ブ

タンチョウ

ハクチョウ

キジ

ガン

ヤマドリ

オシドリ

キビタキ

ヒパリ

オオルリ

ヤマドリ

シラコバ卜

ホオジロ

ユリカモメ

カモメ

トキ

ライチョウ

イヌワシ

ツグミ

ウグイス

ライチョウ

ライチョウ

サンコウチ

ョウ

コノハズク

シロチドリ

都　　道

府 県 名
県　　木 県　　花 県　　鳥

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和歌山県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿児島県

沖 縄 県

モミ ジ

北 山 スギ

イチ ョウ

クス ノキ

スギ

ウバメ ガ シ

大 山 キ ヤ ラ

ボク

クロマ ツ

アカマ ツ

モ ミジ

アカマ ツ

ヤマ モモ

オリーブ

マツ

ヤナ セス ギ

ツツ ジ

クス ノキ

ヒ ノキ

ク スノキ

ブン ゴウ メ

フェニックス

ク スノ キ

リ ュ ウ キ ュ

ウマ ツ

シャクナゲ

シダレザクラ

アシ

ノジギク

ナラヤエザ

クラ

ウメ

ニ十世紀ナ

シ

ボタン

モモ

モミジ

ナツミカン

アイノハナ

オリーブ

ミカン

ヤマモモ

ウメ

クスノハナ

ツバキ（花
木）

リンドウ

ブンゴウメ

パマユウ

ミヤマキリ

シマ

デイゴ

カイツブリ

オオミズナ

ギドリ

モズ

コウノトリ

コマドリ

メジロ

オシドリ

オオハクチ

ョウ

ホトトギス

アビ

ナペヅル

シラサギ

ホトトギス

コマドリ

ヤイロチョウ

ウグイス

カササギ
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第3章
関　連　統　計



１．収入支出関連統計

(1) 国土緑化推進委員会収入支出(決算額)の推移

(注) １．本会に初めて国庫補助金が交付されたのは昭和40年度で交付額2,000千円。

２．昭和47･48年度はニッサン・グリーンキャンペーン〈日産自動車(株)からの寄付金150,000千円〉，信託キャンペーン((社)信託協会からの

寄付金15,000千円)のため，また昭和51～57年度は近畿圏造林奉仕事業(企業・個人等の募金約33,000千円)のため。特別会計から支出さ

れている。



(２)国土緑化推進機構収入支出(決算額)の推移

（注）１．収入額には、前年度繰越額を含む。

２．一般会計収入額上段（　 ）は、国庫補助金及びＪＲＡ助成金（平成3年度より）で内数。

３．森林基金特別会計支出額及び計の支出欄上段＜　＞は。森林基金造成額で外数（平成11年度末基金造成額18,161百万円）



２．緑の募金関連統計

●緑の(羽根)募金実績の推移　昭和25(1950)年～平成11 ('99)年

(注) 昭和25(1950)年～平成7(1995)年は｢ 緑の羽根募金｣、平成8(1996)年～平成11(1999)年は｢ 緑の募金｣ の実績である。











３．緑と水の森林基金関連統計

(1)｢ 森林基金｣事業特別会計支出予算の計画･実行一覧表

注）支出計画には森林基金繰入、金利等変動準備金繰入は含まない。



(２)森林基金年度別拠出金額

(注)各年度7月1日～翌年6月30日までをもって年度とする｡ただし､昭和63年度分については63年6月30日以前のものも含めている。



４．学校林関連統計

●学校林の都道府県別保有校及び面積

(注〉平成8(1996)年10月､(社)国土緑化推進機構調査



５．緑の少年団関連統計

（１）緑の少年団,団数及び団員数

平成元年12月1日現在



(２) 全国緑の少年団連盟一覧表 平成12年1 月1 日現 在
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